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「国際電池技術

シンポジウム」 に思 う

国際電池技術総合シンポジウム組織委貝会委員長 ・
東京大学工学部 教授

笛 木 和 雄

去 る1月21日,22日 の両 日,神 田如水会館 においてエネル ・ギー総研主催の 「国際

電池技術 シンポジウム」が開催 された。海外 か ら28名 また国内か らは主催者側の予

想 を遙 るかに上廻 る多数の参加 申込みがあ り,会 場 をはみ出すのではないか という

嬉 しい心配 も出た程であった。

今回のテーマ となった電 池技術 は,燃 料電池 と電 力貯蔵用二次電池に関するもの

で,エ ネルギー新技術 に分類され るもので ある。 シンポジウムにこの ような多数 の

参加者 を得 たのは,こ れ らの新技術 に人々の関心がいかに深 いかを示 した証左 とい

えよう。りん酸型燃料電池は米国で開発の分散 発電用4.5MW,オ ンサイ ト用40KW

が試験運転 をほぼ終 えてお り,わが国で もムー ンライ ト計画で現在1,000KW2基 が

製作 中で,近 く試験運転 に入 る予定になっている。この ように新発電技術の うちで,

燃料電池発電技術の進歩は著 るしいが,商 用化 までには解決すべ き課題がいろいろ

と残 されている。第一 日目に,燃 料電池 と電 力貯蔵用二次電池の展望 と並 んで商用

化のための課題が取 り上げ られたのは,時 宜 を得たテーマ選択 とい えよう。

数箇月前か ら石油価格が急落 して,エ ネルギーにつ いての関心 も一層薄れて来て

いるように見受 けられる。 またエネルギーの研究開発環境が厳 しくなった とい う話

もきく。石油価格が下が ったか らとい って も石油資源の有限性 は変 りない。 またエ

ネルギー技術は本来重厚長大型で,技 術の完成 には長年 月が必要であ り,石 油資源

の枯渇 を目前に して慌てて研究開発 に乗 り出 して も間に合 うもので もない。長期的

展望 に立って腰 を落ちつ けて研究開発 を推進 してゆ くべ きもの と考える。

燃料電池はエネルギー新技術 の トップバ ッターである。是非出塁 して貴重 な一点

を挙 げて もらいたい と念 じている。(ふ えき かずお)
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国際電池技術総合シンポジウム特集一1

シ ン ポ ジ ウ ム の 概 況

蓮 池 宏

高効率なエネルギー変換 ・貯蔵技術の開発

は,新 エネルギー源の開発 とともに,エ ネル

ギー問題を解決 してい くための重要な柱であ

ると考えられている。最近,注 目を集めてい

る燃料電池 と新型二次電池はその代表的なも

のであり,海 外において も積極的な技術開発

が行われている。

当研究所では,両 電池技術に関する国内外

の専門家 を一堂に招 き,実 用化に向けての開

発計画や主要技術課題の動向についての情報

交換を目的として 「国際電池技術総合シンポ

ジウム」を本(1986)年1月 東京で開催 した。

この分野における総合的な国際 シンポジウム

は,わ が国では初めての試みであ り,表1の

ように海外か らの28名 を含め334名 が参加

し,熱 心な議論が繰 り広げられた。

わが国における燃料電池 と新型二次電池の

開発は,通 商産業省工業技術院のムーンライ

ト計画(省 エネルギー技術開発計画)を 中心 と

して進め られている。燃料電池については,り

ん酸型,溶 融炭酸塩型,固体電解質型の三っの

タイプを開発中で,第 一世代 と呼ばれている

りん酸型は,今秋いよいよ1,000kWプ ラン トの

実証試験が開始される。このプラン トは,米 国

のUT社(現IFC社)が 製作 し,東 京電力

において運転試験が行われた4,500kWプ ラン

表1シ ン ポジ ウム 参加 者

分 類 人数 分 類 人数

〈国内〉 306 鉄 鋼 7

通 産 省 13 非鉄金属 4

NEDO 5 貴 金 属 3

電 力 73
建 設 2

電 力 中央 研 究 所 11
商 社 5

大 学 8

電 事 連 ・中 電 協 5

そ の 他 11

その 他 電 力 関連 7
〈海外〉 28

ガ ス 28
ベ ル ギー 1

石 油 精 製 9
西 独 2

電 機 ・電 池 62
オ ラ ン ダ 3

機 械 ・重 工 21 英 国 2

自 動 車 7 イ ン ド 1

エ ンジニ ア リン グ 6 米 国 19

化 学 18 合 計 334

トに 次 ぐ規 模 の もの で あ り,世 界 各 国 か ら も

注 目 され て い る。新 型 二 次 電 池 に つ いて は,電

力 貯 蔵 用 と して,ナ ト リウム ー 硫 黄,亜 鉛 一 塩

素,亜 鉛 一 臭素,レ ドッ クス ・フ ロー 型,の4

つ の タ イプ を開 発 中で,昭 和61年 度 に は10kW

級 電 池 の 性 能 評 価 が 行 わ れ,次 の ス テ ップ で

あ る1,000kW級 電 池 の 実 証 試 験 に 進 む タ イプ

が選 択 され る 予 定 で あ る。この よ う に,両 技 術

と も,そ の 開 発 は重 要 な段 階 を迎 えて い る。

こ う した 時 期 に世 界 の専 門家 と情 報 交 換 を
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行 う場を提供で きたことは,間 接的ではある

が,今 後の一層の技術開発推進のために大い

に貢献ができたのではないか と考 える。

シンポジウムは,2日 間の 日程で表2に 示

したプログラムにより行われた。

第1日(1月21日)目 はまず,オ ーフ.ニン

グセ ッションにおいてシンポジウム組織委員

長の笛木和雄東大教授 と通商産業省資源エネ

ルギー庁の逢坂国一審議官があいさつを行っ

た。

これに続 くセッション1「 開発の現状 と将

来展望」では,世 界の中でも燃料電池 と新型

二次電池の開発が最 も盛んに行われている日

本と米国の技術開発政策担当官か ら,現 在 ま

での研究成果 と今後の開発計画について発表

があった。 また,最 近,溶 融炭酸塩型燃料電

池の開発を国家プロジェク トとして開始する

ことを決めたオランダの政府機関の代表者か

らも,その開発計画についての発表があった。

セッション2「商用化への シナ リオと課題」

では,燃 料電池 と新型二次電池の将来のユー

ザーである電力,ガ ス会社とその関係研究機

関から,日 米両国合わせて6名 の代表者が,

導入の必要性 と意義,商 用化 に向けての課題

と対応策などについて発表 した。

第2日(1月22日)目 は二つの会場に分か

れ,燃 料電池 と新型二次電池それぞれについ

て,メ ーカー,研 究開発機関などか ら実証試

験の成果,技 術開発課題 とその見通 しに関す

る発表があった。

最後のクロージングセ ッションでは,燃 料

電池については新エネルギー総合開発機構の

伊藤氏が,新 型二次電池については同じく新

エネルギー総合開発機構の平松氏が,全 体の

まとめ を行い,当 研究所の役員によるあいさ

つの後閉会した。

発表数は全体で37件 であったが,そ れぞれ

に貴重な研究成果や提言が含 まれてお り,今

後の技術の飛躍的発展 を予想させ るものも少

な くなかった。また,全 体 を通 じてAmoco社

の下竹氏にはディスカッションコーデ ィネー

タとして,海 外参加者 よりの発言を促す等に

よ り,国 際 シンポジウムらしい雰囲気を盛 り

あげて頂いた。加 えて,第1日 夜のレセプ ショ

ンには通産省,電 力業界,ガ ス業界等の幹部の

方に もご出席頂 き盛会であった。 なお,海 外

からの参加者の一部は,シ ンポジウム と前後

して国内の研究施設等を訪問 し,そ こで も有

意義な情報交換がで きた と聞いている。

これは,わ が国の関係機関 ・企業が 日頃か

ら諸外国 と良好 な関係 を保 ってお り,同 時に

わが国の 自主技術が,世 界の トップレベルの

国々と肩を並べ られるまでになってきたこと

の証 しであると思 う。 これらは,ひ とえに関

係者の方々のご尽力の賜物である。

今後 とも良好 な国際関係 を発展 させてい く

ためには,わ が国の技術開発の成果 を積極的

に公表 してい くことが重要になる と思われ

る。今回のシンポジウムは,そ の1つ の機会

として利用 していただけたと思 う。

最後に,本 シンポジウムの開催にあた り多

大なご協力をいただいた組織委員会,実 行委

員会の委貝各位,司 会者,講 演者の方々等,

関係の方々に改めて感謝する次第である。そ

れ とともに,燃 料電池 と新型二次電池が,ク

ロージングセ ッションにおいて伊藤氏が述べ

られたように 「国際的な協力 と競争により,

よりよい技術が開発され,実 用化 されてい く」

ことを期待 したい。(はすいけ ひろし 研究

員,シ ンポジウム事務局)
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表2プ ロ グ ラ ム

第1日(1月21日(火 〉,ス タ ー ホ ー ル)

オー プ ニ ン グ 笛木 和雄 東京大学教授,組 織委員会委員長
8:30～8:40 逢坂 国一 通商産業省資源エネル ギー庁審議官

ち

ζ

ヤ
8:40

～

12:00

開
発
の
現
状
と
将
来
展
望

司 会:山 崎 徹郎(新 エ ネル ギー 総 合 開 発機 構)西 村 寅雄(関 西 電 力㈱)

!-1日 本 にお け る燃 料 電 池技 術 の現 状 と展望 成 松 佑 輔(工 業 技術 院)

1-2米 国 にお け る燃 料 電 池開 発 の 展望G.L.Hagey(米 国,DOE)

1-3オ ラ ン ダに お け る燃料 電 池開 発S.Pietersz(オ ラン ダ,PEO)

<コ ー ヒー ブ レ イ ク>

!-4日 本 にお け る新 型 二 次電 池エ ネ ル ギー 貯 蔵 システ ム 開発 計 画 の概 要

鈴 木 滋 男(工 業 技 術 院)

1-5新 型 エ ネ ル ギー 貯 蔵 ・変 換 技 術A.R.Landgrebe(米 国,DOE)

司 会:茶 畑 仁司(中部電力㈱)上 之薗 博(㈱電 力中央研 究所)
商 2-1燃 料電池の開発 と商用化 小林 道夫(東京電力㈱)

も
用
化

2-2燃 料 電 池 の 財政 上 お よ び戦 略 上 の利 点D.M.Rigney(米 国,EPRI)

2-3オ ンサ イ ト型燃 料 電 池 の商 用 化 山本 洋 平(東 京 ガ ス㈱)

ζ

壱
13:30

～

17:30

劣
シ
ナ
リ
オ
と

課
題

2-4リ ン酸 型 オ ンサ イ 下燃料 電 池 の 商用 化 課 題

J.J.Cuttica(米 国,GRI)

〈コー ヒー ブ レイ ク>

2-5日 本 にお け る二 次 電 池 エ ネル ギー貯 蔵 シス テ ムの 商 用化 の ため の 活動

石 川 力 雄(働 電 力 中 央研 究 所)

2-6電 力事 業 にお け る二 次電 池の 商 用化:理 論 と実践

J.R.Birk(米 国,EPRI)

(代理 講 演:N,P.Yao(EPRI
コンサ ル タ ン ト,前ANL))

第2日(1月22日 困,ス タ ー ホ ー ル)

超

ζ
ン

3

8:30

～

12:00

燃

料電

池
の
技
術
課
題
と
見
通
し

司 会:藤 本 純(東京電力㈱)橋 本 昌(大阪ガス㈱)

3-!NEDOに おける燃料電 池発電技術 のR&D計 画
永島 正明(新エネルギー総合開発機構)

3-2米 国にお ける燃料電池開発の技術的課題J.E.Sholes(米 国,METC)
3-3東 京電力における4.5MW燃 料電池の歴史 飯野 敏雄(東 京電力㈱)

3-440KW燃 料 電池発電プラン トのフ ィー ル ドテス ト
W.C.Racine(米 国,SAIC)

〈コー ヒーブ レイ ク>

3-5東 芝 における リン酸型燃料電池の開発状況

荻本 和男(㈱東芝)

3-6リ ン酸型燃料電池技術の開発 篠部 健治(富士電機㈱)
3-7空 冷式 リン酸型燃料電池の開発状況 ・ 酒井 貴史(三洋電機㈱)

勺

ζ
ン

3

13:30

～

18:00

司 会:松 井 一秋(㈲エ ネルギー総合工学研究所)山 本 洋平(東京ガス㈱)
3-8溶 融炭酸塩 型燃料電池の材料研究 児玉 皓雄(大 阪工業技術試験所)

3-9ア ルゴンヌ国立研究所におけるMCFC正 極の代替材料 の研究
R.D.Pierce(米 国,ANL)

3-10日 立 における溶融炭酸塩型燃料 電池の開発状況

菱沼 考夫(㈱ 日立製作所)
3-11直 接型燃料 電池B.S.Baker(米 国,ERC)

<コー ヒーブ レイ ク>

3-12溶 融炭酸塩 型燃料電池の開発状況 岸田 公治(三菱電機㈱)

3-131HIに おけ る溶融炭酸塩型燃料電 池開発の現状

中沢 健三(石 川島播磨 重工業㈱)
3-141GTに おける溶融炭酸塩型燃料電 池の技術開発

E.H,Camara(米 国,IGT)

3-15固 体電解質型燃料電池開発状況 と技術的課題

佐藤 弘之(電子技術総 合研究所)

ク ロ ー ジ ン グ

18:00～18:15

伊藤 登(新エ ネルギー総合開発機構)
越川 文雄(㈱ エ ネルギー総合工学研究所)
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第2日(1月22日(水),オ リオ ンルー ム)

も

ζ

i
8:30

～

12:00

新
型

灰
電
池
の
技
術
課
題
と
見
通
し

司 会:小 沢 丈 夫(電 子 技術 総 合 研 究 所)清 水 実(新 エ ネ ル ギー 総合 開 発機 構)

4-1湯 浅 電 池一 日本 特殊 陶業 にお け るナ ト リウ ムー 硫 黄 電 池の 開 発 状況

(欧 州 に お け る開 発状 況 紹 介 を含め て)喜 多 明(湯 浅 電 池㈱)

4-2リ チ ウム合 金 一 硫 化鉄 電 池 しH.P.Shimotake(米 国,Amoco)

〈コー ヒー ブ レ イ ク>

4-3新 型 亜 鉛一 塩 素 電 池 の開 発:新 塩 素 貯 蔵 シ ス テム

堀 江 俊 男(古 河 電 気工 業)

4-4EDAに お け る亜鉛 一 塩 素電 池の 開 発C.J.Warde(米 国,EDA)

勺

ζ

を
13:30

～

18:00

司 会:高 倉 毅(働 エ ネ ル ギー 総合 工 学 研 究 所)上 田 隆右(㈱ 電 力 中央 研 究所)

4-5二 次 電 池の 運 転 試験 経 験P.A.Lewis(米 国,PSE&G)

4-6亜 鉛 一臭 素 電 池 の技 術 課題 とそれ らへ の アプ ロー チ

金 指 元憲(㈱ 明電 舎)

4-7Exxonの 亜 鉛 一 臭素 電 池 シス テ ムP.G.Grimes(米 国,ExxonR&E)

〈コー ヒー ブ レ イ ク>

4-8レ ドッ クス ・フ ロー 型 電 池 の開 発 高 畠 正 温(三 井造 船 ㈱)

4-9鉄 一 クロム レ ドックス ・フ ロー 型 電 池の コ ンポ ー ネ ン ト試験

H.Cnobloch(西 独,Siemens)

4-10改 良型 鉛 電 池 の成 果 と新 型鉛 電 池 の 開発 野 々 口 正 雄(日 本 電 池㈱)

4-11電 力 負荷 平 準 化用 新 型 鉛電 池の 開 発 と試 験 評 価

N.P.Yao(米 国,前ANL)

ク ロ ー ジ ン グ

18:00～18:15

平松 紀夫(新エ ネルギー総合開発機構)
柴田 誠一(㈲ エネルギー総合工学研究所)
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国際電池技術総合シンポジウム特集 一2

開 発 の 現 状 と 将 来 展 望
〈 セ ッシ ョンー1の 概 要〉

伊 藤 登
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1.概 要

セッション1は 「開発の現状 と将来展望」

に関するものであ り,前半は燃料電池関係で,

新エネルギー総合開発機構 ・理事 山崎徹郎

氏の司会により3件 の講演,後 半は 「新型電

池エネルギー貯蔵」関係で,関 西電力㈱総合

研究所所長 西村寅雄氏の司会により2件 の

講演が行われた。

以下に講演の要 旨を紹介する。

2.燃 料電池関係

燃料電池開発に力を入れている日米及び最

近開発に着手 し始めたオランダ3力 国の開発

現状 と市場動向に関する基調講演が行 われ

た。

最初は工業技術院ムーンライ ト計画推進室

開発官 成松佑輔氏の 「日本における燃料電

池技術の現状 と展望」である。氏はムーンラ

イ ト計画全体の概要 と燃料電池プロジェクト

の位置づ けを述べたのち,燃 料電池のもつ③

高効率発電 ⑤熱電併給が可能 ◎ 燃料使用

のフレキシビリティ ◎環境条件に適 した発

電 システム等の特色 とそのシステムの適用領

域 としてオンサ イトの小規模発電か ら大規模

発電迄巾広 く利用しうること,特 に都市内に

おいてはいわゆるコジェネレーションとして

使用できる特徴があ り,新 しい需要が開ける

見通 しがあると報告 している。

ムーンライ ト計画による研究開発スケジュ

ールは表1の 通 り,昭 和56年 から61年迄の6

力年計画であるが,リ ン酸型燃料電池の1,000

KW級 プラン ト運転研究 は62年 度 も解体研

究を含めて実施する予定である。

開発体制は図1に 示す通 り,開 発研究はN

EDO,支 援 となる要素開発は工技院傘下の

研究所が実施 している。

現在進行中の リン酸型燃料電池発電 システ

ムの開発目標は表2に 示す通 りであり,電 池

の寿命は実測 しないが,予 測寿命 として4万

時間以上 を期待 している。1,000KW発 電プ

ラン トは表3に 示す工程で実施 され,関 西電

力における低温低圧型及び中部電力における

高温高圧型 ともに順調に進捗 してお り,高 温

高圧型は既に調整運転に入っている。発電実

験は61年9月 から開始の予定となっている。

ここに設置 された改質器や製作中のセルス

タックとア メリカの実績を比較するとやは り

6



表1 ム ー ンラ イ ト計 画 に よ る研 究 開 発 ス ケ ジュー ル

年度型式 56 57 58 59 60
i61

備 考

「リ ン 酸 型 燃 料 電 池

i

溶融炭酸塩型燃料電池

固体電解質型燃料電池

ア ル カ リ型 燃料 電 池

トー タル ・シ ステ ム

要 素 技 術
1

設 計 ・製作 ・運 転
i

燃料

(賜 一ル)

60年 度前半実用

燃料

(石炭ガス)
60年 度後半実用

燃料
(石炭ガス)

70年 度代実用

燃料

(水素)

i＼

1,000kW級

基本設計

＼

要 素

合

陣 間評画

技 術 10kW級

1＼

要 素 技 術 数百W級
[

1

要 素 技 術
1

数kW級

i

1＼
11

(1)研 究開発推進体制

通商産業大臣

工業技術院長

ムーンライ ト計画推進室

産業技術審議会

省エ ネルギー技術開発部会

燃料電池発電技術分科会

大型 省エネルギー技術(燃 料電池
発電技術)研 究開発推 進会議

計画評価 ワー キンググループ

(2)研 究開 発 実施 体 制

(リ ン 酸 型)

工

業

技

術

院

新工裾 繍 聯 モ纒 鍵1騨 蒲 讐鐸 力/

(溶融炭酸塩型)

大阪工業技術試験所
新エネ稀 轡 構モi鴛 乙懲i器 響1

石川鵬

(固体電解質型)

大阪工業技術試験所
電子技術総合研究所
㈱富士電機総合研究所

(ア ル カ リ 型)

図1 ムー ンラ イト計画による研究開発体制
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表2リ ン酸型燃料電池発電 システムの開発 目標

出 力1,000kW級(AC)

発 電 効 率40%以 上

白金 使 用 量6.5mg/W以 下

寿40,000時 間

環 境 法令 基 準値 以 下

また将来の実用 システムにおいて,次 の条件 を満

たすことを前提 とす る。

① 経 済 性 在来汽力発電方式 と同等以上

② 設置場所 都市内又は都市近 郊に設置可能

③ 設置面積 変電所用地 と同等以下

(出典)ム ー ンライ ト計画燃料電池発電技術基本計画

(昭和56年8月 工業技術院)

かなり大きいとの印象を得 るので,小 型軽量

化が今後の課題 となることを示している。

電力及びガス会社が計画或いは建設中の燃

料電池発電プラントについての紹介があ り,

図2に 示すように10ヵ 所に及んでいる。 この

他に資源エネルギー庁の燃料電池等の分散型

電源を電力系統に連系 したときの技術的な課

題 を把握 し,将 来 の基 準 に対 処 す る為 の

FS,通 産省の集合住宅用燃料電池開発,石 油

を燃料 とする燃料電池システムの為のリフォ

ーマー開発計画等の紹介があった。

溶融炭酸塩型燃料電池は動作温度が600～

年度

項 目

59年 度

47101

60年 度

47101

61年 度

47101

62年 度

47101

分

散

配

置

用
(

低
温
低
圧
型
)

1.エ ネ 庁 申 請

2.シ ステ ム設 計

3.機 器 製 作

(1)電 池 本 体

② その他 機 器

4,基 礎 ・建 屋

5.配 管 ・配 線

6.調 整 ・運 転

1

申請1
11

1認可
▲着工

白
1

使用認可

設 計

設 計 ・調 達1

1部 材 加 工 製 作
工場試験

コ据付
設 計 製 作

1

1据 付1

1設計1

i 施 工1

[1
設 計 ・調 達 ・施 工

1
lI総 合調整1運 転研究
PACテ ス ト

ll
解体研究

火

力
発

電
所
代
替
用
(

高
温

高
圧
型
)

1.エ ネ 庁 申 請

2.シ ステ ム設 計

3.機 器 製 作

(1)電 池 本 体

(2)そ の他 機 器

4.基 礎 ・建 屋

5.配 管 ・配 線

6.調 整 ・運 転

申請口 認可
▲着工

口 据付

1

口 使用認可

設 計1

設 計 ・調 達

1 部材加工 ・製作

1工場試験一

設 計 製 作
1[ 【据付

設 計1
施工1

i
設 計 ・調 達 ・施工 1

総 合調整1運 転研究
PAP啓 ㌧lt 解体研究

1

表31,000KW級 プ ラ ン ト大工 程 表
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北海道電 力100kW

伊達火 力発電所
三 菱電機 との共研

大阪 ガス40kWUTC
レス トラン(堺)

避
身

九州電 力苅 田発電所
三菱重工400kW空 冷

(a)

東北電 力50kW

新潟 火力発電所
富士電機 との共研

○

中部電 力lM .W
知 多第 二火力発電所
ムーンライト計画(NEDO)

関西電 力堺港発電所
①ムーンライ ト計画(NEDO)1MW

②富士電機 との共研30kW(終 了)

日本 の燃 料 電 池発 電 実 験 箇所(電 力,

東京 ガス40kWUTC
① ホテル(東 京)

② スイミングクラブ(鶴 見)

東 京電力五井 火力発電所
4,5MWUTC(終 了)

東京電 力新東京 火力発電所
600kW空 冷
三洋電機 との共研

ガ ス)

大 工 試(mcfc)

(sofc)

三菱電機IOOkW(神 戸)

三洋電機50kW(枚 方)

(b)

傍
○

日立製作 所100kW(日 立)

電総研(sofc)(筑 波研究 学園都市)

石川 島播磨(mcfc)(東 京)

富士電機100kW(千 葉)

東芝100kW(川 崎)

電力 中央研 究所(mGfc)(横 須賀)

三菱 油化化 学工場IOOkW(四 日市)
三菱電機 との共研

松下電器(mcfc)(守 口)

日本 の 燃料 電 池発 電 実験 箇 所(国 立研,メ ー カー)

(出典 工業技術院)

図2 日 本 の 燃 料 電 池 地 図
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700℃ と高温であるか ら,その高温排熱 を利用

してボ トミングサイクル を附加するなど利用

巾が広い。ムー ンライ ト計画では,61年 度迄

に10KW級 スタックの開発を行 う計画 にな

ってお り,60年3月 迄 に1KW級 スタックの

試験 を実施 し,以 後10KW級 開発を続けてい

る。

固体電解質型燃料電池は効率が高い特徴が

あるが,ま だ実験室研究段階にあ り,電 総研

における500Wの 実験を経て,シ ステム概念

をつかんでい く予定になっている。

工業技術院の活動 として,NEDO,メ ー

カー,ユ ーザーの協力を得て,リ ン酸型燃料

電池プ ラン ト200KW～30万KWの ケー スス

タディを実施 し,概 念設計,シ ステム特性,

経済性等を明らかにした。その例 として,昭

和70年 の技術 レベルを もとに30万KWプ ラ

ン トを設計すると,メ タノール燃料で50%,

天然ガスで45%の 発電効率が得 られるとして

いる。

将来の市場展望について,需 要予測 と電源

構成の観点から次の様に述べている。

電気事業審議会需給部会中間報告 によれ

ば,1995年 における電源構成想定は,原 子力

4,800万KW,石 炭2,100万KW,天 然ガス,

石油等で9,250万KW,合 計20,500万KWで

ある。

石炭火力をのばすことに対 して,溶 融炭酸

塩型が,脱 石油を計 り天然ガスをのばすには

リン酸型 を中心に分散型電源で対応 しうる。

昭和36～40年 に石油,天 然ガス発電所の新

設が行われたが,減 価償却を考えると66～70

年 にはリプレースが必要 となるが,こ の中に

は30万KW以 上の代替 もあ り,この時期迄 に

溶融炭酸塩型の技術が確立すれば,利 用可能

となる。これ らの状況を考慮 して,電 気事業

用及びオンサイ ト型燃料電池の想定導入量か

ら推定 した昭和80年 迄 の導入累積 量は各々

2,500万KW,1,000万KWで,合 計3,500万

KWと なる。

導入時の コストは,数 百～数万KW級 分散

型で22～24万 円/KW,30万KW級 で17万 円/

KWに なると予測 しているが,現 状の数百万

円/KWを 考えると,今 後 コス トダウンの開

発が必要 とされる。それと並行 して,導 入促

進の方策が必要であり,通 産省において も,

分散型電源の電力系統連系時の技術基準確立

などの条件整備が進め られている。

燃料電池が発電技術 として存在す る為 に

は,他 の競合技術 と効率面,価 格面からも打

勝つ必要がある。その為の課題 として,ハ ー

ドウェアの標準化,導 入ビジョンのフォロー,

国際協力とともに耐久性向上,小 型軽量化な

どを含む技術 レベ ルの向上 を計る必要があ

る。ムーンライ ト推進室で も,1MW発 電プ

ラン トを62年 度迄運転継続 し,そ の後数万

KWの デモプラン トを検討 している。併せて

ガス化プラン トとの結合 を調査研究す るな

ど,勢 力的に進めているので協力をお願いす

ると発表があった。

燃 料 電 池 技 術 を古 くか ら手 が け,民 生 用電

源 と して,多 くの フ ィー ル ドテ ス トを実 施 し

て い る 米 国 の 状 況 をエ ネ ル ギ ー 省(DOE)

のG.L。Hagey氏 が 「米 国 に お け る燃 料 電 池

開 発 の 展 望 」 と題 して 報 告 を行 っ た。

DOEの 開 発 プ ロ グ ラ ム は,リ ン酸 型(P

A),溶 融 炭 酸 塩 型(MC),固 体 電 解 質 型(S

O)の3種 で,シ ス テム 適 用 と して,熱 電 併

給 にPA,発 電 用 に は3種 を考 え る。 ア ル カ

一10一



表4開 発機関の分担表

一

機 関 燃料電池
種 類

適用領域 備 考
り

DOE PA,MC 産 業 用,
オ ンサ イ ト

ハ イ リス ク分 野

一

NASA Alkali 宇宙用 特殊分野
一

DOD PA,SO
軍 用,

オ ンサ イ ト一

GRI PA,SO オ ンサ イ ト
、

・ 民 生　

EPRI PA,MC 電力用

リ型は宇宙用及び軍用に適用される。 り
研 究 開 発 は,DOE,NASA,DOD,

　ラ ヨラ

GRI,EPRIな ど が 資 金 提 供 を して お り,

そ れ ぞ れ の 分 担 と して,表4の 様 に仕 分 け て

い る。

民 間 セ ク ター の 活 動 で,メ ー カー は 燃 料 電

池 の設 計,開 発,商 用 化 を行 って お り,オ ン

サ イ ト燃料 電 池 フ ィー ル ドテ ス トはDOEと

GRIが 協 力 して 実 施 して い る。 米 国 で 一 番

初 め に 商 用 化 さ れ る もの は電 気事 業 で は な い

か と考 えて い る。

3つ の 燃 料 電 池 の 商 用 時 期 に お け る効 率,

コ ス ト予 測 は表5の 通 りで あ る。

DOE及 び 他 機 関 の'85～'86年 に お け る

燃 料電 池 へ の 支 出 は 表6の 通 りで あ り,DO

Eに お け る燃 料 電 池 に対 す る考 え方 は,PA

FCに 関 して は1986年 が 最 後 で,そ れ 以 降 は

MCFC,SOFCの 開発に重点を置 く。そ

の最終 目標 は石炭ガスの利用であるが,併 せ

て新 しい応用 も考 えている。

各型式の開発状況を簡単にまとめ ると次の

様になる。

PAFCに は既に6億 ドル支出 している。

開発費は,
　ラ

OIFC→ 電 力 事 業 用,オ ンサ イ ト

らラ

OWH→ 電 力 事 業 用,一

〇Engelhard→ 一,オ ンサ イ ト

で あ り,オ ンサ イ トの フ ィー ル ドテ ス トが ほ

ぼ 終 了 し,プ ロ トタ イプ シ ス テ ム の シ ョー ト

ス タ ッ クセ ル(1m×1mセ ル)は 既 に5,000

表6燃 料電池開発予算

(M$)

Fyl985 Fy1986

DOE

PAFC

MCFC

SOFC

28.6

8.9

3.0

21.2

10.3

3.9

DOE計 40.5 35.4

NASA

DOD

EPRI/GRI

0.1

2.6

13.0

0.1

4.1

13.5

曳注)1〕 国 防 省

2)GasResearchInstitute

3)ElectricPowerResearchInstitute

4〕InternationalFuelCellCorp.

5)WestinghouseElectricCorp.

表5効 率 と コ ス ト 比 較

遮 予 想 効 率(%) コ ス ト($/KW) 現 状

PAFC 45～50
LOOO(電 力 用)

1,500(オ ンサ イ ト〉
商用化直前

MCFC 55～60 1,400 PAFCに 約5年 遅れ

SOFC 55～60 ?
KWsize殺 階

PAFCに 約5年 遅 れ
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時間の運転を達成 した。 コス ト軽減は技術開

発の進展に伴って進んでいる。

MCFCは1970年 代後半から始め1億 ドル

支出。

開発費は,

OIFC石 炭ガスベース外部改質
　　

OERC天 然 ガ スベ ー ス 内部 改 質

OGRIセ ル コ ン ポ ー ネ ン ト

で あ り,セ ル の 特 性 は か な り高 度 化 した と云

え る。PAFCに 比 べ 約5年 遅 れ の ポ テ ン シ
アラ

ヤ ル に あ るが,IGTが 石 炭 ガ ス を 燃料 と し

た 時 の腐 食 効 果 を検 討 す る な どか な り広 範 囲

な開 発 活 動 が な され て い る。

SOFCはWHが1950年 か ら手 が け た が,

一 時 中 断 し
,1970年 後 半 か ら再 ス ター トした 。

既 にDOEは2,000万 ドル 支 出 して お り,
　　

1984年 か らDOD,ANLが 参 画 して い る。

現 在,WHは5KWス タ ッ クの 開 発 を 実 施

して お り,今 年 中 に 運 転 され るで あ ろ う。

最 後 に,日 米 の 燃料 電 池 開発 協 力 に ふ れ,

4.8MWプ ラ ン ト,40KWオ ン サ イ トプ ラ ン

ト実 証,FCセ ミナ ー やIAE国 際 シ ン ポ ジ

ウ ム で の 技 術 情 報 交 換 を指 摘 し な が ら,今 後

と も この 様 な協 力 関 係 が 重 要 で あ る と しめ く

くっ た 。

最 後 は,オ ラ ン ダPEOのS.Pietersz氏 に

よ る 「オ ラ ンダ に お け る燃 料 電 池 開 発 」で あ る。

オ ラ ン ダ に お け る過 去25年 の エ ネ ル ギー 消

費 動 向 は'50年 代 は石 炭,石 油 が 主 力 で あ っ

た が,'60年 代 は 石 炭 が 減 少 し天 然 ガ ス が 増

加,石 油 は 横 ば い で あ っ た。 地 下 パ イ プ ラ イ

ン シ ステ ム が 整 備 され,天 然 ガ ス利 用 が 便 利

に な っ た か ら で あ る 。 しか し,総 エ ネ ル ギ ー

需 要 か らみ る と 日米 に比 べ,エ ネ ル ギー 少 国

で あ る が,エ ネル ギー 需 給 率 で は,100%以 上

あ り,エ ネ ル ギ ー輸 出 国(天 然 ガ ス)で あ る。

エ ネ ル ギー 需 給 展望 は,エ ネ ル ギー 消 費 が

減 少 し,天 然 ガ ス 消 費 も減 少 して 石 炭 に変 っ

て い く。 天 然 ガ ス を ど う利 用 して い くか が将

来 の 問題 で あ り,国 内 で の 有 効 利 用 と輸 出 が

考 え られ る。 後 者 は2000年 以 降,契 約 更 新 分

が 下 っ て い くこ とか ら,前 者 に 重 点 を置 き,

燃 料 電 池 に 興 味 を持 った 訳 で あ る。

オ ラ ン ダ にお け る エ ネ ル ギー 政 策 目標 を達

成 し う る様 な開 発 ・管 理 を行 う機 関 がPEO

(ManagementOfficeforEnergyResear-

ch)で,非 核 エ ネ ル ギ ー の す べ て の 分 野 を カ

バ ー して お り,1986年 の予 算 は250万 ギ ル ダ ー

で あ る。

1985年 にPEOを 中 心 とす るFC調 査 団 を

日米 に 派 遺 し,そ の 調 査 団報 告 を政 府 に提 出

した。 そ の 結 果,次 の 条 件 で 開 発 を実 施 す る

こ との評 価 が 得 られ た 。

OMCFCに 集 中 し,か つR&Dを1か 所 に

集 中 。

○産 業 界 の 協 力 を得 る こ と。

○他 の 関 係 者 か ら資 金 提 供 を受 け る こ と。

一 方
,シ ス テ ム 研 究 を 米 国GasDeve-

lopmentCorp.(GDC)の 協 力 で マ ー ケ ッ ト

リサ ー チ を実 施 した が,そ の 際 に得 られ た オ

ラ ン ダの ポ テ ン シ ャル(強 み)は 表7の 通 り

(注)6)EnergyResearchCorp.

7〕InstituteofGasTechnology

8}ArgonneNationalLaboratry

表7オ ラ ン ダの 強み

OMCFC開 発 ポテ ン シ ャル が あ る。

○ チー ム と して活 動 す る ポ テ ンシ ャ ルが あ る。

○ 費用 分 担 し うる ポテ ンシ ャル が あ る。

OR&Dに 対 す るモ チベ ー シ ョンが あ る。
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表8マ ー ケ ッ トス タデ ィ(オ ラ ン ダ及 び ヨー ロ ッパ)

＼P・M・

弊ル＼
ポ テ ン シャ ルマ ー ケ ッ ト

(2000年)

経 済 性 を考 慮 した ポ テ ン シ

ャル マ ー ケ ッ,ト(2000年)

ヨー ロ ッパ 全体 の マ ー ケ

ッ ト(2000年)※)

産業用熱併給
MWe/年

230
MWe/年

40

MWe/年

0

中 央 発 電 用

〃

100

〃

30

〃

50

地 域 冷 暖 房
〃

70

〃

70

〃

1100,

(注)※)精 度低 い

表9開 発 プ ロ グ ラ ム

項 目
分野

開 発 ・担 当 項 目 分 担 予 算(3年 分)

基 礎 研 究
内部 改質,電 解 質 組成,腐 食 問題,ア ノ'

一 ド製造 等

ECN

ア イ ン トホー ヘ ン工 大
150万 ドル

パ イロ ッ トセ ル

の 開 発
設計,耐 久性,製 造法 同 上 100〃

パ イロ ッ ト ・ス

タ ッ クの 開 発

モデ ル ス タデ ィ(オ ラ ン ダ開発 の もの)

(他 国 の ス タ ッ ク を用 い た実験)

ECN

TNO

一 般 的 支 援 技 術 移転,ワ ー ク シ ョップ,ト レー ニ ン

グ,等
PEO 100万 ドル

であった。

GDCの 提案は,5年 間のR&Dに より推

計1,800万 ドルの予算で 目標200KWの プ ロ

トタイプデモ運転をする。当初数年間は要素

開発に重点 を置き,米 国IGTか ら技術支援

を得て,内 部改質MCFCを 行 うとい うもの

である。

マーケットリサーチの結果を要約すると表

8の 様になる。べ一スとなる仮定は,エ ネル

ギー価格は現行のもの,MCFCの コス トは

専門家の意見で推定 した。

この提案を受けたEPOは 次の様に結論づ

けた。

OMCFCを 前向きに進める。

OMCFCは 大 きな優位性があり,環 境面に

よ く且つ天然ガスに適 している。

○オランダの技術 レベルは高 く,R&D能 力

を認める。

03年 間のプログラムとする。

これを基に政府に提案 し,表9の 開発プロ

グラムで進 めることになった。産業界及びE

Cの 役割は決定されていない。

最後 に,MCFCは 技術的に多 くの解決す

べ き項 目があるもので,国 際協力が何よりも

必要であり,可 能な貢献 をしていきたいと結

んだ。

3.新 型電池エネルギー貯蔵

日本側か ら,工 業技術院ムーンライ ト計画

推進室開発官 鈴木滋男氏によ り 「日本にお

ける新型二次電池エネルギー貯蔵システム開

発計画の概要」の講演が行われた。

開発の背景 として,日 中 と夜間の電力需要
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差が拡大 し,特 に夏期の昼間最大電力需要 と

夜間 との比が100対40と な り,負荷率が低下し

ていることから,発 電設備の有効利用の面で

何 らかの対 応が必要 となっている状況で あ

る。

需要に対する供給は,べ 一スに原子力,負

荷調整に石炭火力,LNG火 力が向けられる
ボ　

のが基本パター ンで,い わゆるDSS運 転で

対処する。一方,原 子力発電で も負荷追従性

の開発が行われているけれども,こ れは しぼ

り込みのみであって,負 荷増加に対する対応

の遅れは負荷追従能力が弱いことを考えに入

れる必要があ り,揚 水発電などによる負荷調

整が必須 となる。 しかしなが ら,揚 水発電は

立地の制約がある上に50～100万KWの 大型

のみに経済性があり,調 整能力に限界がみえ

る。

二次電池による負荷調整は,需 要地点に設

置 しうるので,送 配電線路の クレジッ トなど

の利点を考えると,将 来有効な手段 となると

予 想 さ れ,新 型 電 池 の 開 発 に着 手 し た。

プ ロ ジ ェ ク トの 開 発 目標,ス ケ ジ ュー ル は

表10,11の 通 りで,プ ロ ジ ェ ク トは,新 型 電 池

表田 基本的な開発目標性能

① 出力:1,000KW級

② 基準充放電時間:8時 間充電8時 間放電

③総合エネルギー効率:70%以 上(交流 入出力端)

④寿命:充 放電サ イクル1,500回 以上(約10年)

⑤環境対策:す べての環境基準(法令)を 満足する

こ と

この電 力貯蔵システムは将来の実用システムにお

いて,

経 済 性 揚水発電 と同等以上

設置場所 都市 内または都市近傍設置可能

設置面積 変電所用地 と同等以下

(注)※)DailyStopandStart

の 開 発,シ ステ ム 技 術 開 発,MW級 シ ス テ ム

実 証 試 験,ト ー タ ル シ ステ ム の4本 柱 で,開

発 担 当 機 関 は 図3の 如 くで あ る。

新 型 電 池 の 開 発 現 状 は,以 下 の通 り。

新 型 電 池 と し て開 発 して い る もの は,ナ ト

リウム ・硫 黄,亜 鉛 ・塩 素,亜 鉛 ・臭 素,レ

ドッ クス フ ロー 電 池 の4種 で あ る。 昭 和55年

表11開 発 ス ケ ジ ュ ノレ

研 究 ・解 析 ・設 計 :i:}製{遥i・曇垂}≡{:i:賦熱 毒面i懸

(年度)

研究開発項 目
昭和55 56

157
58 59 6■61 62 63 64 65

①新型電 池の研
究開発

② システム技術
の研究開発

③1,000KW
級実証試験

④ トー タルシス
テムの研究

第一次中間評価 第二次輌 訓

† ウ
[ ・:・:・=・=・:・=・"

Il

lKW級 電池10KW級 電池

1
i

陰o● ■ 欄 ■ ●
● ■ ○ ● ● ● w"

=・:・:・:∴二・=一

1

1}lilllill
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total

System

study

CentralResearch

InstituteofElectrlc

Powerindustry

management

ofR&D

〔conS!gnment}

Agencyofmdustrial

ScienceandTechnology

Supporting

research

ETL

System

technology

KansaiElectrlcPower,

JapanStorageBattery,
Toshlba

図3開

sodium-

sulfur

battery

Yuasa,

NGK

～58年 度に1KW級 電池の開発 を実施 し,第

1次 中間評価 を行い,4種 類 とも中間目標を

ク リア して,59年 度 より61年 度迄 に各々10

KW級 電池の開発を行っている。61年 度末に

は第2次 中間評価を実施 し,1,000KW級 電

池実証試験に用いる電池を選定する。

2番 目の柱のシステム技術の研究開発は,

1,000KW×4時 間,4,000KWhの 連系 シ ス

テムの開発を実施 し,電 力貯蔵システムの制

御技術等の確立を計る。第3の 柱は62年 度か

ら1,000KW級 の新型電池 を用いた実証試験

である。第4は トータルシステムの研究であ

り,環 境 ・安全問題,経 済性等について支援

研究を進めている。

10KW級 電池の開発は順調 に進捗 してい

るが,そ れ と並行 して1KW級 の83年 型モデ

ルは500サ イクル程度,84年 型モデル200サ イ

クル程度の寿命試験を継続中である。その結

果の概要は,ナ トリウム ・硫黄が他 より若干

充放電効率は高 く,84年 型が83年 型 より性能

劣化が少なく,着 実に技術進展があることを

示 している。

以上は,NEDOが 管理 している事業であ

発

redox

chloridebromidebattery

batterybattery

FurukawaMeidenshaMitsui

Eng&

Shipbuilding

体 JI箭

evaluation

亡esting

GIRIO

　　

る が,こ の 他,国 立 研 究 機 関 のETLが,58

年 度 迄 レ ド ッ ク ス フ ロー 型1KW級 を 開 発

して い たが,民 間 へ 技 術 移 転 し,現 在 は炭 素

ユの

系材料の基礎研究を,GIRIOは 評価研究

を行 っている。

最後に,10KW級 新型電池開発で最近改良

された材料 によって性能 向上がなされてい

る。

表12に 電池 コンポー ネン トの材料 を示す

が,星 印が改良された材料である。 ここ数年

電池の要素開発で大 きな進歩があり,こ れに

は分析技術など支援技術のバックアップがあ

ったことが上げられる。次のステップは,ス

ケールアップ を計る技術 を確立することであ

り,関 係各位の努力を期待するとしている。

米 国 側 か ら,エ ネ ル ギ ー 省 のA.R.Lan-

dgrebe氏 よ り,「新 型 エネ ル ギ ー 貯 蔵 ・変 換 技

術 」 と題 して 講 演 が あ っ た 。

米 国DOEの エ ネ ル ギ ー 貯 蔵 プ ロ グ ラ ム は

車 輌 用 と負荷 調 整 用 の2本 柱 で あ る 。

(注)9)電 子技術総合研究所

10>大 阪工業技術試験所
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表12電 池 コ ン ポ ー ネ ン ト

PositiveElectrode NegativeElectrode Electrolyte/Separator AuxiliaryEquipment

Na-S
PANorpitch

graphitefelt

stainlesssteel

fiber βにA1、0,ceramics

4heater-一

・fan

・temperaturecontroller

ZIγCl2

porousgraphite

reinforcedwith

carbonfiber

reinforcedglassy

carbon

ZnCl. 響

aqueoussolution

-　 -

noseparator

・cooler

・pumpforerlctrolyte

'gaspump

・UVlamp

・寧tankforC1
2absorption

SOlvent

Zn-Br2

寧carboncloth carbonplastics

ZnBr2

aqUeOUSSOIUtiOn

-一 一

porouspolyolefin

membrane

・coolerandPUInp

forclrculatingwater

・pumpfoeelectrolyte

carbonfelt(*blpolar)

Redox-

Flow

carbonfelt(準chemicallymodified)

HCIaqueoussolution

(*withthethirdadditive)

一一一

polystyrenesulfonic

acidmembrane

・heater

・pumpforelectrolyte

・rebalancecell

宰glassycarbon(bipolar)

*:newlyadoptedin10KWbatteries

プ ログラム目標は,高 性能貯蔵電池の開発

であり,基 礎技術から商用開発へのつなぎを

目的 とする。

プ ログラムは総額1,000万 ドルで,サ ンディ

ア国立研,ロ ー レンス国立研などの開発活動

支援,負 荷平準化に対しEPRIと の協力事

業,BatteryEnergyStorageTest(BEST)

施設への支援及び電気自動車用電池開発 をフ

ォー ドに委託する事業等である。

鉛電池や亜鉛・塩素電池の開発については,

他の講演者(N.Yao氏)に まかせて,こ こで

はナ トリウム ・硫黄電池の開発プログラムを

主体に一部他の電池にふれている。

開発ステップは,基 礎研究(新 素材,新 イ

オン導材)→ 応用研究(β アル ミナの強度化,

テス ト法改善)→ 開発(モ ジュール設計,熱

管理,信 頼性向上)→ 評価の4段 階あり,D

OEは,関 係機関に委託 して実施 しているが,

現在実用に供しうるシステム迄は進展 してお

らず,セ ルの開発が行われているにすぎない。

(図4)

研 究 開 発 の 促 進 は,ナ ト リウム ・硫 黄 電 池

の フ ル ス ケ ー ル 電 池100KW,500KWの 開

発 ・試 験 を し,最 終 的 に はEPRIのBES

T施 設 で 評 価 を行 う計 画 とな っ て お り,サ ン
ユの

デ ィア国立研か らCSPL社 に3年 間,850万

ドルの予算で電池開発を委託中である。

高電力密度のセル開発が達成 され,約2年

半で675サ イクルの寿命試験を実施 し,成果分

析が行われている段階である。

亜鉛 ・臭素電池は,生 産コス トが低い,常

温作動であるなどのメリッ トをもち,電 気 自

動車用,ソ ーラー等 自然エネルギーの貯蔵に

よく,現 在,寿 命 をのばすこと,特 性向上な

どの開発段階にある。EXXON社,ERC

社が担当してお り,DOEは500万 ドルの支出

をした。

今後3年 間でERCに 対 し600万 ドルの予

算で500KW×1時 間のシステム開発を行い,

/注)11)ChlorideSilentPowerLtd.
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図4米 国エネルギー省の二次電池R&Dプ ロセ ス

BEST施 設 で評 価 す る こ とに して い る。 こ

れ はEPRIが 主体 で 実 施 す る。

そ の 他,リ チ ウム ア ル ミネー ト ・硫 化 鉄 電

池,ニ ッケ ル ・水 素 電 池 が ソー ラー 用,宇 宙

用 に有 望 で あ り,特 にNi-H,電 池 は 地 上 用
ユ 　 　

に す る応 用 研 究 がCOMSATな どで 強 力 に

進 め られ,宇 宙 用 の もの の コ ス トか ら1桁 以

上 下 って い る。

開 発 課 題 につ い て ま とめ る と表13の 様 に な

る 。

適 用 面 か らみ る と,電 気 自動 車 は,ガ ソ リ

ン コ ス トが 下 っ て お り,相 対 的 に電 池 の 開 発

目標 が 高 ま って きて い る こ とか らむ ず か し い

状 況 に な って い る。 エ ネ ル ギ ー 密 度 を極 め て

大 き くす る こ とが 必 要 で あ る 。 静 止 型 は,米

国 で は 原 子 力 発 電 が さ ほ ど進 展 し て な い こ

と,エ ネル ギー 節 約 が 進 み,新 し いエ ネ ル ギ

ー 源 は 多 くは 望 まれ て い な い こ と な ど か らニ

ー ズの 面 で1995年 以 降 と な り
,当 面 の 商 用 化

は む ず か し い と して い る。

最 後 に,コ ス ト目標 につ い て は,利 用 が 何

表13電 池の開発課題

項 目
電池 開 発 課 題

Na-S電 池

○電解質耐久性 向上

(Zrド ープ)

○熱管理(特 に放 電時)

Zn-Br電 池

○耐久性 向上(材料面)

○スタックシール

○電池信頼性,効 率向上

Ni-H,電 池 ○ コ ス トダ ウ ン

か で 異 な るが,静IE型 は70ド ル/KWh,電 気 自

動 弔 用80～100ド ル/KWh,ソ ー ラ ー 用 は200

～300ド ル/KWh(但 しサ イ ク ル 数 が 長 く10

年 程 度 と仮 定)と 考 え られ る。

負荷 調 整 用 電 池 の 開 発 は,DOEの み な ら

ずEPRIと 協 力 して進 め て お り,'90年 代

まで に は良 い成 果 が 得 られ る と期 待 して い る。

以 ヒ5件 の基調講演がなされ,盛 会裏にセ

ッションは終 ∫した。(いとう のぼ る 新エ

ネルギー総合開発機構 燃料 ・貯蔵技術開発

室)

1注}12〕 英国の 会社の 社 名
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商用化 への シナ リオ と課題

〈セ ッ シ ョ ン ー2の 概 要 〉
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1.電 力 用 燃 料 電 池

今後の電気事業 は,従 来にも増 し,経 済社

会の進展を支えてますます重要な役割 りを果

して行 く必要があるが,こ のような状況下で

燃料電池発電技術は,対 環境性,省 エネルギ

ー性,熱 併給など,こ れからの事業運営にと

って極めて重要な技術である。今回は,電 力

用燃料電池の導入のシナ リオ として,2件 の

発表があったので,そ の概要 を報告する。

1.1燃 料電池の開発の方向性 と実用化 へ

の課題(小 林道夫(東 京電力㈱))

東京電力が燃料電池の研究を開始 したのは

昭和30年 代の終 りであった。当時は,無 線中

継基地用の電源 としての研究が主体であった

が,紆 余曲折を経て,現 在の研究開発に貴重

な経験 として受けつがれて来ている。

燃料電池は,等 温の状態でエネルギー変換
ユ　

を行 う装 置 で あ る。 これ は,燃 焼 を伴 う ボ イ

ラー,暖 冷 房 な どの エ ネ ル ギ ー 変 換 に 比 べ て

1注ゾ1/高 橋武,電 気学 会雑誌102(3)185(1982)

理論的には最 も経済的なシヌ、テム とな り得

る。 しか し,電 力供給用 としてこの技術 を実

用化するためには,一 層の開発努力が必要で

ある。

1.1.1電 気事業の当面する課題と分散電源

電源の大型化,遠 隔化に伴って,送 変電設

備投資の大規模化がすすみ,輸 送 コス トが増

加する。また電源の遠隔化は,供 給の安定性

を低下 させる要因ともなる。需要地近傍への

分散電源立地は,こ の解決策 として有効であ

る。 さらにエネルギー有効利用の面か ら,出

来るだけ電力変換効率の高い発電装置が望 ま

しい。燃料電池は,需 要地近傍に立地出来る

電源 として,発 電効率,環 境性 などにす ぐれ

た特徴 を持ち,ま た建設工期の短縮などによ

る資本費の節減にも貢献することがで きる。

東京電力が行 った4,500kW実 証プラントの

経験で も,こ れらの事は十分に検証されてい

る。

1.1.2燃 料電池の導入の環境

(a)コ ス トダウンの見通 し

燃料電池の コス トが将来どうなるか現時点

で予測することは極めてむずか しいが,少 く
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の

と もBECと して の 目標 値 を 設 定 す る と,現

在 商 用機 と して 電 気事 業 が 電 力 供 給 に使 用 中

の 機 器 と競 合 出 来 る こ とが 第 一 条 件 で,BE

CがkW当 り25な い し35万 円 程 度 で あ る。 この

コ ス トの 巾 は設 置 され る場 所 や,使 用 条件 に

ょ って 変 わ る部 分 で あ っ て,例 えば,送 変 電

設 備 ク レ ジ ッ トと云 う部 分 で あ る。 ま た 大 量

生 産 に よ る コ ス トダ ウ ン は,経 験 的 な 方 法 で

想 定 が 可 能 で あ るが,試 算 に よ る とほ ぼ 数 百

ユ ニ ッ トの 製 造 で 目標 コ ス トが 実 現 で き るの

で は な いか と思 う。

(b)技 術 的 な 水 準

りん 酸 型 燃 料 電 池 の 技 術 的 な水 準 は,4,500

kW実 験 プ ラ ン トに お い て お お よ その 評 価 が 可

能 で あ り,ま た 本 年 度 か ら実 証 試 験 を開 始 す

る1MW実 験 プ ラ ン トに よ って,よ り明 確 に

そ の 技 術 的 水準 が 立 証 さ れ る こ とに な る。 ま

た,こ れ らの プ ロ ジ ェ ク トの 外 に,一い わ ゆ る

オ ンサ イ ト型 と呼 ば れ る 熱 併 給 型 の小 型 器 の

実 験 や,上 記 以 外 の 電 気 事 業 が 計 画 中 あ る い

は 実 施 中の プ ロ ジ ェ ク トの 成 果 に よ っ て,開

発 は さ らに加 速 され,実 用 化 に向 っ て 前 進 す

る こ とが 期 待 され る。

(c)マ ー ケ ッ トの 状 況

1985年7月 の通 産 省 が行 っ た新 エ ネ ル ギー

導 入 ビ ジ ョン に よれ ば,ホ テ ル ・病 院 な どの

業 務 用 と して350～700万kW,一 般 工 場 用 と し

て50～100万kW,都 市 再 開 発 な ど で の 熱 供 給 用

と して300～600万kW,変 電 所 代 替 局 所 電 源 と

して200～600万kW,火 力 発 電 な ど で 大 型 発 電

代 替 と して400～800万kWの 潜 在 導 入 量 が 見込

まれ て い る。 こ の 数 値 自体 に は,ま だ 十 分 な

議 論 が 必 要 で あ るが,プ ラ ン トと して の 信 頼

性,経 済 性 が達 成 さ れ れ ば,か な りの 導 入 量

が期待できる。

(d)導 入促進の方策

第一の有効な方策は,技 術開発に対する資

金的な助成,研 究設備に対す る資金援助など

である。 また,資 金の低利融資や,長 期的な

視野での専問家の育成などが考えられ,こ れ

らの方策 を重点的に行 うことが有効 と思う。

1.1.3そ の 他

市場へ導入される燃料電池としては,CV
む

CFな ど電力供給の信頼性 を確保するために

設置される機器の直流母線への適用である。

これはさらに直流母線を直流送電網の形で拡

張することも考えられ,い わゆる分散電源 と

して,電 力系統の信頼度向上 に一層の貢献を

す ることも期待 される。 さらにこのような高

性能電源の開発によって,直 流配電,電 気鉄

道,電 解ソーダ工業,熱 を使用する工業プラ

ン トでの省エネルギー化,な ど工業界での技

術の発展,効 率化が期待できる。

1.2電 気 事 業 へ の 燃 料 電 池 導 入 の 経 済

的 ・戦 略 的 影 響(D.M.Rigney(EPRI))

1.2.1本 報 告 の 背 景

1981年(昭 和56年)に,米 国 の 電 気事 業 の研 究

機 関 で あ るEPRI(ElectricPowerResearch

Institute)と,同 じ く主 要 電 力 会 社 な ど を 中心

に 構 成 さ れ たFCUG(FuelCellUsers

Group)は,協 力 して,参 加 会 社 が 燃料 電 池 を

導 入 し た際 の効 果 につ い て研 究 す る こ と を決

め た。 この 研 究 の 結 果 は,各 電 力 会 社 に とっ

て,こ の 新 発電 方 式 を導 入 す る こ とが 将 来 に

亘 って 経 済 的,戦 略 的 に最 も好 ま しい 選 択 で

あ る と い う結 論 とな っ た。 例 え ば,電 力 会 社

の 設 備 計 画 を担 当 す る 人達 は,燃 料 電 池 の送

{注)2)BreakEvenCost (注)3)無 停電装置
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配電線の末端 に設置することによって線路の

増強を行わずにす ませ ることが出来,そ の結

果,設 備 コヌ、トを節減出来る。 この効果は,

従来のように,代 替・案が大型発電ユニ ットだ

けであるような選択法しかない手法に比べ る

と,ず っと明確であって,こ れは又,通 常 あ

まり評価が容易でない局地的な無効電力の制

御,熱 併給,大 気汚染などの要因にもとつ く

効果がしば しば明確 に示される。

この研究は,電 源 を計画する人々に,燃 料

電池についてよ り理解を深めるため役立って

来た。又,モ ジュール化技術,小 規模,建 設

工期などの面での燃料電池の持 っている財政

面,戦 略面での効果 を検討する必要性が指摘

された。これは第一に,将 来の需要予測の不

確実さ,種 々の法律上の制約,準 備期間,建

設費,環=境 対応など,意 志決定に当っては相

当の弾力性を持って リスクを回避 したいとい

う要求にもとつ くものである。不確実性の も

とにおける燃料電池の効用は,直 観的に考え

て正 しいと思 うが,ま だ定量的には実証 され

ていなかったのである。

1.2.2電 力会社の検討グループ

燃料電池の最初の導入者は,こ の新 しい発

電技術が持つ技術的,経 済的効用を定量化す

るのに必要 な出来るだけ沢山の燃料電池の特

長を明らかにする必要性 を感ずると思 う。最

近米国の多くの電力会社は,前 述 した将来の

不確実性に対する関心と同時に、投資の際の

外部資金依存度が増え,リ スクの大きい,不

安定な財政的情況の改善 に当って,燃 料電池

が唯一の有効 な手段である と考え始めてい

る。1984年(昭 和59年)にFCUGは,シ ス

テム計画 を担当する人達がタスク ・チームを

作 り,EPRIの 実施 して来た,燃 料電池の

効用を定量的に評価す る研究を支援すること

になった。その研究結果の報告である。

1.2.3研 究の結果

もっともあ り得るシナ リオとして,燃 料電

池の入らない20年 の設備増強計画案が作られ

た。つ ぎに燃料電池 を導入 したケースが作 ら

れ,こ の両案の優劣がい くつかの経済的指標

によって比較された。この結果,燃 料電池800

MW(系 統容量5,000MWに 対 して)の 設置ケ

ースが,現 価合計費用で有利であった。つ ぎ

に不確実性 について見ると,一 般的に,計 画

決定について特別明確 な判断基準はないとの

結論であった。或る不確実さの状況下でつ ぎ

の5つ の拡充案を検討 した。

1石 炭火力の建設費が予想の}3と なった。

II石 炭火力の建設期間が予想より2年 延び

た。Whatlf ...

LOADGROWSFASTER

THANPLANNED?

●Reservemarglnsfail

●Shortleadtlmecapacityneeded

INCREASINGLOADFOREGASTS

MW
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図1.1需 要 増 加 が 予 想 よ り早 ま っ た
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図1.2燃 料 電 池 は需 要 増 に対 応で きる
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III需 要増加が予想より早まった。

IV需 要増加が予想よりおそ くなった。

V燃 料電池の建設費が50%増 加 した。

(図1.1,1.2参 照)

1.2.4討 論 と結論

過去においては,い わゆる代案間の直戴的

な経済比較が計画決定の方法であったが,今

回のような研究によるシナ リオ作 りとその分

析評価の手法によって,電 気事業のマネジメ

ン トはより注意深 く,燃 料電池の ような新 し

い技術の持つ役割 りを検討 し,計 画に反映出

来るようになる。電気事業のマネージメン ト

は,予 想される効果 と,健 全な財政状態の中

で変動する外的条件に弾力的に対応出来る経

営の改善策 との選択 を常に考える必要がある。

以上,電 気事業への燃料電池の導入のシナ

リオについて,日 米から1件 つつの発表の概

要を報告 した。当日の討論でも述べたように,

EPRIの 報告 は戦略的な検討が行 えるよう

にコンピュータモデルが作られてお り,主 要

なパラメータの変更によって容易に戦略的選

択が可能である。 日本では,代 案 を作って比

較するいわゆる直戴的手法が とられる。PW

RRに よるダイナ ミックな検討手法はないわ

けではないが正確なモデル作 りとその為のデ

ータ・べ一 スが必要である
。(こばや し みち

お 東京電力㈱開発研究所 燃料電池研究室

長)

2,オ ンサ イ ト用 燃 料 電 池

オンサ イ ト用燃料電池の商用化に関 して
ユ　

は,東 京 ガ ス㈱ 山 本 洋 平 と米 国GRIJ .J.

〔注 〕1)GasResearchInstitute

Cuttica両 氏 に よ る発 表 が行 わ れ た。

以 下 に そ の 要 旨 を 紹 介 す る。

2.1オ ンサ イ ト用 燃 料 電 池 の 実 用 化

(山 本 洋 平(東 京 ガ ス㈱))

2.1.1は じめ に

都 市 ガ スは ガ ス灯 に 始 ま り,現 在 は 厨 房,

暖 房 さ らに冷 房 に も用 い られ て お り,都 市 エ

ネ ル ギー の 大 き な部 分 を 占め て い る。 近 年 資

源 の 有 限 性 が 認 識 され,エ ネ ル ギ ー の 有 効 利

用 が 今 まで よ り以 上 に求 め られ て い る。 技 術

の 進 歩 に よ り もた ら さ れ た 回 答 が,コ ・ジ ェ

ネ レー シ ョン で あ る。 オ ンサ イ ト用 燃 料 電 池

は,コ ・ジ ェ ネ レー シ ョ ンの 一 手 殺 で あ り,

都 市 ガ スの エ ネ ル ギー を電 力 お よ び熱 に変 換

して 利 用 す る もの で,ガ ス事 業 者 は そ の 開 発,

実 用 化 を期 待 して い る。

2.1.2ガ ス 事 業 者 に と っ ての 燃 料 電 池

東 京 ガ スお よび 大 阪 ガ スは 昭 和47年 よ り米

国TARGET計 画 に,ま た 昭 和52年 よ り米

国GRI計 画 に 参 画 して い る。GRI計 画 に

先 立 ってUT社 よ り40kWプ ロ トタ イフ.機を 購

入 し,ス イ ミン グ ク ラ ブ で フ ィー ル ドテ ス ト

中 で あ る。 ま た,昭 和60年 に 同 機 の 改 良 機 を

筑 波 国 際 科 学 博 覧 会 ガ ヌ、パ ビ リオ ンでGRI

計 画 の フ ィー ル ドテ ス トを 兼 ね て 展 示,運 転

した。 引 続 き本 年2月 よ り都 内 池 袋 の ホ テ ル

で フ ィー ル ドテ ス トを行 う予 定 で あ る。な お,

GRI計 画 は全 体 で46機 の フ ィー ル ドテ ス ト

を行 っ て い る。

テ ス ト機 の 仕 様 を表2.1に 示 す 。40%の 発

電 効 率 を持 ち,加 えて 約40%の 排 熱 利 用 が 可

能 な仕 様 で あ り,我 々の 連 続 運 転 で もそ れ が

実 証 され て い る。

運 転 実 績 を表2.2に 示 す。GRI機 は 筑 波
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表2.1PC-18型 燃 料 電 池の 仕 様

力

率

率効

出

効

熱

電

電

合

発

発

総

圧

波 数

答 速 度

作 方 式

料:種 類

.圧 力

消費量

寸 法

40kW,AC

40%

80%

208/120V

50Hz

O～100%負 荷 ま で 瞬 時

全 自動,無 人 運 転

都 市 ガ ス(13A)

100-・一・3SOmmH,0

8.6NM3/時 間

2.8M×1.6M×2.OM

(幅)(奥 行)(高 さ)

表2.2PC-18型 実証 試 験 結 果(東 京 ガ ス)

〔プ ロ ト機 〕 〔改 良 機〕

技術研究所 科 学 万博G.P.

場 所
水泳 クラブ (ホ テル)

運 転 期 間 '82
.3～

'84
.12～'85.9

運転時間:累 計 1,984時 間 4,827時 間

:最長連続 333時 間 1,579時 間

用 途:電 力 照 明 空調動力

:排 熱 シ ャ ワ ー 給 湯

主 な トラブ ル回 数 66回 4回

科学博開催期間中の90%の 期間運転 し,プ ロ

トタイプ機に比較 して運転信頼性が向上 して

いることが判る。

フ ィール ドテス トの結果から,ト ラブルが

皆無 な電池本体および改質装置の技術優秀性

に加 えて,40kW機 は全 自動無人運転が可能な

こと。 また,小 型に仕上 ってお り,オ ンサイ

ト用燃料電池としての要件 を満 している。

更に,図2.1に 示す通 り,発 電出力50%,

即ち負荷率50%ぐ らいまでは負荷率100%時

とほぼ同等の発電効率が得 られる。燃料電池

は定格出力時に高い発電効率が得 られるとい

う魅力があるが,そ れ と同時に,な いしはそ

れ以上 に部分負荷時にも高い発電効率が得ら

れるという点で,稼 動変動 を余儀な くされる

オンサイ ト用に適していると考えられる。

oo
%

75総

合

熱50

効

率25

↓一
↑

局温熱回収
～

低温熱回収

/

電気

i
0255075

発 電 出 力 〔%〕

図2.1PC-18型 燃料 電 池特 性

IOO

2.1.3オ ンサイ ト用燃料電池の市場

燃料電池は電力と熱を同時に発生する装置

である。従って電力需要 と同時に熱需要のあ

る所に適用することが最 も省エネルギーであ

り,か つ経済性 を発揮する。

業務用ビルについて,業 種別に,時 刻別の

電力と熱エネルギー消費量を調査 し,各 施設

に燃料電池を適用した場合の従来方式 と比較
　　

した 省 エ ネ ル ギ ー 率 を算 出 した(図2.2)。 病

院,ホ テ ル,旅 館,飲 食 店 等 の 業 種 が 省 エ ネ

ル ギ ー 率 が 高 い 。

更 に 経 済 性 を検 討 し,潜 在 市 場 規 模 を算 出

した(図2.3)。 燃 料 電 池 の容 量 を最 大 負 荷 に

対 し15%の 余 裕 率 と し,設 備 コ ス ト20万 円/

kW,燃 料 価 格7円/Mcal,系 統 独 立 運 転 の と

き,478万kWの 市 場 が ホ テ ル,病 院 を 中心 に 想

定 で き る。 ま た,初 期 導 入 市場 の 検 討 例 と し

て 設 備 コ ス トを40万 円/kWと した 場 合 に は78

万kWの 市 場 が 想 定 で き る。

〔注)1)需 要先 設置型 燃料 電池 に関す る技 術調査報 告

書,㈹ 日本ガ ス協会,昭 和58年3月
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続 ㌧,曇皇曇

■

■
■

lA)〔B)〔C}

■ ■

病 院 ホ テ ル 旅 館 飲 食 店 ス ー パ ー 百 貨 店 事 務 所

(B)

(C)

(注)各 業種の クラ フは左 か ら順 に(Aj、(B)、〔C)のケース を示 す.

図2.2運 転 方 式 別 省 エ ネ ル ギ ー 性

市

場

規

模

〔万kW〕

160

120

80

40

0

〔A〕〔BHC〕

ll痂FC容 凱

lll瞬 ・C容量・B・

薩 小,C容 凱

FC設 備 コス ト:20万 円/kW

燃 料 価 格:7円/Mcal

単 純 償 却 年 数:5年 以下

1

(A}〔B目 α

■ 幽 ■ 咀

病 院 ホ テ ル 旅 館 飲 食 店 ス ー パ ー 百 貨 店 事 務 所

(注)各 業種 の ク ラフは 左か ら順 に(A]JB)、iC)の ケー ス を示す

図2.3運 転 方 式 別 潜 在 市 場 規 模

以上は系統独立での検討結果であるが,系

統接続の場合は更に経済性が増 し,米 国の試

算例では燃料電池設備 コス トを1,000$/kWと

した場合,系 統独立では2,000万kW,系 統接続

では7,000万kWの 市場が見込まれている。

産業用の市場では,製 造業のうち食料品,

繊維,パ ルプ ・紙,化 学工業が熱および電力

の消費量比率が2～4程 度 と高 く,か つ市場

規模 も大 きく有望 と思われるが,個 々のケー

スについては検討が必要であろう。
ヨ 　

大型省エネルギー技術研究開発推進会議で

は1990年 から2005年 までの15年 間の燃料電池

の導入量 をオンサ イ ト用については約1,000

〔注)2)リ ン酸型 燃料電 池発電技術の将 来展望 第一報,

通産 省工技院 大型省工 ネルキー技 術 燃 料 電池発電技

術 〉研究開 発推進 会議 ・経済性評価 ワーキ ンググルー

プ,昭 和59年12月 。
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万kWと 想 定 して い る。

2.1.4市 場 導 入 の た め に

工 技 院 の 強 力 な主 導 の も とで の 技 術 開 発 に

よ り,燃 料 電 池 は技 術 的 に は一 定 の 段 階 に達

し,実 用 化 が 見 通 せ る状 態 に な って き た と言

え よ う。

市 場 導 入 に 影 響 を与 え る要 因 と課題 を ま と

め て 表2.3に 示 す。

表2.3市 場導入の影響要 因 と課題

要 因 影響 を与 えるもの 期待 されること

市 場 生 活 水 準 ニ ー ズ の 拡 大

設 備 費
技 術 開 発

量 産

小 型 化

高 信 頼 性

変 動 費
技 術 開 発

エ ネ ル ギー コ ス ト

効 率 向 上

メンテ ナ ン ス フ リー

社会条件 コ ン セ ン サ ス 制 度 の 整 備

企 業 間 協 力

燃料電池を早期に実用化するために,国,

メーカーおよびエネルギー業界が協力,協 調

しつつ,各 々の役割を果す必要があると思わ

れる。

国については,助 成金,税 制上の優遇策,

諸法規の整備等の導入促進策 を取られるよ う

にお願いしたい。燃料電池か ら生成するもの

は電力 と熱 という,い わばありふれた物であ

るので,既 存システムに対 して導入初期にお

いて も,経 済的に優位1生を持たなければ市場

導入が進 まないためである。

メーカーについては,燃 料電池一般の技術

開発を進めるのに加 え,オ ンサイ ト用の燃料

電池に関する技術開発一 例 えば,小 型化,量

産化等 についての十分な検討を望みたい。

電力,ガ ス等のエネルギー業界については

優れた省エネルギー機器である燃料電池の実

用化に向けて高度に公益的な視点から,電 力

送電網や都市ガス導管網の利用等,イ ンフラ

ス トラクチャーの有効利用 と共に,業 界の協

調 をはかってい くべ きであろう。

更に以上の三者の共同によって導入の方策

およびスケジュールを明確 にした,具 体的な

実用化シナ リオの作成が必要である。(図2.4

参照)

関係者の努力によって燃料電池 もようや く

基礎開発 ＼ 実証試馬へ 試験的導入 ＼ 初鵬 入/

技 術 開 発 促 進

●開発助成金

◎
導 入 促 進

●助成金

●税制上の優遇策

●諸法規の整備

包
(基 礎)技 術 開 発(実 用 化)

実用化 への技術課題 把握

EC技 術 の 実 証

エネ ルキ ー業界

三 者 共 同

インフラス トラクチャの

有 効利用 の検 討

●高度 に公益 的 な視 点

実用化 シナ リオ作成

●導 入 の方策 及 ひ

スケ ジ ュール

本

格

勺白

導

入

図2.4燃 料 電 池の 導 入 シ ナ リォ
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手 の 届 く と こ ろ まで 達 した 。 一 日 も早 い実 用

化 を期 待 した い 。

2.2オ ン サ イ ト りん 酸 型 燃 料 電 池 プ ラ ン

ト 商 用 化 に 関 わ る キ ー 課 題(J.J.

Cuttica(GRI))

2.2.1は じめ に

りん酸 型 燃 料 電 池(以 下PAFCと 略 す)の

オ ンサ イ ト発 電 プ ラ ン トの 商 用化 を1980年 代

後 半 に 達 成 させ る こ と を 目標 に,1981年 に

GRI,エ ネル ギー 省,ガ ス専 業 及 び電 気/ガ ス
ゐ

併 業 の37社 の コ ン ソー シ ァ ム 及 びUTCの

合 同 で フ ィー ル ドテ ス トを 中 心 とす る 開発 計

画 が ス ター トした。 なお,燃 料 は 天 然 ガ スで

あ る。

この 開 発 実 施 の 成 果 を主 体 に,PAFCオ ン

サ イ ト発 電 プ ラ ン トの 商 用化 実 現 の た め の 課

題 とし て次 の3点 を挙 げ,そ れ ぞれ に つ い て

述 べ る。

(1)技 術 と して の 実 用 化 の 可 能 性

(2)目 標 製 作 コ ス トへ の 到達 能 力

(3)市 場 の 実 現 性

Z2.2技 術 の 実 証

この 開 発計 画 で は,1983年11月 に最 初 の フ

ィー ル ドテ ス ト用 プ ラ ン トが 運 転 に 入 り,85

年6月 に最 後 の プ ラ ン トが 運 転 に 入 っ たが,

合 計46基(い ず れ も電 気 出 力40kW,熱 出 力15

万Btu/h)の プ ラ ン トで,86年1月 初 め ま で

に延 べ22万5千 時 間 を超 え る運 転 経 験 を え,

そ の 稼 動 率 も計 画 目標 の55～65%を ほ ぼ 達 成

した 。(図2.5,2.6参 照)

これ ら の プ ラ ン トの電 気 へ の転 換 効 率 は40

%,排 熱 を 利 用 した場 合 の 合 計 の総 合 熱 効 率

1注}2〕UTCUnitedTechnologyCorp
.

現 在 は,IFC(lnternationalFuelCellsCorp .)

OPERATINGTIME

EACHOFFORTYSIXFIELDTES丁UNITS

OperatlngTlme,Hours-225,000Totalasof1/2/86・
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図2.5各 プ ラ ン ト毎 の 総 運 転 時 間(1986.1.2現 在)
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は80%に 達 して い る。改 質 器,セ ル ス タ ッ ク,

イ ンバ ー タ とい っ た 高 度 の技 術 を要 す る コ ン

ポー ネ ン トにつ い て は,信 頼 性 と耐 久 性 につ

い て 充 分 実 証 さ れ た 。 しか し,そ の他 の メ カ

ニ カル コ ン ポ ー ネ ン ト,電 子 制 御 系 回 路,プ

ラ ン ト冷 却 系 な どで,ま だ 問 題 点 が 残 っ て い

る。

2.2.3現 実 的 な 製 作 コス ト

IFCの 最 近の研 究 に よる と,200kWPAFC

オ ン サ イ ト発 電 プ ラ ン トの 推 定 製 作 コ ス ト

は,前 述 の フ ィー ル ドテ ス トで採 用 した1970

年 代 後 半 の 技 術 を用 い,小 規 模 だ が 連 続50～

100基/年 の 生 産 規 模 を想 定 した場 合,8,000ド

ル/kWで あ っ た。1982年 以 降 の 技 術 改 良 に よ

り,上 述 の8,000ド ル/kWに 対 応 す る製 作 コ ス
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トは,2,000～3,000ド ル/kWに 下 が り,さ らに,

こ れ を成 熟 した 市 場 規 模(100MW/年:200kW

プ ラ ン トで500基/年)で の 生 産 を前提 とす る

と,1,000～1,500ド ル/kWま で コ ス トは 低 下 す

る と推 定 さ れ て い る。

小 規 模 初 期 市 場 参 入 時 及 び 成 熟期 大 規 模 市

場 に つ い て この よ うな 製 作 コ ス トは,エ ン ジ

ン 駆 動 の コ ジ ュ ネ レ ー シ ョ ン装 置 に 対 し て

も,在 来 の エ ネ ル ギー サ ー ビ ス方 式 に 対 して

も充 分 競 争 力 が あ る もの とみ られ る。

2.2.4市 場 の 実 現 性

商 業 部 門 の コ ジ ェ ネ レー シ ョ ン市 場 を予 測

す るの に利 用 で き る い くつ か の 研 究 が 行 わ れ

て い る。 潜 在 市 場 規 模 の 予 測 は,そ の 際 用 い

る 前 提 条 件(エ ネ ル ギー 料 金,装 置 の コ ス ト,

維 持 費,装 置 の 性 能,所 有 者(最 終 需 要 家,

金 融 関 係,ガ ス事 業 者)の 要 求 す る装 置 回収

条 件,等)に よ っ て大 き く変 動 す る もの で あ

る 。 結 果 の 一 例 と して,オ ンサ イ ト燃 料 電 池

ユ ー ザ グ ル ー プ に よ っ て 発 表 さ れ た 報 告 書

"Th
eGasPowercelNationalMarket

Report"に よ る と,燃 料 電 池 の 設 備 コ ス トを

TYPICAL
INVESTMENT

COSTRANGE

$

10s一

107108

106-107

105-106

1,000ド ル/kWと し,系 統 と独 立 の 運 転 方 式 に

よ る もの の 潜 在 市 場 規 模 を2千 万kWと して い

る。一 方,燃 料 電 池 の 設 備 コ ス トが2,300ド ル/

鼎 で あ っ て も,系 統 連 携 運 転 で,売 買 な しの

場 合 は,2千 万kWの 同一 市 場 が 見込 まれ る。

潜 在 市 場 の 規模 よ り も も っ と大 き な関 心 事

はPAFCを 市 場 が 受 入 れ て くれ るか とい う

こ とで あ る。 燃料 電 池 が 作 り出 す 電 気 と熱 は

十 分 に 顧 客 を満 足 させ る こ とが40kWの フ ィー

ル ドテ ス トに よ って 判 っ た 。 しか しな が ら,

平 均 的 な顧 客 は 収 入 に 直接 つ なが らな い装 置

へ の 投 資 に は た め ら う もの で あ り,装 置 の 保

守 とか,電 力事 業 者 や ガ ス事 業 者 との 長 期 の

契 約 交 渉 を いや が りが ち で あ る。 これ に対 し

て は,ガ ス事 業 者 は顧 客 に 対 し,ガ ス を供 給

す るだ けで は な く,エ ネ ル ギー 全般 を供 給 し,

か つ 燃 料 電 池装 置 の サ ー ビ ス も行 って い く等

の提 示 を しつ つ,顧 客 か らで きる だ け リス ク

負 担 を取 除 い て や るべ きで あ る。

メー カー とユ ー ザ ー の協 力 に よ り,1980年

代 後 半 の 実 用化 を 目指 し,今 後 も努 力 を続 け

た い 。

STAGEOFDEVELOPMENT

PRODUCTION

-

DEMONSTRATION一,ECONOMIC
lFEASIBILITY

PRODUCT
IMPROVEMENT

BENCH

PROTOTYPE

-
:INTEGRATION

104105

、TECHNICAL
lFEASIBILITY

LABORATORYi

COMPONENTDEVELOPMENT

FUNDAMENTAL

CONCEPTS

ALTERNATIVECONCEPTS&MATERIALS

CONTINUINGLIFETESTING

図3.1開 発 の ステ ップ
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(や ま も と よ うへ い 東 京 ガ ス㈱ エ ネ ル ギ

ー 変 換 技 術 開 発 プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム プ ロ ジ

ェ ク トマ ネー ジ ャ ー)

3.電 池電力貯蔵システム

3.1は じめに

わが国では,第 一次石油 ショック後,電 力

事業において石油から原子力,LNG,石 炭

への燃料転換がはかられつつある。これら石

炭・原子力発電の占め る割合の増加 とともに,

産業分野の構造変化に伴 う負荷率の低下傾向

から,電 力需要のピー クからボ トムへのシフ

トを促すための各種方策が検討あるいは実施

されている。

夜間の電力を貯蔵 し,ピ ー ク時に貯蔵エネ

ルギーを利用して発電す ることによる負荷平

準化技術 として,わ が国では揚水発電が実用

化されている。 この揚水発電を代替 しうる技

術で最 も実用化が期待できるものとして,新

型電池による電池電力貯蔵システムの研究開

発が進め られている。米国においても1970年

代か ら,同 様の目的で研究開発が進められて

いる。電池電力貯蔵技術の開発 ステップ,技

術の開発状況,開 発での リスク負担,商 用化

の課題などを概説する。

3.2新 技術の開発計画

研究の基礎段階か ら新製品を製造するまで

の開発計画のステップとそれに伴 う費用の増

加の一典型的な概念をPSE&G社 のルイス氏

は図3.1の ように表わしている。 この開発ス

テ ップは,① 研究所 レベ ル(新 しい概 念の導

入,基 礎理論の構築,使 用素材の探索),② ベ

ンチ(コ ンポーネン トの開発による技術的可

能性),③ プ ロトタイプ(様 々な設計データの

収集,シ ステム化の検討),④ 実証(実 際の機

能の確認,経 済的可能性,製 造法の改良),⑤

実際の製品製造(製 造工場の建設)の5段 階

であり,各 段階 ごとに人員や投資費用が増大

する。最初の概念の発見から新 しいシステム

を作るまでには障害が二つある。一つは,応

用研究から生産のレベルに開発が進むにつれ

て費用が増大す ることである。 もう一つの障

害は科学者,技 術者,製 造 メーカ,金 融機関,

潜在的需要家が新 しい技術に対 して持つ信頼

の レベルである。技術が開発され,将 来目標

を実現する費用の増大により,熱 意 を失 う人

がでて くるからである。新技術は技術面,経

済面で未知の要素があるため,新 技術の導入

には大変巨額の費用が必要である。米国では

様々な調整活動が行われ,こ れ らの開発 リス

クをエネルギー省(DOE),電 力研究所(E

PRI),電 力会社,メ ーカが負担 しているよ

うである。

3.3電 池電力貯蔵システムの実証

わが国での4種 類の電力貯蔵 用新型電池

(ナ トリウム ・硫黄,亜 鉛 ・塩素,亜 鉛 ・臭

素,レ ドックスフロー)の 開発が順調に進め

られ,現 在では,10kW/80kWh級 電池の開発が

進められている。一方,米 国では500kWhの 亜

鉛 ・塩素電池が1984年 にBEST(電 池電力

貯蔵システム試験)施 設で試験 されている。

新型電池の開発状況は開発試験 を行 うベ ンチ

スケールの段階であろ う。

電池電力貯蔵システムの商用化を図ってい

く上で,そ のシステムの設置場所,使 用目的

な どか ら,目 標 とする仕様や要求性能 を明ら

かにしてお くことは,効 率的開放のためには
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図3.2配 電変電所構内に設置 されるシステム試験施設(想像図)

重要である。電力中央研究所の研究によれば,

配電用変電所に設置する負荷平準化用電池電

力貯蔵システムの基本的 目標仕様は,出 力2

～5MW ,充 放電時間をそれぞれ8時 間,直

流電圧1～2kVな どとされている。 さらに

は,こ れ らの要求性能を満す とともに将来の

実用段階での寿命,所 要用地面積,環 境 ・安

全性,経 済性などのあ り方について も述べ ら

れている。電池の信頼性,実 用性 などが明ら

かになれば,電 気事業は電池電力貯蔵システ

ムをいろいろな用途にも用いるであろう。こ

の用途には,負 荷平準化以外に,ピ ークカゥ

ト,瞬 動予備力,系 統内の潮流制御,負 荷碧

動に応答 した周波数制御,太 陽光発電や風プ

発電との併用によるこれらの出力制御 などオ

ある。

電力系統 と貯蔵用電池とを接続 し,充 放肩

を円滑に行なわしめる連系技術の確立や上言

各種用途の適用可能性を検証するための試馬

設備が稼動あるいは建設中である。わが国"

表3.1BEST施 設の 任 務

DEVELOPMENT
TESTING

PROTOTYPEMINI-DEMONSTRATION
TESTINGTESTING

OBJECTIVES Testbedtoverify

systemdeignconcepts

AssessperformanceRealisticfield

inutilityenvironlnentoperatingexperienCe;

showcase

HARDWARE pre-prototype

500KWHrs

Prototypecommercia1:Commercia1:5to10

5to10MWHrsMWHrs.

INSTRUMENTA-

TION

Specialpurpose Carefulmonitoring Comrllerciallevel十

additionalasrequired

TESTING Developerdevised

procedures

Utility・oriented

evalUatiVeteSting

Simulatedcommercial

operation

REPORT
DISSEMINATION

SamebasisassupPorted

in-housetesting

Developertoadviseon
apPropriatelevelof

publicity

Fullypublicized

1
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)

,

は関西 電 力㈱ 巽 変 電 所構 内 に1MW/4

MWh鉛 電池システムが建設中で,1986年10

月よ り試験が行なわれる予定である。(図3.2)

西 ドイツ のベ ル リン電 力で は17MW/4.5

MWhの 瞬動予備力 ・周波数制御用の鉛電池

システムが建設中で,年 末あるいは来年初め

に運転開始の計画で建設が進められている。

米国ではこれ らの計画よりも早 くか ら取 り組

まれている。BEST施 設は1981年 にDOE,

EPRLPSE&Gの 三者の協力の もとに

建設され,1982年 に1.8MWhの 鉛電池による

受け入れ試験が行われると共に,電 気事業用

での各種用途を想定 しての試験が行われた。

これらの研究成果を踏まえ,新型電池 として

は世界で初めて,モ ジュールを集合 した500kW

h(100kW×5時 間)の 大容量の亜鉛 ・塩素電

池が1984年2月 より11月まで試験された。基

本充放電サイクル,ピ ー クカット,瞬 動予備

力,周 波数制御などの機能試験が実施 され,

この結果をもとに,2MW/6MWhのFL

EXPOWERの 設計が行われた。また,需

要家側に設置 し短時間のピー クカッ トを行 う

500kWh(500kW×1時 間)鉛 電池システムの

試験が1984年 に行われた。BEST施 設での

試験の任務の概要は表3.1の とお りである。

わが国の1MWシ ステム試験設備には,ム

ーンライト計画の一環 として開発された8時

間の充放電が可能で効率 も良い7,500Ah/10

時間率の改良型鉛電池が使われる。また,12相

自励式で出力1,000kWの 交直電力変換装置が

開発され用いられる。 この試験では,種 々の

運転制御特性,保 護特性,安 全 ・保守特性な

どが把握される計画 となっている。鉛電池 を

用いたシステム試験に対 し,

○電池貯蔵システム技術の確立

○負荷平準化お よび他の機能の効果の確認

○新型電池実証試験 に反映する多くの情報

の収集

○実用化 ・商用化のための提言

が期待されよう。

3.4商 用化の理論 と実行

「電池システムの商用化は結婚 とセックス

のようなものである。」とEPRIの バーク博

士は述べている。 これは誰でも話 として分 っ

ているが現実は非常 に厳 しいとい うことであ

ろう。電池電力貯蔵技術はまだ完成 したわけ

ではな く,市 場 も不明確であるので,ユ ーザ

である電力会社,電 池メーカ,電 力変換装置

メーカなどの当事者 にとっては,将 来のポテ

ンシャルよりもリスクの方が大きいのが現状

である。新型電池の商用化の理論は,次 の3

つの要素により複雑 となっている。

1

2.

3.

プロトタイプ,初 期ユニッ ト製造に巨

額の投資が必要

新型電池商用化の上で,信 頼性,経 済

性の優れている鉛電池の存在

需要家である電力会社の考え方,態 度

電池メーカは生産設備 に多額 の投資 をし

て,初期1号 機を作るとは限らない。これは,

電力会社での市場が不明確だからである。 ま

た,プ ロ トタイプができて,そ の試験の結果,

技術の変更 をは じめて余儀無 くされることも

予想される。さらに,電 力会社は大変慎重で,

プ ロ トタイプの試験結果が出るまで,姿 勢 を

明確に しない傾向がある。しか しなが ら,こ

のプロ トタイプは技術の有効性,運 転経験の

有無 電力会社での価値の認識などの点で重

要である。実証 と商用プラン トの違いは表3.2

の とお りである。信頼性の獲得が重要である。
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表3.2実 証 と商 用 プ ラ ン トの違 い

実証プ ラン ト 商 用 プ ラ ン ト

目 的 技術の確認 電力発生

購 売 者 の
リ ス ク

コ ス トと技 術
コ ス ト,収 益 お

よび 評判

技 術 概念 生産

技 術 的
リ ス ク 見込 まれ ている

受 け入れ られな
い

失 敗 許容 される 経済的損失

不測 の問題 予期 される
「取 り扱 いの 悪

さ」 に よる

問題解 決 技術課題 を明 ら
か にす る

組織的責任 を確
認す る

電池商用化の障害の原因は,プ ロ トタイプ

新型電池のコス トが鉛電池 コス トより高い時

の新型電池の判断と鉛電池 メーカの無関心で

あった。鉛電池は技術的,経 済的に進歩し,

1号 機では総額約1,200ド ル/kWで あるが,技

術の習熟に より300～400ド ル/kW低 減可能で

あり,寿命も4,000サ イクル以上である。鉛電池

が電力用電池電力貯蔵システムの分野開拓の

突破口とな り,市 場 ポテンシャルが開発され

表3,3鉛 電 池 シ ステ ムの コ ス ト

(5時 間放 電,ド ル/kW)

項 目 1号 機 量産 時

電 池

鉛

コ ン バ ー タ

周 辺 機 器

エ ン ジニ ア リン グ

600

100(1)

(2)250

150

80

500

100

100

125

60

合 計 1,180 885

表3.4米 国 電 力会 社 の ニ ー ズ

電力会社 技 術 商用化の 引き金

HL&P CAE§/電 池 コジェネの最適利用

HET 電池 風力エ ネルギーの最適
利用

SMUD CAES
原子 力プラン ト停止時
の補償

SCS CAES 揚水発電の延期

PEPCo. 電池
ロー ドマ ネ ー ジ メ ン ト

の推 進

CEC CAES 送電容量不足の補償

SCE 電池 風力発電の平滑化

AEC CAES 容量の供給

(注)*)CAES:圧 縮 空気 貯 蔵

れば,鉛 電池を含む新型電池の市場が開けて

くる。(表3.3)

電力会社の考え方,姿 勢が商用化の きっか

けとなる。米国での鉛電池や圧縮空気貯蔵の

商用化のきっかけは電力会社にとっては多様

である。(表3.4)ニ ーズを持つ電力会社に的

を絞 り,商 用化の引き金を最大限に導 き出す

戦略 を取 るべきである。

電池電力貯蔵システムの開発,商 用化の道

は険 しく困難 な面があると推定 されて いる

が,新 型電池の開発は必要であるので,で き

るだけ早 く関係者の理解 と努力により,実 用

化されることが期待 される。(いしかわ りき

お 勧電力中央研究所研究開発本部新エネル

ギー推進チーム)

注)(1)InternationalLead-zincResearchOrgan-

izationが1号 機 に つ い て 示 し た 値

(2)EPRIが1号 機 に つ い て 示 し た 値
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ガ ス)の 司 会 の も とに,岸 田 公治 氏(三 菱 電

機),中 沢 健 三 氏(IHI)及 びE.H.Camara
の

氏(米 国,IGT)か らそれぞれのMCFC

開発状況について講演があった。更に,佐 藤

弘之氏(電 総研)か ら我が国の固体電解質型

燃料電池(SOFC)の 開発状況 と課題につ

いて講演があった。ここでも残念だったのは,

SOFC開 発で最 も進んでいると考えられる

米国,WH社 からの発表がなかったことであ

る。

以上の講演の後,伊 藤登氏(NEDO)に

より,ク ロージングが行われセッション3の

諸講演の結果が要領良 くまとめられた。終 り

に越川文雄氏(IAE)か ら挨拶があり当該

セ ッシ ョンを終えた。

以下に,各 講演の概要を順 を追って紹介す

る。

2.講 演 概 要

2.1NEDOに おけ る燃 料電池技術 の

R&D計 画(永 島正明(NEDO))

新エネルギー総合開発機構(NEDO)は

工業技術院(AIST)が 現在進めているム

ーンライ ト計画(省 エネルギー技術)の もと

で りん酸型燃料電池(PAFC)と 溶融炭酸

塩型燃料電池(MCFC)の 研究開発を行 っ

ている。PAFCは 低温低圧型(LP/LT:

分散配置用)と 高温高圧型(HP/HT二 火力

代替用)の2つ あり,前 者は三菱電機 と富士

電機が,ま た,後 者は東芝 と日立製作所が研

究開発を担当している。研究は1981年 から始

まり,1983年 までに1,000KW出 力のパイロ

ットプラン トの概念設計 を含む要素研究を終

え,1984年 始めに詳細設計を行い,以 後,燃

料電池本体,改 質器などの製作 とともに建屋

等の建設を行ってお り,プ ラン トは1985年 秋

に完成の予定である。

LP/LT型 は関西電力の堺港発電所構 内

に,ま た,HP/HT型 は中部電力の知 多第2

火力発電所構内に設置 されてお り,い ずれ も

天然ガスを燃料 として,前者では4気 圧190℃

の電池作動条件で40%(HHV基 準)の 効率

を,ま た,後 者では6気 圧205℃ で42%を 目指

している。1986年 か ら1987年 の2年 間でフィ

ール ドテス トを行 う予定になってお り,出力,

効率等の開発目標に係る種々のデータが収集

され,PAFCの 発電装置 としての電力系統

内での利用の可能性が評価される。

一方,NEDOで は1981年 か ら専らAIS

Tが 行ってきたMCFCに 関す る研究開発 を

1984年 以後受継ぎ,主 に,マ トリックス型及

びペー スト型の2タ イフ。について,AIST

傘下の大阪工業技術試験所(GIRIO)の

協力を得て,前 記重電 メーカー を含む数社 を

結集 し研究開発を行っている。1986年 には10

KW級 電池の試験を予定している。また,こ

れらの研究と並行 して,セ ルスタック及び石

炭ガス改質器やボ トミングサ イクルを含む発

電 システム全体の評価方法の研究 も行 ってい

る。

(注)4)InstituteofGasTechnology

2.2米 国 に お け る燃 料 電 池 開 発 の 技 術 的

課 題(JohnE,Sholes(METC)and

R.DeanPierce(ANL))

米 国 で は 陸 上 で の 応 用 を 目指 して りん 酸

型,溶 融 炭 酸 塩 型 及 び 固 体 電 解 質 型 燃 料 電 池

の 開 発 を行 って きた。 そ の ため に,1976年 か
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ら3億 ドル の 研 究 費 を政 府 と して 投 資 して お

り,そ の 大 半 を使 っ て 開 発 した りん 酸 型 は,

完 成 度 が 高 く,既 に 技 術 的 問 題 を解 決 しIF

CやWestinghouseな どの 企 業 が 商 業 化 を 目

指 した研 究 を行 っ て い る。 こ こで は,大 規 模

発 電 用 と し てIFCが11MWの 発 電 プ ラ ン

トの,ま た,Westinghouseが7.5MWの もの

の 運 用 を1988年 に計 画 して い る。 さ ら に,オ

ンサ イ ト用 と して,1986年 にIFCが200KW

の もの を,ま た,Engelhardが25KWの もの

の運 転 を予 定 して い る。

溶 融 炭 酸塩 型(MCFC)は りん 酸 型 の 次

に 来 る もの と して,ANL,IGTな どが 単

電 池や サ ブ ス ケー ル の ス タ ッ ク を使 っ た運 転

研 究 を通 じて,電 池 の 耐 久 性 を含 む 技 術 的 課

題 の検 討 と石 炭 ガ ス 化 器 等 と組 合せ た シ ミュ

レー シ ョ ン研 究 を行 って い る。 この 結 果,M

CFCは 次 の 技 術 的 課 題 が 商 業 化 以 前 に解 決

され な けれ ば な らな い こ とが 分 っ た。 そ れ ら

は,カ ソー ドの 溶 解,装 置 の 小 型 化,ガ ス の

ク ロ ス オー バ ー,電 解 質 の 損 失,硫 黄 に よ る

被 毒 及 び 内 部 改 質 に お け る改 質 触 媒 の 電 解 質

に よ る被 毒 の 問 題 で あ る。

固体 電 解 質 型(SOFC)に つ い て は,現

在,Westinghouseが 円 筒 型 を,ま た,ANL

が モ ノ リ シ ッ ク型 の研 究 を行 っ て い る。 こ れ

らは,ま だ 基礎 研 究 の段 階 に あ り,前 者 で は

24セ ル程 度 の モ ジ ュ ー ル の 製 作 と運 転 を,ま

た後 者 で は 材料 の 選 択 と製 造 方 法 の 検 討 を進

め て い る に す ぎ な い。

SOFCの 問 題 点 は,酸 化 ・還 元 雰 囲 気 に

お け る材 料 の安 定 性,一 つ の 材 料 の 別 の 材 料

との 適 合 陛,及 び導 電 率 に あ り,さ ら に,製

造 及 び 運 転 時 の 熱 膨 張 も重 要 な課 題 で あ る。

なお,Westinghouseは,1986年 の4月 に5

KW規 模 のSOFCモ ジ ュ ー ル の 運 転 を 計

画 して い る。

2.3東 京 電 力 に お け る4.5MW燃 料 電 池

の 歴 史(飯 野敏 雄(東 京 電 力㈱))

東 京 電 力 とIFC(UTCと 東 芝 の 合 併 会

社)は4.5MW出 力 の りん 酸 型 燃 料 電 池 の 実

証 プ ラ ン トの 運 転 ・評 価 を1982～1985年 に か

け て 共 同 して 行 っ て きた 。 最 初 の1年 間 は 燃

料 電 池 本 体 を除 く補 機 系 統 の,後 の3年 間 は

シス テ ム全 体 の 性 能 チ ェ ッ クの た め に使 わ れ

た 。 発 電 は1983年 の3月 に始 ま り,合 計43回

の 運 転 を行 っ た 。 最 大 出 力4.5MWは15回 目

の 運 転 で1984年 の2月 に 達 成 さ れ,1984～

1985年 に か けて21日 間 に 亘 る連 続 運 転 に も成

功 した。 これ ら の一 連 の 運 転 研 究 を通 して,

累 積 出 力503,197KWH,累 積 発 電 時 間

2,250.2時 間 な ど 当 初 計 画 の 大 半 が 達 成 さ れ

る と と もに,燃 料 電 池 発 電 シ ス テ ム の 特 徴 と

問 題 点 が 明 らか に さ れ た 。 そ の 一 つ は,リ ホ

ー マ ー の バ ー ナ ー が 不 均 一 な 温 度 分 布 を 示

し,か つ 電 池 ス タ ッ クが 電 圧 低 下 を示 す こ と

で あ っ た。 これ につ い て は,1984年 に 発電 シ

ス テ ム を大 巾 に 改 修 す る こ とに よ り解 決 し

た 。 実 証 プ ラ ン ト全 体 に つ い て は 温 度 ・圧 力

等 に関 す る詳 細 な デ ー タ を種 々収 集 し,当 初

設 定 値 との 違 い が 比 較 検 討 さ れ た 。そ の 結 果,

改 質 器,電 池,タ ー ボ コ ンプ レ ッサ ー,イ ン

バ ー ター な ど にお け るエ ネ ル ギー 損 失 及 び そ

れ らの 全 体 の効 率 へ の寄 与 が 評 価 され る と と

も に,電 池 自体 につ い て も性 能 に 影 響 す る 因

子 と して電 池 の 構 成,触 媒 の 分 布,動 作 温 度 ・

圧 力,反 応物 の 分 布 が あ る こ とが分 っ た。 な

お,天 然 ガ ス を 燃料 と した場 合,3MW出 力

時 に36.7%の 効 率 が 得 られ,こ の 値 は設 計値
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をほぼ満足 して いる。長期 に亘 る運転 の結

果,全 体の性能の低下が認められたが,電 池

本体の性能の低下はほ とんど認め られなかっ

た。

これらの運転研究では,排 ガスや騒音につ

いて も調べ られ,NOxの 発生源及び発生量

や騒音のデー タが得 られた。

2.440KW燃 料 電 池 発 電 プ ラ ン トの フ ィ

ー ル ドテ ス ト(W .C.Racine(米 国,S

ら　 　　

AIC),S.M.Knable(米 国,GR1))

GRI,DOE,ガ ス及び電力事業会社お

よびIFCに よるオンサ イ ト型燃料電池計画

に沿って実施 された40KW級 電池の試験運転

の経験が紹介 された。

電池は,そ の優れた運転特性 を発揮で きる

ように選定 された36サ イ トに設置 されたが,

これは4種 の需要家の18種 の市場のタイプに

分類で きる。サ イ ト設計,準 備及び電池設置

を自力で実施 した会社 もあったし,外 注 した

会社もあった。全建設期間は平均9週 間であ

った。その建設 コス トは,各 サイ トの特殊性

により2万 ～20万 ドルと大幅に異なったが,

平均4万 ドルを要 した。建設に関 しては特に

大 きな問題はなかった。本試験の 目的は様々

な様式で発電及び熱利用を行 うことであり,

電力系統独立及び接続の両方式,自 家用温水,

暖房,プ ロセス加熱の各利用様式が試みられ

た。 また,6サ イ トのみ屋内型であ り,他 は

屋外設置であった。

本試験の運転 目標は,稼 動率60～65%で,

総計30万 時間以上運転す ることであったが,

85年11月1日 現在,63%で 約21万 時間経過 し

(注)5)ScienceApplicationsInternationalCorp.

6)GasResearchInstitute

ている。その内15基 は稼動率70%以 上であり,

5基 は8,000時 間以上(10,000時 間に達するも

の もある)運 転 されている。最長連続運転時

間は,2,165時 間である。発電効率は大部分は

仕様 を上回 り,下 回るものは5基 のみである

が,熱 回収量は計画 を平均10%下 回っている。

これは,熱 交換器の設計 ミス(寸 法不適切)

によるものであ り,今 後は問題ないと考えら

れる。

試験中,主 要機器には殆んど問題がなかっ

たが,最 大の問題 は,閉 サイクル型の冷却系

の閉塞により1,500～2,000時 間毎に運転を停

止し,洗 浄 を行 なわなければならない点にあ

った。このため,水 処理系の改良により8,000

時間の連続運転がで きるシステムをIFCで

開発中である。 また,電 気/電 子系の故障に

よる問題 も起 ったが,機 器類の仕様の不適切

さと品質管理の悪さに原因があった。ポンプ,

弁,継 手等の補機類にも問題が発生 した。

全体 として,本 フィール ド試験により,燃

料電池発電 システムの有用性が実証 された。

2.5東 芝 に お け る りん 酸 型 燃 料 電 池 の 開

発 状 況(荻 本 和 男(㈱ 東 芝))

東 芝 で は,'78年 以 降PAFC開 発 を本 格

化 させ,'81年 度 か らは ム ー ン ラ イ ト計 画 に

参 加 し,電 池 本 体,改 質 器,運 転 制 御 系 の 開

発 を行 う と共 に,現 在1,000KW級 の 実 証 プ

ラ ン トの 建 設 を行 な っ て い るが,そ れ らの 状

況 が 紹 介 され た 。

電 池 本 体 に 関 して は,熱 サ イ クル に 耐 え る

ス タ ッ ク締 付 構造,シ ー ル,均 一 ガ ス流,冷

却 等 につ い て の要 素 技 術 開 発 を経 て,'81年

に は100KW級 電 池(205℃,6kg/cm2G)

を 完 成 させ,220mA/cm2に て0.715Vの 性 能
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を得た。現在,こ の技術を基に,250KW級 電

池 を1,000KW実 証プラン ト用 として製造中

であるが,耐 震性に考慮が払われている。

改質器については,50KW用 単管式改質器

を製作 し,酸 素濃度の低 い電池排ガスを用い

る排空気燃焼技術 を実証 した。圧縮機からの

空気を直接利用す る通常の方式に比べて約1

%強 のプ ラン ト効率 向上が可能 となった。

1,000KW用 改質器(改 質管19本)は 既に完成

し,6kg/cm2Gで の燃焼試験 も終了してい

る。バーナーは両改質器共圧力容器の上部に

設けられている。

'83年には,運転制御系を開発するための50

KW級 電池が製作され,205℃,6kg/cm2G

での運転に成功す ると共に,2軸2段 圧縮機,

循環プロワの運転性能,運 転 コンセプ ト,制

御 ロジック,プ ラント運転特性 を確認 した。

また,シ ステムシミュレー タの改良 も行なっ

た。

1,000KW級 実証プラン トは殆 ど建設を完

了し,'86年 秋から運転に入る予定である。特

徴は,排 空気燃焼改質器 の使用 と高温高圧

(205℃,6kg/cm2G)運 転であることによ

り,42%(HHV)の 高いプラン ト効率が期

待 されていることであり,実 証試験の 目的は

火力発電代替用 としての高効率燃料電池プラ

ン トの適用可能性の実証にある。インバー タ

は自励式であり,天然ガスを燃料 としている。

なお,本 プラン トは東芝,日 立製作所,中 部

電力の共同により建設,運 転 されるものであ

る。

2.6り ん酸型燃料電池技術の開発

(篠部健治(富 士電機㈱))

富士電機では,'73年 よりPAFCの 開発

を 始 め,'81年 に は30KW級 電 池 を 完 成 さ

せ,'83年 ま で に 計3,500時 間 の 試 験 運 転 を行

な っ た。今 回 は,4,50及 び1,000KW級 の 各

実 プ ロ ジ ェ ク トの 概 要,燃 料 電 池 シ ス テ ム の

適 用 可 能 性 評 価 研 究 の概 要 につ い て の 紹 介 が

行 な わ れ た 。

1,000KW級 プ ラ ン トは,ム ー ン ラ イ ト計

画 に基 く分 散 配 置 用 の低 温 低 圧 型 で あ り,発

電 効 率(HHV)40%を 目標 と して い る 。 現

在,建 設 中 で あ り,'86年 秋 に は運 転 の 見 込 み

で あ る。40KW級 プ ラ ン トは,東 北 電 力 との

共 同研 究 に 基 く もの で あ り,'86年 末 に 完 成

の 予 定 で あ る。 余 剰 熱 の 有 効 利 用,天 然 ガ ス

及 びLPGの 利 用 可 能 に よ る 原 燃 料 の 多 様

化,電 力 系 統 との連 系 運 転 に よ る諸 問 題 の 摘

出 が 主 な 目的 で あ る。4KW級 は,電 池 の 持

つ 低 騒 音性 に注 目 して 可 搬 式 と し た もの で あ

り,低 温 改 質 の 可 能 な メ タ ノー ル を燃 料 とす

る こ とに よ り,コ ー ル ドス ター ト時 間 の 短 縮

(約0.5時 間,天 然 ガ ス で は 約4時 間)と 効 率

の 向 上 を図 って い る 。 な お,電 力 負荷 は 一 定

で あ る。 太 陽 電 池 の バ ッ クア ップ 用 と して 製

作 し試 験 を行 な っ て い る。

次 に,適 用 可 能 性 評 価 研 究 例 と し て3例 が

紹 介 さ れ た 。 第1は,オ ンサ イ ト電 源(1,000

KWe程 度 の ホ テ ル を想 定)と して の 電 池 シ

ス テ ム の評 価 で あ り,受 電 方 式 と比 較 して8

～25%の 省 エ ネ ル ギ ー が 達 成 され る。 電 池 コ

ス トは 不 透 明 で あ る が,15～25万 円/KW程

度 で あ れ ば 経 済 陛 も一 層 有 利 とな る。第2は,

海 上 の ガ ス又 は石 油 採 掘 用 プ ラ ッ トホー ム へ

の 適 用検 討 で あ り,燃 料 価 格 に 応 じて デ ィー

ゼ ル 発 電 あ る い は ガ ス ター ビ ン発 電 との優 劣

が 分 れ る。 最 後 は,メ タ ノー ル 燃 料 の30万

KW(10万KW×3基)級 電 池 シ ス テ ム の 検

一35-一



討 で あ り,余 剰 蒸 気 を ター ビ ン発 電 に利 用 す

る こ とに よ り,2万KWの 電 力 が 余 分 に得 ら

れ る。 利 用 率70%,燃 料 価 格7円/Mcalの 場

合 に は,LNG火 力 並 の18円/KWh程 度 の コ

ス トと評 価 され る。 何 れ に して も,今 後 は 電

池 製 造 コス トの 低 減 が 重 要 で あ る。

2.7空 冷式 りん酸型燃料電池の開発状況

(酒井貴史(三洋電機㈱))

三洋電機が,燃 料電池の開発を始めてから

20年 が経過 している。空冷式 りん酸型燃料電

池発電 システムは,発 電部である電池スタッ

クの構造が簡単であること,保 守が安易であ

ることなどか ら今後 の実現が期待 されてい

る。本稿では三洋電機における開発の状況及

び東京電力(株)と 共同で行 った10MW級 空

冷式燃料電池発電 システムの概念設計の結果

を述べ る。

'83年 よりオンサ イ ト型発電プラン トの開

発のため,50KW空 冷式 りん酸型燃料電池シ

ステムを試作 し,実証テス トを行 った。'84年

にスタックを改良したType2を 試作,実 証

した。実証試験を行 ったType1,Type2の

50KWの 冷却方式はDIGAS方 式である。

空気はスタックに供給 されるとき,数 セル毎

に配置 される冷却プ レー トに設けられた流路

を通る冷却空気 と,バ イポー ラプレー トにあ

る流路 を通 る反応空気 とに分配される。燃料

電池発電 システムの実証テス トのため,発 電

システムの全構成要素 を備えたテス トサ イト

を設け,常 圧型オンサイ ト発電システムを構

築 した。50KW燃 料電池システムでは,燃 料

改質装置と結合 したときの電池特性や,負 荷

追従性などの基本的なシステム特性を確認し

た。

10MW級 空冷式 りん酸型燃料電池発電 シ

ステムの概念設計は,東 京電力と三洋電機 と

共同で行った。設計の前提条件は,1990年 頃

に実現可能 な技術 レベルを基に設計する。発

電システムの目標値,電 池スタックの設計値,

主要回転機器の設計値等の結果が示された。

空冷式 りん酸型燃料電池発電 システムは,

建設費のような経済性評価の検討から,将 来

実現の可能性の高いことが確認 された。

2.8溶 融炭酸塩型燃料電池の材料研究

(児玉皓雄(大 阪工業技術試験所))

'81年のムーンライ ト計画の中で
,国立研究

機関の大阪工業技術試験所(GIRIO)は

溶融炭酸塩型燃料電池の材料開発 を開始 して

いる。

溶融炭酸塩型燃料電池の電極 と電解質マ ト

リックスの材料開発は,現 在継続 して研究し

ている。探索対象としてはFe,Ni等 をべ一

スにした合金材料,導 電性 ・非導電性 セラ ミ

ックスを選び,調 査研究を行っている。耐食

性を調べ るために単純浸漬試験 を行 った。試

験方法 として,650℃ の溶融炭酸塩(Li2Co3/

K,CO3,62/32mol%)中 に試料 を入れ,100

時間の単純浸漬を行った。現在 まで百種類以

上に上る素材について浸漬試験を終 え,浸 漬

前後の重量変化か ら侵食度を算出して,耐 食

性の評価 を行った。 また,種 々の材料の腐食

生成物は,SEM,XRD等 により解析を行

っている。

溶融炭酸塩の二元系,三 元系の各種物性に

関する基礎データは,集 積 されてきている。

溶融炭酸塩の腐食性 を緩和させる目的で,二

元 系(Li2CO3-K2CO3)にCaCO3,

BaCO3,SrCO3の ようなアルカリ土類金属
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炭 酸 塩 を添 加 す る こ とを試 み て い る。SrCO3

-LiCO3-K2CO3 ,BaCO3-LiCO,-K,

CO3の 三 元 系 の 組 成 と融 点 の 関 係 を調べ た。

ま た,導 電 率 の 測 定 は,Licol-K2CO3,

LiCO3-Na2CO3及 びLiCO,-SrCO,の 二

元 系 に つ い て行 っ た 。

探 索 の 結 果 得 られ た 候 補 材 料 を評 価 す るた

め に,候 補 材 料 か ら成 る新 規 な組 合 せ の新 型

小 型 電 池 に よ る性 能 を調 べ る 必要 が あ る。 現

在,候 補 材 料 に つ い て,そ の 多孔 化 に よ る コ

ン ポー ネ ン ト化 を検 討 中 で あ る。

2.9ア ル ゴ ンヌ 国 立 研 究 所 に お け るMC

FC正 極 の 代 替 材 料 の 研 究(R.D.

Pierce,J.L.Smith(米 国,ANL))

溶 融 炭 酸 塩 型 燃料 電 池 で は,NiOが 代 表 的

な カ ソー ド材 料 と して 用 い られ て い る。 しか

し,NiOカ ソー ド材 料 は,電 解 質 の 溶 融 炭 酸

塩 に 溶 出 し,ア ノー ド近 傍 に 金 属Niと して

析 出 し,長 期 間 の 使 用 が で き な い。 また,電

池性 能 の 向 上 の観 点 か ら,高 圧 下 で の運 転 が

望 ま し い とさ れ て い る。 一 方,高 圧 下 で の 運

転 に お い て,Ni2+イ オ ン と して 電 解 質 中 へ

の 溶 出 が 激 し くな る。こ の た め,NiOに 代 わ

る新 カ ソー ド材 料 の 開 発 が望 まれ て い る。 新

カ ソー ド材 料 に要 求 され る特 性 と して は,溶

解速 度 が 小 さ く,ア ノー ド近 傍 で の 析 出 が 起

らな い 化 学 的,構 造 的 安 定 性 及 び電 子 導 電 性

等 が 挙 げ られ る。 本 研 究 に お け る電 気 抵 抗 の

目標 値 は,多 孔 度50%,650℃ にお い て100hm-

cm以 下 で あ る。

カ ソー ド雰 囲 気 下 で 安 定 な 材 料 を ス ク リー

ニ ン グす る こ とで
,候 補 材 料 を選 定 した 。 こ

の う ちLiFeO2,Li2MnO3は,MCFCカ ソ

ー ド材 料 と し て 多 くの 望 ま し い 特 性 を示 す

が,充 分 に 小 さ な電 気 抵 抗 を示 さ なか っ た 。

Mg,Cu,Mn等 の 添 加 材 は,カ ソー ド雰 囲

気 中で 電 気 抵 抗 を低 下 させ る傾 向 が 認 め られ

た 。

LiFeO2の 電 気 抵 抗 値 は,Pco、 の 増 加 に依

存 して増 す 。LiFeO、 は,ド ー プ の 有 無 に無 関

係 にP型 導 電 性 を示 す 。LiFeO2は,ド ー プ す

る こ とで,Pco2に 依 存 した 電 気 抵 抗 の 感 受

性 が 軽 減 され る。 実 際 の カ ソー ド雰 囲 気 下 で

の ドー プ し たLiFeO2の 電 気 抵 抗 値 は,10-

400hm-cmの 範 囲 内 に あ る。Li2MnO3は,詳

細 な調 査 研 究 を行 っ て い な い が,n型 導 電 性

を示 す 。 実 際 の カ ソー ド雰 囲 気 下 で の ドー プ

し たLi2MnO3の 電 気 抵 抗 値 は,650℃ で ほ ぼ

800hm-cmで あ っ た 。

2.10日 立 に お け る溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電 池

の 開 発 状 況(菱 沼 孝 夫(㈱ 日立 製 作 所))

日立 で は,1960年 か ら燃 料 電 池 の 研 究 を行

な っ て い る。MCFCに つ い て は,'61年 に研

究 に着 手 した 歴 史 が あ るが,当 時 はMCFC

に用 い る金 属 材 料 の 腐 食 の 問題 が 未 解 決 で あ

っ た こ とや マ ー ケ ッ トが 不 明確 で あ っ た こ と

な どの理 由 で,そ の 研 究 を一 時 中 断 した 。 し

か し,省 エ ネ ル ギー の要 求 に 答 え るた め,'79

年 か ら研 究 を再 開 し,'81年 か らは ム ー ン ラ

イ ト計 画 に参 画 して セ ル コン ポ ー ネ ン トお よ

び セ ル積 層 化 技 術 に つ い て の 開 発 研 究 を続 け

て い る。

カ ソ ー ド:NiOにAg,CoO,ZnOや

La203な ど を ドー プ す る こ と に よ り,従 来 の

NiOよ り も分 極 の 小 さい,優 れ た 電 極 を開 発

して い る。

ア ノー ド:耐 シ ン タ リン グ 性 能 向 上 の た

め にNiに 種 々合 金 元 素 の 添 加 を試 み た とこ
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ろ,Ni-Co系 の もの が 最 も高 い 性 能 を示 し

た。

電 解 質 板:保 持 材 と して はLi化Al203フ

ァ イバ ー や こ れ とAl203粉 末 と の 混 合 物 を

用 い,製 造 方 法 と して は フ ィル ター プ レ ス法

とテ ー プ キ ャ ス テ ィ ン グ法 に つ い て検 討 を進

め て お り,高 強 度 で しか も電 解 質 保 持 能 力 の

高 い もの が 得 られ て い る 。

電 極 面 積7,100,200,900cm2の 単 セ ル ま

た は積 層 セ ル を 製 作 し,運 転 した とこ ろ,200

cm2の もの と900cm2の もの は ほ ぼ 同 程 度 の

性 能 で あ り,ま た,小 面 積 の セ ル で は 電 流 密

度150mA-cm"2の と き の 起 電 力 は約0.8Vで

あ った 。一 方,電 極 面 積900cm2で12セ ル か ら

成 る1KW級MCFCで は,電 流 密 度 が150

mA-CM'2の と き の 起 電 力 は0.69Vで あ っ

た。

2.11直 接型燃料電池(B.S,Baker(米

国,ERC))

燃料電池は,発 電効率が高いので,よ く魅

力のあるエネルギー変換手段であると言われ

ている。 しかし,現 在開発されている燃料電

池の効率は,理 論的に導かれる変換効率(100

%)に は程遠いものである。 この理由は,第

一に,炭 化水素 を直接燃料 として用いること

ができず,燃 料改質装置を必要 とすること,

第二にセル内に導入される燃料(H2)を100%

消費できないこと,な どに起因する。

この第一の問題 を解決す る手段 として,直

接型燃料電池(内 部改質型燃料電池と同意)

は有効である。すなわち,セ ルの燃料極内部

に改質触媒 を塗布することにより,セ ル内で

炭化水素 を水素に改質 し,こ の水素が電池反

応に寄与する。この場合,触 媒反応に必要 な

熱 は電 池 反 応 熱 に よ り供 給 され,必 要 な 水 分

は電 池 反 応 に よ り生 成 し,供 給 さ れ る 。

第 二 の 問 題 を解 決 す る た め に,新 しい シ ス

テ ム設 計 を行 な っ た 。 こ の シ ス テ ム で は,シ

フ ト ・リア クタ ー と水 素 透 過 デ バ イ ス(HT

D)な る も の を 設 け,こ れ に 直 接 型MCFC

の 燃料 排 ガ ス を 流 す 。この と き,ま ず シフ ト ・

リア ク ター で 残 存 す るCOをH2に 改 質 し,

次 い でHTDに よ りH2を 選 択 的 に 取 り出

し,こ れ を再 び 燃料 極 へ も どす 。 こ の よ う に

す る こ と に よ り,燃 料 の 利 用 率 は飛 躍 的 に 向

上 し,95%以 上 とな る。

今 回提 出 した 直 接 型 燃 料 電 池 シ ス テ ム の 建

設 コ ス トは,ま だ 詳 し く検 討 して い な い が,

他 の シ ス テ ム と 同 程 度 の 約1,300ド ル/KW

に な る もの と予 想 され る。 この シ ス テ ム は,

米 国 に お け る総 発 電 量 の30%強 を 占め う る能

力 を有 して い る もの と思 わ れ る。

2.12溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電 池 の 開 発 状 況

(岸 田 公 治,西 山椀,平 田郁 之(三 菱 電

機 ㈱))

三 菱 電 機 に お け るMCFC研 究 は,社 内 の

R&D計 画 の 最 優 先 項 目 と して,PAFC開

発 と並 行 して進 め られ て お り,外 部 改 質 お よ

び 内部 改 質 型 のMCFCシ ス テム の 双 方 に つ

い て取 り組 ん で い る。

ア ノ ー ドに はLiAlo2を 添 加 したNiを,

カ ソー ドに はNioを,電 解 質 に はLiCO2と

炭 酸 塩 の 混 合 物 をホ ッ トプ レ ス し た もの をそ

れ ぞ れ 用 い てMCFCを 製 作 し,'83～'84年

に6,500時 間 の連 続 運 転 を行 な っ た。 ま た,

'84年12月 か ら合 計 運 転 時 間5
,500時 間 の ロー

ドサ イ クル テ ス トを行 な い,そ れ ぞれ 満 足 で

き る結 果 を得 て い る。
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電 極 面 積1,024cm2,10セ ル の1KW級 積

層電 池 を製 作 し,電 流密 度100お よ び150mA-

cm-2で1,700時 間 の連 続 運 転 を行 な っ た。 こ

の と き の平 均 出 力 電 圧 は,約0.7V/cellで あ

っ た。 この 電 池 を解 体 し,各 セ ル の 電 解 質 を

分 析 した とこ ろ,負 極 側 の セ ル ほ ど電 解 質 を

多 く含 有 し,Li/Kの 濃 度 比 が 小 さ くな る と

い う傾 向 が 認 め られ た 。

燃料 ガ ス改 質 触 媒 と してNi-Mgo系 の も

の を用 い,内 部 改 質 型MCFCを 製 作 し,運

転 した と こ ろ,2,000時 間 に わ た っ て 満 足 で き

る性 能 を示 した。

MCFCの 発 電 効 率 の 試 算 を行 な っ た と こ

ろ,内 部 改 質 型 で スチ ー ム分 離 系 統 を もつ シ

ステ ム の 場 合 が,エ ネ ル ギー 変 換 効 率55.7%

と最 も高 い とい う結 果 が 得 られ た 。

三 菱 電 機 で は,内 部 改 質 型MCFC発 電 シ

ステ ム の 完 成 を 目指 して,今 後 と も開 発 研 究

を推 進 して ゆ くつ も りで あ る。

2.131Hlに お け る溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電

池 開 発 の 現 状(中 沢 健 三,佐 藤 誠 二,

佐 々 正,二 階 勲,古 賀 実(石 川 島 播 磨 重

工 業 ㈱))

IHIは,MCFCが 商 業 化 され る と きに

必 要 な 形 を調 査 研 究 し た結 果 に 基 づ い てMC

FCの 開 発 を行 って い る。 そ の 特 徴 は,テ ー

プ キ ャ ス テ ィン グ法 に よ る コ ン ポー ネ ン トの

製造,内 部 マ ニ ホー ル ド方 式,平 行 流 に あ る。

まず,ベ ン チ ス ケー ル(有 効 面 積285cm2)

の35セ ル ス タ ッ クで の490時 間 の 発 電 テ ス ト

に つ い て 報 告 す る。 テー プ キ ャ ス テ ィ ン グ法

で 製 造 した電 極(ア ノー ド:Ni-Cr,カ ソー

ド:in-situNio),電 解 質板 を使 用 した 。防

食 の た め,ウ ェ ッ トシー ル 面 とセ パ レー タの

マ ニ ホー ル ド部 分 は ア ル ミナ イ ズ処 理 した 。

水 素 利 用 率30%,150mA/cm2で707Wを 出 力

した 。 こ の と き14セ ル は0,65V以 上,8セ ル

は0.5V以 下 だ っ た 。後 者 の セ ル で は,ウ ェ ッ

トシー ル面 で の マ ニ ホ ー ル ドか ら電 極 へ の ガ

ス リー クが み られ た。

現 在30cm×30cmセ ル の 発 電 テ ス トが 行 わ

れ て い る

電 解 質 板 は,テ ー プ キ ャ ス テ ィ ン グ法 に よ

っ て1m幅 ま で の も の を連 続 的 に 製 造 して

い る。 ま た,耐 熱 サ イ ク ル 性 向 上 の た め に

Al203繊 維 入 りの電 解 質 板 も造 って きて い る。

電 極 は,ス テ ン レ ス製 網 入 りの もの を製 造

して き て い る。 ア ノー ドの 耐 ク リー プ 性 は,

LiAlO2,Al203等 添 加Ni,又 は,Ni-Crの

使 用 に よ り改 善 さ れ た 。

ま た,将 来 の 商 業 化 を念 頭 に お い て,非 常

に 薄 い ス テ ン レ ス板 の 使 用 に よ る フ レ キ シブ

ル な ス タ ッ ク構 造 を採 用 して い る。 セ パ レー

タ は ア ル ミナ イ ズ処 理 し た薄 い ス テ ン レ ス板

のNibrazedpileで あ る。

セ ル 内 の 温 度 分 布 が 長 期 運 転 持 性 や 性 能 に

影 響 す る と い うこ とか ら,ス タ ッ クモ デ ル を

用 い て セ ル 内 の 伝 熱 解 析 を行 った 。 こ れ に よ

っ て,(1)セ ル 内 の 温 度 分 布 は 燃 料 と酸 化 剤 の

流 れ の 方 向 に依 存 し,(2)MCFCの 冷 却 特 性

は 主 に対 流 伝 熱 に依 存 す る こ とが わ か っ た 。

2.141GTに お け る溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電

池 の 技 術 開 発(E,H.Camara(米 国,

IGT))

IGTで は1959年 以 来 燃 料 電 池 の 開 発 を行

っ て きて お り,MCFCに つ いて は,内 部 改

質 型 発 電 プ ラ ン トを 目指 して,特 に,以 下 の

点 に つ い て 検 討 して い る。
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1)コ ン ポー ネ ン ト設 計 要 件 の 定 義 づ け

実 用 化 を 目指 し,25,000か ら40,000時 間 の

寿 命 を もつMCFCス タ ッ ク を作 る た め の 設

計 目標 と 各 々 の セ ル コ ン ポ ー ネ ン トの構 成 材

料 の 確 立 を図 る こ と を 目 的 と して い る。

2)水 蒸 気 改 質 触 媒 の 評 価

内部 改 質 型MCFCで は,改 質 触 媒 が 炭 酸

塩 に さ ら さ れ る た め,触 媒 活 性 度 の 低 下 が み

られ る 。 触 媒 中 に5重 量%以 上 の 炭 酸 塩 が 存

在 す る と,著 しい 触 媒 活 性 度 の 低 下 が あ る こ

とを確 認 し た。

3)耐 ク リー フ牲 ア ノー ドの 製 造 と評 価

Ni-10%Crで は5,000時 間 で4%の 収 縮

が あ る が,こ れ を1～2%に 低 減 させ る必 要

が あ る。Ni又 はCuにTi等 の 導 入 を図 る こ

とに よ り解 決 で き る と考 え て お り,現 在 テ ー

プ キ ャ ステ ィ ン グ 法 に よ っ て こ の よ うな ア ノ

ー ドを 製 造 し て い る
。

4)代 替 カ ソー ド材 料 とNiO溶 出 制 御 法 の 評

価

代 替 カ ソー ド候 補 材 料 と し て,LiNiO3,

Ni-25%Co等 を挙 げ る こ とが で き る。 ま た,

NiO溶 出 抑 制 方 法 と して,カ ソー ド/電 解 質

界 面 又 は,テ ー プ 成 形 電 解 質 内 に バ リヤ を 置

く方 法 が 有 望 だ と思 わ れ る。

5)テ ー プ マ ト リ クス の最 適 化 と耐 久 性 テ ス ト

最 大 出 力 と25,000～40,000時 間 の 寿 命 を得

る た め に必 要 な出 発 材 料 とプ ロ セ シ ン グ 条件

の最 適 化 を行 っ て き て お り,100cm2セ ル で

テ ス トを して い る。

6)不 純 物 のMCFC性 能 及 び コ ン ポ ー ネ ン ト

へ の 影 響

不 純 物 と して イ オ ウ種 が 考 え られ る。 これ

は,3つ の 形 で影 響 を与 え る。 第1は ア ノー

ドに硫 化 物 層 が 生 成 す る こ とに よ っ て ア ノー

ド分極が大きくなり,性 能低下が起ることで

ある。第2は ア ノー ドのシフ ト反応に対する

触媒作用を阻害す ることであるが,高 負荷時

で数mVの 性能低下 しかないことがわか っ

た。第3は 硫酸塩の生成に伴 う腐食性の問題

である。

2.15固 体 電 解 質 型 燃 料 電 池 開 発 状 況 と技

術 的 課 題(佐 藤 弘 之(電 子 技 術 総 合 研 究

所))

SOFCは 発 電 効 率 が 高 く(55%),大 量 の

冷 却 水 を必 要 とせ ず,騒 音 が な く,使 用 可 能

な燃 料 の種 類 が 多い等 の 長 所 を も って い る。

ま た,1,000℃ とい う高 温 運 転 の た め,貴 金 属

触 媒 な しで 高 電 流 密 度 で 比 較 的 大 きな 端 子 電

圧 が 得 られ,高 品位 の排 熱 を ボ ト ミン グサ イ

クル に利 用 で き る。 ボ ト ミン グサ イ クル と し

て は,ス チ ー ム ター ビ ンが 最 も実 現 可 能 な も

の だ が,SOFCが 高 圧 運 転 され る とす る と,

ガ ス ター ビ ン,カ リウ ム ター ビ ン,コ ス トに

難 点 は あ る が 熱 電 発 電 素 子 が 考 え られ る。

SOFCは,最 初 にflatplate型 の もの が

考 案 され た。その 後,segmentedtube型 が,

BrownBoveriで 開 発 さ れ た 。 同 様 なbell

andspigotセ ル がWestinghouseで 製 造 さ

れ,100W以 上 の 出 力 を得 たが,問 題 点 が 提 出

さ れ,円 筒 薄 膜 多素 子 型,円 筒 薄 膜 単 素 子 型

へ と 移 行 し た 。ArgonneNationalLabo-

ratoryで は モ ノ リシ ッ ク型 を手 が けて お り,

MontanaEnergyResearchandDevelop・

mentInstituteで はplanar型 の 開 発 を 行 っ

て い る。

電 総 研 で のSOFCの 研 究 開 発 は,サ ン シ

ャ イ ン計 画 に お け る水 素 利 用 技 術 と し て'74

年 か ら開 始 し,'81年 か ら は ム ー ン ラ イ ト計
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画 の 一 環 と して 要 素 技 術 の研 究 を継 続 し,今

日 に至 っ て い る。 そ の 中 で,電 解 質,燃 料 電

池 の 製 造 を スパ ッ ター 法,プ ラ ズマCVD法,

塗 膜 熱 分 解 法,プ ラ ズマ 溶 射 法,レ ー ザ ー 蒸

着 法 に よ っ て行 っ て きて い る。 ま た,空 気 極

に つ い て は,Lal-xAxBO3(A:Ca,Sr,

Sr等;B:Ni,Co,Fe,Cr等;0≦X≦

1)の 形 を したペ ロ ブ ス カ イ ト型 酸 化 物 の研

究,調 査 を行 っ て きて い る。 こ の研 究 で は,

導 電1生に つ いて 満 足 い くもの も得 られ て い る

が,熱 膨張率の差による剥離の問題が提起さ

れた。耐久性試験やSOFC発 電システムの

概念設計 も行ってきている。発電テス トでは

1本 当り12セ ルから成る円筒薄膜多素子型S

OFC8本 の集合体 を運転 し,最 大260W,定

格120～130Wの 実積 を得てお り,こ の約4倍

の本数からなるSOFCで 数百Wの 試,験を行

う予定でいる。(こだま てるお 工技院大阪

工業技術試験所第1部)
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国際電池技術総合シンポジウム特集一一一5

二次電池の技術課題 と見通 し

〈セ ッシ ョンー4の 概 要 〉

石 川 力 雄

e

1.ナ トリウ ム ・硫 黄 電 池

1.1日 本 の 状 況

負 荷 平 準 化 を 目的 と した 電 力貯 蔵 シ ス テ ム

用 の ナ トリウ ム ・硫 黄 電 池 を,湯 浅 電 池 は 日

本 特 殊 陶 業 と共 同 で1980年 よ り開 発 を行 っ て

い る。 日本 特 殊 陶 業 がべ 一 タ ア ル ミナ の 固体

電 解 質 管 を 開 発 ・製 造 し,湯 浅 電 池 が それ を

用 い た単 電 池 お よ び集 合 電 池 の 製 造 を それ ぞ

れ 分 担 して い る。

開 発 の 第1ス テ ップ で あ る150Ah(直 経60

mm,長 さ350mm)の 単 電 池 技 術 が確 立 され た。

この 単 電 池 を6個 並 列 に 接 続 し,そ れ を10個

直 列 接 続(60セ ル)し た1kW/8kWh級 電 池 が

1983年 ま で に 開 発 さ れ た 。1983年 の 大 阪工 業

技 術 試 験 所 で の 第 一 次 中 間 評 価 試 験 で は,8

時 間 の 充 放 電 時 の エ ネ ル ギー 効 率 は85%以 上

を得 て い る 。

第2ヌ 、テ ッ プ と し て,10kW/80kWh級 電 池

の 開 発 が進 め られ て い る。 将 来 の 大 容 量 シ ス

テ ム の 開 発 の た め に は,必 要 単 電 池 数 が膨 大

と な る の で,単 電 池 容 量 を増 や し シ ス テ ム に

必 要 な単 電 池 数 を減 ら して,信 頼 性 を 向上 さ

せ る とい う考 え方 で あ る。 こ の 考 え に基 き,

2倍 の 容 量 の300Ah(直 経70mm,長 さ470mm)

単 電 池 が 開 発 され て い る。 固体 電 解 質 は β"

ア ル ミナ 電 解 質 管 で,効 率 向 上 の た め そ の 厚

み が薄 くさ れ て い る。 また,信 頼 性 向 上 の 対

策 も施 され て い る。

10kW級 電 池 は224個 の 単 電 池 か ら構 成 され

る。(図1)電 圧 は50V,電 流 は250Aで あ る。

目‡ 燦 冒 「 一一 … 　　 一一一
HトIHf-lelトll

-　HHHトIHH

HHト1トHH

HHHHHH

IHHHHHH

IHHHHHH-一 一一 一一一一一 一一一

図110kW級 電 池 の構 成((7直 列 ×8並 列)×4直 列)

こ の 電 池 は350℃ 前 後 の 温 度 で 運 転 さ れ る の

で,保 温 機 構 が 不 可 欠 で あ る 。保 温 機 構 に 収 納

し た 電 池 を 図2に 示 す 。 保 温 性(断 熱 特 性)

図210kW/80kWhナ トリウ ム ・硫 黄 電 池
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図310kW級 電 池 定 電 力 放 電 特 性
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LOT-NO.:10kWBETAIRCYCLE'0003C/D:CHARGE

STARTTIMEl85/09/2017:05DURATION:08:06:10

AVERAGEVOLTAGE:64.8VTOTALCAPAGITY:1.929kAh

AVERAGECURRENT:238,1ATOTALENERGY125.1kWh

図410kW級 電 池 の 定 電 力 充 電 特 性

は電池の総合エネルギー効率 に関係す るの

で,重 要なものである。

10kW級 電池の定電力放電時の電圧 ・電流特

性は図3の とお りで,放 電深度を70%程 度 と

しているため,12時 間近 くの放電ができてい

る。また,充 電時の特性 を図4に 示す。エネ

ルギー効率は約82%で あった。一連の試験か

らβ"ア ル ミナ管,陽 極マ トリックスの改良,

保温機構のコンパ クト化と断熱構造の改良に

より2号 機が試作 ・試験 されている。

今後,さ らに改良すべ き課題は,

○固体電解質,単 電池の破損,容 量低下に

対する信頼性向上

○寿命特性の改善

○保 温 の 良 い コ ンパ ク トな収 納

な どが あ る。

1.2諸 外 国 の 状 況

ア メ リカ で は 米 国 エ ネ ル ギー 省(DOE)

と電 力 研 究 所(EPRI)の 支 援 の も とに 開

発 が進 め られ て い る。 負 荷 平 準 化 用 お よ び電

気 自動 車 用 の 開 発 が 目的 で あ る。 フ ォー ドエ

ア ロ スペ ー ス ・コ ミュ ニ ケー シ ョ ン社(FA

CC)は2年 半 以 上 に わ た っ て,負 荷 平 準 化

用 ナ トリウ ム ・硫 黄 電 池 を 開 発 し,75kWhモ

ジ ュー ル で675サ イ ク ル 以 上 の 寿 命 を 実 証 し

た 。最 近,BEST施 設 で の 試 験 用500kWh電

池 の 製 造 に 関 し,英 国 の ク ロ ラ イ ドサ イ レ ン

トバ ワー 社(CSPL)と 契 約 を行 っ た。D
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OEの 出資額は3年 間で850万 ドルである。こ

の他,ダ ウ ・ケ ミカル社,オ ー クリッジ国立

研究所,ア ルゴンヌ国立研究所,サ ンディア

国立研究所などで,要 素技術の開発,熱 的ス

トレスや故障原因究明などの研究が行われて

いる。

英国のCSPL社 は米国GE社 と数年間共

同研究を行った実績 を持ち,電 気 自動車用 と

してPBセ ル と呼ぶ非常に小型の単電池を開

発している。信頼[生,経 済1生も有利で,240Wh/

kgと い う高いエネルギー密度が得 られ ると

されている。(図5)

麟

縫漁

"IS、'・n1;.・9

煎観'δ匠

図5CSPL社PBセ ル

負荷 平 準 化 用 と して は,長 さ約10cmで,高 い

エ ネ ル ギ ー 密 度 と2,000サ イ クル 以 上 の 寿 命

を 目標 と して い る。 ま た,べ 一 タR&D社 は

電 気 自動 車 用 の 電 池 を開 発 して お り,単 電 池

で は長 寿 命 の もの が得 ら れ て お り,充 放 電 電

流 密 度 を上 げ て,1日 に16回 の 充 放 電 を繰 り

返 し行 う加 速 寿 命 試 験 な ど も行 って い る。 セ

ル構 造 を図 ・6に示 す 。

西 ドイ ツ で は,ブ ラ ウ ン ボベ リー 社(BB

C)が 電 気 自動 車 用 と して積 極 的 に開 発 して

お り,100人 以 上 が従 事 して い る。40Ahセ ル

を224個 用 い た14kWh電 池 モ ジ ュー ル(図7)
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図6BetaR&D社 の電 池

図7BBCl4kWhナ トリウム ・硫 黄電 池

を2組 用いて,電 気自動車による実走行テス

トも行われている。 この他にフランスのCG

E社 などで も開発が行われている。

ナ トリウム ・硫黄電池開発の技術的課題 と

しては,

○高い効率の確保(経 年劣化や自己放電ガ

少い)

○高い信頼性の確保(破 損 ・腐食対策,禦

サ イクルに耐 えること,保守が少いこと,

シール技術など)
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○安全性(各 種法規対応)

○経済性(製 造 コス トの低減,材 料・製造

法)

○コンパ クト性

などが挙げられよう。

グルピッチャー社の設計による電池の構成を

図8に 示す。最近の リチウム合金硫化鉄電池

の性能を表1に 示す。

現在,研 究費の削減 に伴い,大 容量の電池

は作 らずに,小 型セルによる基礎的研究が行

2.リ チ ウム ・硫 化 鉄 電 池

リチ ウ ム ・硫 化 鉄 電 池 は,400～475℃ で 作

動 す る高 温 型 の 溶 融塩 電 池 で あ り,米 国 の ア

ル ゴ ン ヌ国 立研 究 所 を 中心 に,電 気 自動 車 用

と して 開 発 さ れ て い る。200～400Ahの セ ル

が 開 発 され,100Wh/kgの 高 い エ ネ ル ギー 密

度,150w/kgの 高 い 出 力 密 度 が 得 ら れ て お

り,近 年 で は リチ ウ ム ア ル ミ ・硫 化 鉄 電 池 で

は1,000サ イ クル の 寿 命 も得 られ て い る。イー

ELECTROLYTE

FEEDTHROUGH

図8イ ー グル ピ ッチ ャ社 の リチ ウム ・硫 化 鉄 電 池

表1リ チ ウ ム ・硫 化 鉄 電 池 の性 能(PerformanceofLi-Alloy/FeSDevelopmentCells)

Cell Eagle-Picher GouldCe11 ANLCe11

Cell

Characteristic (EP-176) (G-112) (LCMP-17)

SpecificEnergy,aWh/kg 87 72 101

Specifi,P。wer,bW/kg 104 130.5 151

UtiliZati。n,a% 85.3 80.0 76

Power-to-EnergyRatio 1.2 1.8 1.5

CvcleLife》
109 110 75

TheoreticalCapacity,Ah 394.8 194 370

・Mea、u,ed。tth,3
.4-h,di,ch。,g,,at,.bMea,u,ed・t50%・t・t・ ・f・h・ ・g・.

表2角 型 リチ ウム ・硫 化 鉄 電 池 の予 想 性能

〔ProjectedPerformanceofLi-Alloy/FeSCellsofPrismaticConfiguration(200-400A-hrCapacity))

Negative Positive

1

Specific

E・ergy,aWh/kg

Specific

P。w,,,bw/kg

Li-Al

Li3 .25Si

Li,Al,Fe2

Li5Al,Fe,

FeS

FeS

FeS

FeS2

110

120

125

160

165

180

187

240

aAt3 -h,di,ch。,g,,at,
.bMea,u,ed。t50%,t。t,。f、h、,g,.
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われている。正極,負 極,セ パレータなどに

新材料を適用することにより,バ イポー ラ構

造の電池の可能性が検討されている。

わが国では,日 本電池が リチウム ・硫化鉄

電池の開発研究 を行 っていたが,現 在は中断

されている。

3.亜 鉛 ・塩 素 電 池

3.1日 本の状況

負荷平準化を目的とした亜鉛 ・塩素電池の

開発が,1980年 から古河電工が古河電池の協

力のもとに進めている。

1983年 に大阪工業技術試験所での1kW/

8kWh電 池の第一次中間評価試験 を受 け,

その後の寿命試験では600サ イクル以上 を達

成 している。

この電池は電極部,電 解液タンク,塩 素の

貯蔵槽から構成 されている。(図9)

「 一

電 池

◎ 一
　

1「一 一一 一 一 「

「

f

l

l

ー
GP

ス

液

ガ

出力の大 きな電池 を作る場合,組 立て部品

を少 くし,経 済性,信 頼性を向上 させるため

に,電 極面積 を大 きくした方が良い として,

2,800cm・の電極 を開発 している。電極を大 きく

するために,電 極材料 その ものの開発 と電解

液を均一に流す技術,シ ール技術 などの開発

が行われた。

電池の効率を向上 させ,長 寿命化を図 って

いくために,電極の活性化処理法が検討 され,

電極表面の改質,多 孔度を均一にして液の透

過性を均等に行 うなどの改良により電圧効率

が90%以 上を可能 としている。

亜鉛 ・塩素電池の実用化を推進する上で,

最 も重要な基幹技術は,い かにして充電時に

生ずる塩素を安全にかつ効率 よく貯蔵す るか

である。米国のEDA(EnergyDevelopment

Associates)社 の開発 した方法では,9℃ 以下

の冷却水に塩素ガスを吹 き込み,固 体状の塩

素水和物 として貯蔵する。この方法では,水

和反応時の発熱のため,塩 素の貯蔵 ・放出に

余分なエネルギーが必要である。古河電工は

塩素 をよ く溶かす溶剤の適用可能性 を検討

し,10kW級 電池製作時にこの方法 を用いる

『

電 解 液 溶 剤

図9亜 鉛 ・塩素電池の構造

電池を10kW/80kWh級 にスケールア ップ

するための要素技術の開発として,

・電極の大型化

・電極,特 に塩素極の活性処理

・新 しい塩素貯蔵槽

の技術的発展があった。

鱗

繍翻

叢

図田 溶剤法と水和物法の比較(出典:日 経マテリアル)

溶剤法(左)と従来の水和物法(右)の塩素の貯蔵の比較
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こととしている。開発した溶剤法と従来の水

和物法の塩素の貯蔵状態の比較を図田に示

す。また,1kWh当 りの冷却エネルギーを表

3に 示すが,こ れにより溶剤法での冷却エネ

ルギーは従来の水和物法の約%で よいことに

なる。塩素を溶解 した溶剤は,温 度が35℃ ～

40℃ まで上がっても塩素の発生がな く,停 電

時の安全確保 も可能 となっている。

表31kWhあ た りの 冷却 エ ネル ギー

水 和 物 溶 剤

比 熱 1.0 0.21

反応 エ ネ ル ギー
18.6kcal/mol
(178kcal)

4.4kcal/mol
(42.3kcal)

容 積 7.6ぞ 4.5壇

温 度
3～11℃

(60.8kcal)

一5～25℃

(45.4kcal)

総 合エ ネル キー 238.8kcal 87.7kcal

3.2米 国での状況

米国のEDA社 は,1973年 から電力貯蔵用,

電気自動車用などの亜鉛 ・塩素電池の開発を

行っている。この技術の一つの重要な技術は

前述 したように充電時に発生する塩素 を塩素

水和物 として安全に貯蔵することである。

1976年 か ら1983年 ま で の 電 池 の ス ケー ル ア ッ

プ の 様 子 を 表4に 示 す 。

表4EDAに お ける電 池の スケー ル ア ップ

電池サイズ(kWh) 構成(並 列 ×直列) 試作 した年

1.7 1×1 1976

20 2×10 1976

50 6×10 1978

50 2×24 1981

500 2×240 1983

(10モ ジ ュ ー ル)

プ ロ ト タ イ プ の 電 池 と し て の 円 筒 型50

kWhモ ジュ ー ル は,電 極 お よ び電 解 液 容 器 と

水 和 物 容 器 か ら構 成 さ れ,効 率69%以 上 を示

した。 フ。ロ トタ イプ の 成 功 に よ り,10台 の50

kWhモ ジ ュ ー ル が 製 作 され た。こ の 電 池 を直

列 接 続 し,冷 却 サ ブ シ ス テ ム,制 御 サ ブ シ ス

テ ム な ど と一 体 化 して500kWhの 電 力貯 蔵 シ

ス テ ム を構 成 した 。500kWh電 池 シ ス テ ム は

デ トロ イ トエ ジ ソ ン社 の シ ャ ー ロ ッ ト変 電 所

構 内 で試 験 の 後,BEST施 設 で 試 験 が 行 わ

れ た。 基 本 サ イ クル,電 気 事 業 で の 瞬 動 予 備
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図112MWFLEXPOWERシ ステ ム

16基 の125kW電 極 ・電 解 液 モ ジュー ルか ら構 成 され て い る。 塩素 水和 物 槽 は左 手 に あ り,

直流 ター ミナ ルポ ・クスは 右手 前 に あ る。
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力やピークカ・バなどの可能性も含めてlOO

サイクル以上の試験が行われた。

　BEST施設での試験の結果，改良点が明

らかにされ，これらをもとに，2MW／6

MWh（3時間放電〕の大容量電力貯蔵設備の

設計が行われた。これはFLEXPOWERと呼

ぱれ，ユ25kWのモジュール16基から構成され

る／図11）。充電時の電流は1，620A，電圧は

1，160V，放電時の電流は2，340A，放電平均

電圧960Vである。目標効率は60％，2MW

のFLEXPOWERを構成するプロトタイプ

の125kWモジュールが，1985年8月に製作さ

れ試験された。32セル直列電池は4列4段に

配列されている。この32セル16個の寺寺性均一

性が重要な課題であった。表5に125kWシス

テムの運転結課を示す。

　　　表5　11ヨkWシステム試運転結果

4．亜鉛・臭素電池

　4．1　日本の状況

　亜鉛・臭素電池も他の新型電池と同様に，

負荷平準化用として1980年より日月電舎で開発

が進められている。

　この電池の特徴は高エネルギー密度，活物

質が容易に得られる，室温動作の水溶液系電

池，保守が容易，ヵ一ホンプラスチ，ク電極

の大量生産が容易で低価格．コンパクトな構

成などが挙げら帆1kW8kWh電池の　1
電極面積は800㎝≡で，効率80％が得られてい

る。1kW電池の結果をもとに，現在10kW／

80kWh電池の開発が進められている。他の電

池と同様に電極面稜の拡大が図られ，1，600om！

の電極が使われている。電池の設計仕様と10

kW級電池の概観をそれぞれ表拮およぴ図12

に示す。

　二の電池の商用化までには他の電池と同様

にまだ問題が残っている。このため，10kW級

電池製作の過程ていくつかの試みが行われて

お1〕，その課題は次のとうり。

表5　亜鉛・臭素電池の設計仕様

1　kW ヨ　kw lO　kW 2nd，1肚W
出　　　　カ　　　／k“r 1．o 4．5 1o．o ユoo

容　　　　量　　　1kWhj 呂．o 360
呂oo 菖o．o

電極面楢　　　　＝耐i 呂oo
800

1．600 1．600

電流密度　　1mAノ〔皿’1 12，3 ユ9呂
130

H．2

電圧効率　　　「％1 呂7．’ 宕oo 呂39 ■

電流効率　　　i％」 目1．6 呂畠．5 昌8．2
■

ユネ1レキー効卒　　　　1％i 呂o．1 70呂 74．呂
■

構　　　　成 工6ヨ㌔P 4畠Sヰ4P 肺S‡ユ2P 30S‡1！P

放電電圧　　　　「V」 2右、5 7ヨ．o 〃．昌 岬5

放電電流　　　　1A「 ヨ7．7 600
23｛O 1o！o

寸　　　　法　　　　1m」 1．15ヰO．75 1．ゴユ．5 1，5ヰエ．6 ユ石1ヰ1’o

‡o、呂丁 ‡ユ．』 ヰユ畠 ‡1．η

重　　　冊　　　ik呂i
340

1．063 2．呂oo 2．冨oo

ユネルキ」南度　　1Whノ㎏1 1ヨ5
339 1呂．‘ 1畠6

lWh川 ユo．7 ユ…6 1呂ヨ 加1
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　　　　　図1ヨ　1帆“’級の電池

　｛ユ〕効率の向上

　　　　・臭素極の活性化

　　　　・テンドライト防止斉■」による長期間

　　　　　の完全放電省略運転

　　　　・自已放電防止

　：2j補機動力の削減

　　　　・最小限の電解液流速

　　　　■20℃｛40℃での運転

　ほ〕寿命の向上

　　　　・耐臭素性のある電極の開発

　　　　・製造法の改良

　u〕　コストの｛氏寺蔵

　　　　・犬量生産技術

　15j］｝パクト化

　　　　・亜鉛利用率の向上

　　　　・電流密度の増加

　4．2米国の状況

　米国ての亜鉛・臭素電池の開発はエクソ

）・1」廿一手・エンジニア1」ング社1Exx－

onl，エネルギー一」サーチ社1ERC〕，ゲjL

lGEL〕社て行われている。

　エグノン社て・は主に篭気自動車用あるいは

太陽光発電装置と組み合せた独立電源用とし

て開発を進め，30kWhの電気白動車用電池を

開発し，フォードの車に載せて試験も行われ

た。現在の設計て’の予想エネルキー密度は60

Wh’kg，130W／kgである。電極は1，200〔m・て

あ一〕，導電性プラスチ。クを押出し成型し安

く作れる。電解液での短絡電流も防止てきて

いる。現在，スケールアノプ，寿命延伸，効

率改善，出カ向上およびコンピュータモテ

ルの開発を行っている。電解液組成，新しい

七パレータ，添加斉コ」の研究によ一〕電流効率が

改善された。ユOkWh電池8台からなる負荷平

準化用80kWh電池および30kWhの電気自動

車用電池を図13，14に示す。数学モデルで効

率とコストの関係も検討した。経済一1生が重要

である。

　　図1ヨ　呂Ok“㌦電力貯蔵用電池

岨OkWh　Bu］k　En僅rg｝Stor日gE　Modu］畠一

図14ヨOkWh電気自動車用電池
EV　B且tter｝Con［eptu日1D朗1gn」
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5．　レドックス・フロー電池

　5，1　目本の状況

　鉄・クロムのレドノクス・フロー電池も他

の新型電池と同様に，1980年から開発が行わ

れた。第一次中間評価の行われたユ983年まで，

電子技術総合研究所で1kW級電池が開発

された。その後，10kW級電池の開発のため．

三丼造船に技術移転かなされ，スケール了ソ

プの研究が進められている。1図15」

図帖　レi一クス・ワロー電池の構成
‘B－o〔k　d泊gr目m　ofrEdox刊ow　b日tter｝’i

　この電池の特徴は，起電力が約O．9Vと他の

新型電池の約半分である二と，セル内に溶液

を流すのみで充放電でき，電解液の組成を検

出する二とによ1〕充放電状態をモニターでき

る，作動温度は約40℃であるなどである。一

庁，溶液量か多くなる，正極側の遇充電防止

のため，一」バランスが必要などの不利な面か

ある。

　電極面積は当初1，500o皿’て’あ／たものが，10

kW級電池では6，OOO㎝・と大型化されている。

表面活一1生を有し，表面積が大きく，耐久性が

あ一〕，溶液の濡れ性がよく，圧力損失の少い

などの必要な特性を有する力一ポン7エルト

か使用されている。液の混合を防ぎ，陽イオ

ンを選択的に透過させる隔膜の改良，活物質

の溶解度向上，クーロン効率の向．ヒなどのた

め臭化水素を添加するなど溶液組成の検討，

コ」バランスの改善などか行われている。

　6，OOOo皿’の篭極のセルを用いたユOkW級電

池が製作・試験されている。（図16）結果はク

ーロン効率93．8％，電圧効率80．7％，エネル

キー効率75．7％であり，さらに効率向上が要

求さオ る。

・0H酊畠E ■o；1畠O＾14hr〕
ヨo 一■一口1畠oh肛畠直 ■□＝「50＾14肺r〕 1」

「 ＾咄舶ov

「
■■20 ■　一1’’

　　　＾岬．20皇し＿＿＿’一一

　一一’1一’■　　　　一

」．1

；

π

［
　　’’一一’　一
’

一1’

　　　　　1　　　　1　　　　’　　　一　　1　1一一’

」
一」□ □■

’　　’　一　一

η＝肥．昌％

η＝昌o．一究

η≡乃一％
o

■ 2 ヨ □

Oh甜昨 T1冊㈹
旦 3 2 ■ □

口旧oh肝朋

國1ヨ lOkW級電池の試験結果
lT叩†r岬1rlH1f＾nnn。…・岬1「〇十卯Ll　　　！TE昌t　re昌ult　of石．OOOo皿cel］昌t註ck’

　5．2諸外国の状況

　レドリクス・7ロー型電池の研究はユ973年

にNASAのルイス研究所で開始された。

1981年に1kW級電池の試験が行われたが、

十分な成果か得られなかった。DOEの資金

の削減によ1〕，基礎的な研究が続けられてい

るよ一うで’ある。

　西ドイツのジーメンス社は太陽光発電剛二

鉄・クロム型レド・ソクスフロー電池の基礎研

究を進めている。電池電力貯蔵システムの目

標仕様とLては低コスト，長寿命，高効率，

深い放電が可能，広い温度範囲で作動可能，

過負荷に対する安定一性、無保守，低い自已放

電，充電深度の監視と高い安全性などとして

いる。

　太陽電池プラントとの組み含せでの試壕か

ら，見込みのある電池としてレド・ノク又電池
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を選定し開発を行っている。

　電極繭稜350㎝一で6セルの電池で試験し，

セルあたり10Wが得られた。今後は500W，

kWh電池を開発する計画である。

6、新型鉛電池

　E．1　目本の状況

　通常の鉛電池では、電力貯蔵用としての高

効率，長寿命，低保守，低コストなどの要求

を満すものはなかった。二のため，1980年か

ら！982年にかけて，システム試験用サンプル

倣良型／鉛電池として，日本電池がNED0

より受託し開発を行った。

　このε時間充放電可能な改良型鉛電池の仕

様と構造をそれぞれ表丁，図1丁に示す。

　開発した改良型鉛電池のエネルキー効率は

週間パターンを基に掴1」定され87％が得られ

た。また，寿命は電解液撹持装冠の使用によ

り，3．ooo回の充放電サイクル数か達成されて

いる。（図1引エネルギー密度は定格10時間率

で68Wb刈て’あるか，週間運用パターンでは

37Wh／1である。

表〕　改良型鉛電池の開発目標

定格電圧
lVr 2

定楮容量1、㎞ノ1OHR」 7．ヨOO

電池形式 フ〒イハクラ。ト式

寸法 1皿皿1 訓OX370X1，250

重量腋人一〕i ‘k匡1 ヨ石o

充放電効率 1％r 別

弄命 叶イクル数〕 1．500

負極端手 防爆排気せん正極端子

」，　た

電解樹肥梓器1 、

■
蓄電一也冷却部品
　　　」　　　■　■　■　■

自動補水せんI 正極板

㌣て
斐

図リ　改良型鉛電池の構造

図18定電流充放電による寿命性能

　シ又テム技術の研究開発のため，関西電力

の巽変電所に1MW級のシ又テム試験施設が

建設中であ1〕、電池として，この改良型鉛電

池526個（直流電圧ユ，052V〕が用いられる。

また，自動補水装置，電解液撹幹装置などが

補機システムとLてある。

　改良型鉛電池の製作・試験の経験から，電

力貯蔵用鉛電池の改良点として，ユネルギー

密度およぴ寿命の向上　コスト低減などがあ

る。

　新型鉛電池として，単電池の容積エネルギ

ー密度の向上，80％の放電深度，背の高い電

池とすることによ一〕，床面積当りのエネルキ

ー密度か43kWh！m！から1！9kWh／m！にできる

と試算している。また，寿命は4，500回まで’向

上可能としている。

　62　米国の現状

　負荷平準化用鉛電池の開発はアルゴンヌ国

立研究所1ANL〕で］979年より行われている。
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主要な目標は電池寿命を2，OOO回から4，OOO回

に向上させる二とであった。開発のために，

格子合金，電極の厚み，活物質の組成と量，

電解液量と濃度，セパレータなどをバラメー

タとして試験が行われた。評価のため、3種

類の加速寿命試験（電解液温度を上けての過

充電，迅速で浅い充放電，深い充放電〕が用

いられた。200Ah単電池での浅い放電では

15，OOO回の充放電ができた。昇温加速試験で

は，単電池は70℃；80％の放電深度で1日2

回の充放電が行われた。この加速寿命試験で

1，800Ah単電池で1，OOO回以上，通常の運転

て6，OOO回と等価である充放電回数が得られ

ている。ANLで試験に用いられたエキサイ

ド社の鉛電池およぴ6セルモジュールの寺寺性

を表拮に示す。

　表8　ANLて≡式験さ打たLL用鉛電池の特性
十K町Ch且r目ter1昌tic…of　ExidE　Adwnced　Le且d－

Acid　Lo且d－L帥eling　B註tt直ri直；　Und酊　丁直畠士　且t

ANL一

Cell
Modu1直

定格容量1ヨ時問牢「 6kWh
3石kwh

長さ ’1．3om
136om

甚 37．4o而 呂oo而

高さ 6呂．6〔皿 呂o［皿

重量 肪7k呂 165工㎏

容量i5時間率i 696kWh
4ユ7kwh

重冊エネルキー密産 27，1wh∫㎏ 25，3whへ呂

容積エネルギー密度 657wh」／ 蝸．owh’「

床面枯当■1幻容丑 4ヨ1kWh1一耐 3呂3kWh－ml
一

下想寿命　　　　4000［｝・C1畠畠　』OOOC｝・C1直彗

1n〔h1dE昌weight帥d　wlume　of昌1x－cE1l　mdll

　ANLの国立電池試験研究所／NBTL〕て’，

鉛電池の試験が行われ，80％以上の効率を示

した。また，負萄平準化用新型鉛電池の加速

寿命試験が行われている。（表9〕

　表，　負荷平準化用新型鉛電池の加速寿命試験

1Statu昌of　Accele閉ted　L…fE　Te昔t　of　Adv丑ncEd

Le且d－A仁id　Lo且d－L直vEling　B目ttEri直…

　　　　　　　　　　　　　　　等　　価　丁直彗t　　通　　　常　平　　均　　　実

Lo［且tlon　…式験温度試験温度サイクル
　　　　　　　　　　　　　　　廿イクル
Exld直！ANL
ANL　　　　50　　■　50　　　　1751　　）4907

ANL　　　　60　　　　54　　　　ユO馳　　）ヨ653

ExldE　　　　70　　　　　石石　　　　　1012　　　51！O

　／9宮5年11月の時点で，4，OOOサイクルの寿命

目標が40，50，70℃の試験温度の加速寿命試

験された二60℃での試験は開始が遅かったの

で3，600サイクルてある。70℃以外のものは，

寿命試験が続けられている。運転および保守

に関する情報は，今日までの昔年半以上の試

験において集積されている。これらの鉛電池

は電気事業用および需要家用として使用でき

るものである。（いしかわ　』〕きお　㈱電力中

央研究所研究開発本部新エネルギー推進手一

ム〕
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昭和61年度における資源エネルギー関連

技術開発の重点について

吉　田　盛　厚

総合的資源エネルギー政策の考え方

　我が国をめく’る資源エネ」レギー1青勢は，近

年，大きく変化し続けている。最近の自由世

界の石油需給を見ると，石油代替エネルギー

の開発・導入，省エネルキーの推進，産油国

の増産等を反映し，緩和基調で推移してきて

いるが，中東」1青勢は依然として不安定な様相

を呈Lている。また，国際的な石油需給は，

中長期的には逼迫化する可能性が高いと見込

まれている。

　このような情勢の下て’，昨年」！9呂5年〕7

月のlEA閣僚理事会では，石油精製業の過剰

設備処理による構造改善を推進することや，

輸入石油製晶か需給関係を基本に各国市場に

吸収されるよづな条件を維持一創出するよう

な共通のアプローチを追求することて’合意し

た。

　我か国は，天然資源に乏しく，石油輸入のホ

ルムズ海峡依存度の高さに象徴されるよう

に，他の先進国に比して脆弱なエネルキー供

給構造を有している。資源エネルキーは経済

社会及ひ国民生活の維持・発展のための最も

基本的な要素であり，我が国が今後とも」l1頁調

に経済発展を遂げ，国民福祉を向上させてい

くためには，資源エネルギーの安定供給を確

保する二とが重要な政策課題となる。

　以上のような点を踏まえ，セキュ1」ティの

確保を基本としつつ］ストの低減にも配慮

L，両考のバランスのとれた総合的資源エネ

ルキ’一政策を進めていく必要がある。

　第ユに，石油政策の穫進を図る二とである。

石油製品貿易拡犬を巡る国際的な流れ等を踏

まえ，特定石油製晶輸入暫定措置法に基つき

ガソ＝jン等の輸入を円滑に進め，石油産業の

国際化を図るとともに，製油所閉鎖を含め過

剰設備処理を進める等積極的な構造改善を進

める。

　また，我が国のユネルキーセキュ1」ティ確

保のため，石油・石油ガス（LPG〕備蓄を推

進するとともに，石油自主開発を一層促進す

る。さらに，新燃料として期待される自動車

燃料用メタノールの円滑な導入を図る。

　第2に，エネルギー源の多様化と省エネル

キーの推進を図ることである。核燃料サイク

ルの事業化並びに原子力発電を中心とした竃

源の多様化及ひ立地を推進する。また，石油

代替ユネルギーの開発・導入を推進するとと

もに，省エネルギーを弓1き続き促進する。

　第3に、内外炭価格差の拡大等，近時の石

炭を巡る状況を踏まえて，新たな石炭政策を

策定することである。
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第4に,資 源の安定供給の確保を図ること

である。国内鉱山の経営安定化を図るととも

に,三段階方式等,内 外探鉱開発を促進する。

レアメタルについては,引 き続 き備蓄の推進,

探鉱開発 ・技術開発の促進等総合的施策 を着

実に実施する。 また,マ ンガン団塊 ・熱水鉱

床の賦存状況調査等により深海底鉱物資源を

積極的に推進す る。

我が国 としては,世 界の1割 国家 としての

経済力を有するに至 った国民の英知 と活力を

十分発揮 して,エ ネルギー制約を克服 し,我

が国経済社会の発展基盤を確たるもの とする

とともに,世 界のエネルギー問題の解決に貢

献するため,以 上のような内外の諸情勢の変

化に的確に対応 した総合エネルギー政策 を着

実に推進することとしている。

このような資源エネルギー政策を体系的に

示す と図1(文 末に掲載)の ようになるが,

同図からも明 らかなように,資 源エネルギー

政策の重要 な柱 として,広 範な分野において

技術開発が進め られることとなっている。

2.昭 和61年 度における資源エネルギー関

連技術開発の概要

国内資源に乏 しい我が国が,国 際社会にお

いて強いバーゲニングパワー を維持 しつつ,

世 界経済の活性化に寄与 し,国 際的責務 を果

たしてい くと同時に,ゆ とりと活力ある経済

社会,国 民生活を実現 してい くためには,創

造的技術開発を推進 していくことが極めて重

要である。総合的資源エネルギー政策の一環

としての技術開発について も,こ のような背

景 を踏まえつつ,広 範な分野において様々な

施策が展開 されている。

以下に通商産業省が昭和61年 度に実施する

こととしている資源エネルギーに係る技術開

発関連施策の うち,主 要なものについて,そ

の概要 を紹介する。(括弧内は61年 度予算額で

ある。)

2.1石 油関連技術開発

最近においては,石 油の需給は大幅に緩和

し,原 油価格が著 しく低下 している。 しかし

なが ら,中 長期的に考えると,我 が国の一次

エネルギー供給に占める石油のウェイ トの高

さ,原 油のホルムズ依存度の高さ等に鑑みれ

ば,石 油の安定供給 を確保す ることは,経 済

の発展及び国民生活の向上にとって極めて重

要な課題である。 このため,緊 急時に備えて

石油備蓄を着実に推進するとともに,最 も安

定的な原油調達方式である自主開発の推進 を

図る必要がある。

また,国 内石油需要の低迷が続 く中で石油

精製設備の過剰が深刻化するなど石油産業の

経営基盤の脆弱化が見 られることに対応 し

て,石 油産業の体質強化のために新技術開発

等を推進する。

さらに,産 油国の軽質原油温存政策等によ

る輸入原油の重質化,B,C重 油需要の減少

等による石油製品需要の中軽質化に対応 し,

石油製品全体の需給バランスを適正に確保 し

つつ中間留分の安定供給 を図るため,重 質油

対策等を講 じる必要がある。

以士のような観点から,技 術開発面か らは

次のような施策を実施することとしている。

1)石 油備蓄関連技術

(1)石油備蓄技術調査(245百 万円)

安全で経済的な石油備蓄方式を確立する

ため,我 が国の地質,水 理等の条件に合っ
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た岩盤地下備蓄 システムの確立 を図 るた

め,実 証試験調査を実施する。

また,石 油ガスについても,備 蓄 コス ト

の低減 を図るため,地 下貯蔵方式等につい

て,建 設 ・運営上の諸条件 を調査 ・研究す

る。

2)石 油開発関連技術

(1)オイルシェール開発技術研究

(1,764百 万円)

将来の有望なエネルギー源としてその開

発が期待 されるオイルシェールについて,

採掘,粉 砕,乾 留にわたる我が国独 自の開

発技術 を確立するため,パ イロットプラン

トによる実験 を行 う。

(2)二・三次回収技術開発(1,149百 万円)

油田からの原油回収率 を飛躍的に向上さ

せ る二 ・三次回収技術 として,ケ ミカル攻

法(薬 剤注入により回収率 を高め る技術)

及び熱攻法(加 熱により回収率を高める技

術)の 確立を図るため,パ イロットプラン

ト規模での研究開発を行 う。

(3)小規模海洋油田開発技術開発

(694百 万円)

小規模海洋油田開発 システムを構成する

上で不可欠な要素技術及び油田条件等に対

応 した最 も経済性の高いシステムを構築す

るためのシステム最適化技術の開発を行

う。

(4)高温腐食環境下生産技術開発

(610百万円)

高温かつ腐食性ガスの多い油田において

使用可能な生産施設 を開発するため,高 温,

腐食環境に耐えるチュービング,シ ール技

術,仕 上げ流体 を開発 し,最 適な生産シス

テムを構築する。

(5)高精度油層評価技術(417百 万円)

従来,精 度の高い油層評価が困難であっ

た7ラ クチャー型油層(割 れ 目の多い油層)

に対す る油層評価法を開発するため,油 層

シ ミュレーションモデル,油 層 コア分析,

解析 システムの開発を行 う。

(6)石油資源遠隔探知技術研究開発

(4,754百 万円)

人工衛星による石油資源等の高度探査技

術を開発するため,衛 星搭載用の機器の製

作技術 を開発するとともに,衛 星から得ら

れ る画像デー タを処理解析 し,石 油探査等

に応用するための技術を確立する。

3)石 油精製関連技術

(1)石油産業体質強化技術開発

(1,798百 万円)

石油産業の体質強化のため,① 石油製品

高度化利用技術開発(ナ フサ利用燃料電池

のための改質技術,分 解軽油等のコジェネ

レーションシステムへの活用技術等),② 未

利用資源利用効率化技術開発(製 油所オフ

ガス,低 中温排熱か らの石油化学燃料,ス

チーム等を回収するための技術),③ 石油製

品高品質化技術開発(高 品質,高 付加価値

石油製品の生産を可能 とする触媒開発等)

等 を推進す る。

(2)重質油対策技術実用化開発

(4,346百 万円)

石油製品需給構造の中 ・軽質化及び原油

供給の重質化という需給アンバランスの進

展に対応するため,重 質油分解技術の実証

プラン トレベルでの技術開発に対 し,補 助

を行 う。61年度には,残 油の接触分解技術,

残油の水素分解技術及び残油の熱分解技術

の実用化開発を行 う。
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(3)石油精製設備高度化対応技術開発

(238百万円)

石油精製設備の高度化に伴って生産が増

大する分解系留分について,灯 ・軽油等の

中間留分需要の用途に供する等の有効利用

を図るため,新 燃焼技術 の開 発を推進す

る。

(4)重質油残渣物有効利用技術開発

(374百万円)

重質油残渣物の有効利用を図るため,ピ

ッチ,石 油コー クス等重質油残渣物か らの

低廉水素製造技術の開発を推進する。

(5)軽質留分新用途技術開発

(2,372百 万円)

今後の中 ・長期的な国産ナフサの過剰傾

向に対処するとともに,安 定的なナフサの

需要分野の創出を図 るため,民 生用石油製

品への変換技術,高 付加価値化学製品への

変換技術及びナフサ留分有効活用技術の開

発を推進する。

(6)新燃料油技術研究開発(1,798百 万円)

中間留分代替の観点から,既 存原油 をべ

一スとしない新流体燃料の開発,導 入のた

め,天 然ガス,石 炭からの合成 ガスを原料

とする合成炭化水素油,合 成アル コール製

造技術,オ イルサン ド油,オ イルシェール

油の改質精製技術及びバイオマ ス利用技術

(セルロース分解発酵技術)の 開発を推進

する。

(7)石油精製業長期保安 自動化 システム開発

(55百万円)

石油精製プラン トの実効ある保安 を確保

するため,長 期連続運転 を可能 とする設備

点検等遠隔操作技術,設 備洗浄自動化シス

テム技術等の開発を行う。

4)石 油流通関連技術

(1)石油ガス供給事業安全管理技術開発

(324百万円)

集中監視 システム機器の開発,安 全管理

技術の開発等LPガ スの流通合理化技術の

開発等 を推進する。

(2)給油所高度化技術調査(100百 万円)

事業の多角化等揮発油販売業の経営基盤

の強化 を図るため,給 油所の高層化,タ ン

ク材質の変更等給油所施設の高度化に資す

る技術につ いて調査,実 証試験 を実施 し,

防災上の面 も含めた総合評価 を行 う。

2.2エ ネルギー源多様化等関連技術開発

我が国は,主 要先進国中石油依存度が最 も

高い水準にあり,石 油依存度の低減は緊急か

つ最重点の課題 となっている。 このため,エ

ネルギー需要の大 きい産業部門を中心にエネ

ルギー転換 を図るとともに,歴 青炭液化技術

等中 ・長期的観点に立った技術開発を進めて

い く必要がある。

また,電 力の安定供給の確保の観点から電

源多様化の推進を図 り,各 電源の供給特性 を

十分考慮 し,調 和のとれた電源構成を目指す

ことも重要である。とりわけ,供給の安定性,

経済性等優れた特性 を有する原子力発電につ

いては,電 源多様化の中核 として,安 全性の

確保に万全を期 しつつ,信 頼性,経 済性の一

層の向上 を目指 してその高度化を図る。また,

原子力発電の利用を一層推進す る上で必要不

可欠な核燃料サ イクルの事業化を着実かつ適

切 に推進する。

一方,我 が国のエ ネルギー制約 を克服する

観点か ら,多 岐にわたる省エネルギー政策 を

総合的に把 え,着 実に推進 してい く必要があ
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る。

以上のような考え方に基づ き,以 下のよ

うな技術開発関連施策を実施する。

1)石 油代替エネルギー関連技術

(1)石炭液化技術開発(20,207百 万円)

パ イロッ トプラントの開発等を推進す る

ことにより,渥 青炭及び褐炭液化技術を確

立するとともに,併 せてプラン ト機器 ・材

料等の開発を図る。

(2)石炭高カロリーガス化技術開発

(434百万円)

石炭に重質油及び酸素,水 蒸気を加えて

高カロ リーガスを製造するハイブ リッ ドガ

ス化技術及び水素 を主成分 とする工業用燃

料 ガス,石 炭液化用水素 ガス等 を製造する

多目的高温ガス化技術を開発する。

(3)石炭利用技術振興(4,309百 万円)

石炭の持つハ ン ドリング面のデ メ リッ

ト,あるいは環境面のデ メリッ トを解消し,

その利用拡大を図 るため,短 ・中期的に開

発が期待 されるテーマとして,流 動床燃焼

技術,高 濃度スラリー技術,コ ールカー ト

リッジシステム技術,石 炭部分燃焼炉シス

テム技術,石 炭灰有効利用技術などの開発

を推進する。

(4)共通基盤型石油代替・エネルギー技術開発

アル ミニウム,フ ェロアロイ,紙パルプ等

エネル ギー 多消費産業 における燃料転換

を促進するため,汎 用的かつ革新的な石油

代替エネルギー関係技術の開発を促進する。

(5産 業用等 ソーラー シヌ、テム実用化技術開

発(507百 万円)

産業分野等に用いる太陽熱利用システム

として,複 雑な熱工程への利用,厳 格な定

温工程への利用,長 期蓄熱への利用に係る

実用化技術 を確立する。

(6)石炭利用水素製造技術開発

(1,350百 万円)

石炭に酸素を加えて高温で反応させ るこ

とにより,石炭から水素を廉価かつ効率的に

製造する石炭利用水素製造技術の開発を図る。

(7)高性能分離膜複合 メタンガス製造装置開

発(751百 万円)

バイオテクノジロー と膜分離技術を応用

して,従 来のメタン発酵技術 を飛躍的に発

展させ,下 水 ・産業廃水等の中の有機物 を

効率的に分解することにより,安 価 にメタ

ンガスを製造することので きる装置を開発

する。

(8)燃料用アルコール技術開発(473万 円)

バ クテ リアを用いた高効率の燃料用アル

コール新製造プロセスを確立す るため,新

発酵法の開発,発 酵能力の極めて高い菌の

検索 ・育種 を行 う。

2)電 源多様化関連技術

(1)軽水炉改良技術確証試験(6,008百 万円)

今後 とも長期にわたって原子力発電の中

核 をなす軽水炉について,そ の改良を図る

ことにより,信 頼性,経 済性の向上,ウ ラ

ン資源節約,立 地効率の向上等を図る。

(2)実用原子力発電施設作業ロボッ ト開発

(1,000百 万円)

原子力発電プラン ト機器,設 備等の点検,

保修等高度な作業を行 うことができる専用

ロボットを開発 し,事 故,故 障の未然防止

を図るとともに運転中のプラン ト機器,設

備等の点検,保 修作業等の効率化 を図る。

(3)実用原子力発電施設検査技術等確証試験

(764百万円)

超音波等を利用 した高度検査装置及びそ
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の検査結果の評価のための装置を開発 し,

事故 ・故障の未然防止及び検査の効率的実

施 を図る。

(4)実用発電用原子炉廃炉設備確証試験

(360百万円)

今後,昭 和70年 代には具体化する原子炉

の廃止措置に関 して,安 全性,信 頼性の向

上の観点から必要な技術調査 を行 うととも

に,特 に重要な原子炉圧力容器切断技術,

コンクリー ト表層は く離技術について,そ

の確証試験 を実施する。

(5)発電用新型炉等開発調査(633百 万円)

原子力発電の将来に備えるため,プ ル ト

ニウムの有効利用を可能 とす る高速増殖炉

(FBR)及 び新型転換炉(ATR)の 実用化

に係る技術的,経 済的諸問題について調査

検討を行 う。また,新 型転換炉については,

その安全性評価等の基本的方針 を確立す

る。さらに,再処理の結果得 られるプル トニ

ウムについて,有効利用方策の検討 を行 う。

(6)新型転換炉実証炉建設(3,219百 万円)

プル トニウム有効利用及び自主技術育成

の観点か ら重要 な意義 を持つ新 型転換炉

(ATR)実 証炉(出 力60.6万kW)建 設事業

の円滑 な推進を図る。

(7)中小水力標準化モデルプ ラン ト設計調査

(200百 万円)

一般的に割高な中小水力の経済性の改善

を図るため,新 型水車発電機,水 圧鉄管代

替製品,新 規水力システム等経済性に優れ

た新技術の開発 を推進す る。

(8)海水揚水技術実証試験委託(71百 万円)

我が国の自然条件に適 した海水揚水発電

の可能性 を調査することとし,環 境問題,

材料腐食等を中心 とした実証的な試験調査

を行い,海 水揚水関連技術の開発を図る。

(9)地熱探査技術等検証調査(1,465百 万円)

深部地熱資源探査に有効 な探査技術の確

立を目指 して,地 表か ら各種探査技術 を駆

使 して深部地熱賦存状況の推定を行 うとと

もに,坑井調査によって推定結果を検証する。

(10)熱水利用発電プラン ト等開発

(2,605百 万円)

地熱蒸気 とともに大量に併存する未利用

熱水の有効利用を図るため,バ イナ リー発

電 システム(低 沸点媒体 を利用 した発電シ

ステム)の 開発,坑 井内設置型ポンプの開

発,熱水の生産還元に関する研究等を行 う。

また,膨 大な熱を有する高温岩体から熱

エネルギー を抽出して発電する高温岩体 シ

ステムの技術開発を,IEAの 国際協力事業

等により実施する。

(ll)太陽光発電 システム実用化開発

(7,011百 万円)

太陽電池を用いた太陽光発電システムの

早期実用化 を図るため,太 陽電池の大幅な

コス トダウンのための新製造技術の開発,

太陽光発電利用システムの開発等 を行 う。

⑰石炭低カロリーガス化技術開発

(3,283百 万円)

クリー ンな発電用低 カロリー石炭ガスを

製造するため,流 動床方式の石炭ガス化技

術を開発す るとともに,こ れ と連携する複

合サイクル発電システム(ガ スタービン,ス

チームター ビン組合わせ発電)を 開発す る。

また,要 素技術 として,燃 焼器内ば り,

静翼,動 翼等をファインセラ ミック化する

ための技術開発を行 う。

(13)噴流床石炭ガス化複合サイクル発電プラ

ン ト開発(1,980百 万円)
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熱効率の向上が期待され,負 荷応答性,

広範囲炭種適合性,高 効率,大 容量化等に

優れている噴流床石炭ガス化複合サイクル

発電プラン トの開発のため,パ イロットプ

ラン ト試験 を行 う。

(14)高性能石炭火力技術開発(493百 万円)

石炭 火力発電所の石 炭の使用量を節減

し,エネルギーの有効利用を図る観点か ら,

プラン トの蒸気条件を従来より一層高温高

圧化 し,プ ラント熱効率の飛躍的向上 を図

るため,超 高温材料の確証,超 高温タービ

ン等の実証試験 を行 う。

㈲石炭火力発電所乾式脱硫技術実証試験

(920百 万円)

大量の用水の確保,副 生品(石 膏)の 処

理,触 媒の寿命管理等の問題を解決 し得る

乾式脱硫技術及び乾式同時脱硫脱硝技術を

確立する。

(16)石油火力発電所メタノール転換等実証試

験(584百 万円)

火力発電所 における脱石油の推進の観点

から,既 設石油火力のメタノール転換を推

進するため,メ タノール供給に関する諸問

題の検討,環 境安全性に関する実証試験及

びメタノール改質の要素研究を行 う。

(17)石炭火力発電用大型流動床ボイラー導入

可能性調査(120百 万円)

未利用低品位炭を利用で きるなど経済性

に優れ,か つ,炉 内脱硫が可能でNOx抑 制

効果がある流動床ボイラーの大型化を調査

し,発 電用大型流動床ボイラーの早期実現

を図る。

3)核 燃料サイクル事業化関連技術

(1)ウラン濃縮遠心分離機製造技術確立

(480百万円)

核燃料サイクルの中で重要 な役割 を担 う

ウラン濃縮役務事業国産化のため,現 在の

禦造 コス トの%程 度で信頼性のあるウラン

濃縮遠心分離機 を円滑に供給するための成

型加工,熱 処理,バ ランシング,検 査等各

工程の自動化,大 量処理化等の製造技術を

確立する。

②化学法ウラン濃縮技術確立

(1,431百 万円)

従来法に比べて,① 最小採算規模が小さ

い,② 原理的に核不拡散上優れている等の

特徴 を持ち,今 後の研究開発によ り大幅な

性能向上を期待 し得る化学法ウラン濃縮 シ

ステム技術の確立を図る。

(3)第二再処理工場技術確証調査

(3,747百 万円)

商業再処理工場の信頼性及び稼動率の向

上 を図るため,再 処理主要機器(溶 解,脱

硝,抽 出等)及 びプ ロセス(計 測機器 シス

テム,臨 界設計評価等)に ついて確証試験

等を実施する。'

(4)海外再処理返還固化体受入システム開発

調査(661百 万円)

海外に委託 した使用済燃料の再処理にと

もなって発生する放射性廃棄物の受入シス

テムについて,受 入方法,施 設の概念のと

りまとめ,機 器の要素試験等 を行 う。

(5)放射性廃棄物処理技術開発(99百 万円)

低レベル放射性廃棄物の処理 ・処分の円

滑化を図るため,不 燃性雑固化廃棄物の溶

融固化処理技術の開発を促進する。

(6)低レベル放射性廃棄物施設貯蔵システム

確立調査(67百 万円)

原子力発電所から発生する低 レベル廃棄

物の敷地外施設貯蔵の実施に際 し,処 理,
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輸送,処 分の各段階の調査を実施 し,総 合

システムを確立す る。

4)省 エネルギー関連技術開発

(1)高効率ガスター ビン研究開発

(2,825百 万円)

LNGを 主たる燃料 とする複合発電等に

用いられる超高温耐熱ガスタービンを開発

することにより,総 合熱効率の飛躍的向上

を図る。

また,発電用ガスター ビンの新評価手法,

新設計手法を確立する。

②新型電池電力貯蔵 システム開発

(3,024百 万円)

大容量の新型電池により,オ フピーク時

の電力を貯蔵(充 電)し,ピ ー ク時に放出(放

電)す るいわゆる電力負荷平準化機能 を持

つ電力貯蔵システムを開発することとし,

大容量高性能新型電池本体の研究開発を進

めるとともに,シ ステム技術の研究開発を

進め,新 型電池を用いた実証試験 を行 う。

(3)燃料電池発電技術開発(3,060百 万円)

LNG等 を原料 とする(発 電熱効率40%

以上,廃 熱回収等により総合熱効率80%)

の分散型発電 システムとして,リ ン酸型燃

料電池発電 システム,溶 融炭酸塩型燃料電

池発電システムにつ き,研 究開発を行 う。

(4)汎用スター リングエンジン開発

(2,060百 万円)

民生用冷暖房機器用及び産業用小型動力

源 として,多 種燃料の使用が可能で熱効率

の高いスター リングエンジンシステムの開

発を行 う。

(5)スーバー ヒー トポンプ ・エネルギー集積

システム(1,190百 万円)

従来の蓄熱式ヒー トポンプに比べ,効 率,

出 力 温 度,蓄 熱 密 度,規 模 に お い て 画 期 的

な性 能 を持 つ スー パ ー ヒー トポ ンプ ・エ ネ

ル ギー 集 積 シ ス テ ム を開 発 す る。

2.3鉱 物資源等関連技術開発

レアメタルは,先 端産業の発展に欠 くこと

ので きない資源になってお り,今 後の新素材

分野の技術革新に応じて需要は飛躍的に増大

するものと予想されるが,そ の供給構造は,

埋蔵が少数国に偏在 し,供 給が国際政治情勢

に左右 されやすい等極めて脆弱な状態であ

る。

このため,備 蓄の推進,内 外の探鉱開発の

推進等の総合的対策 を行 ってい く必要が あ

る。

また,我 が国産業及び国民生活に不可欠な

基礎資材である非鉄金属の長期的かつ安定的

確保 を図るため,探 鉱開発,生 産の合理化等

を進めることが重要である。

さらに,マ ンガン団塊,海 底熱水鉱床等深

海底鉱物資源の開発をはじめとする海洋開発

に関する技術の研究開発 を推進するこ とも重

要である。

以上のような観点か ら,次 のような技術関

連施策を進めることとしている。

1)レ アメタル関連技術

(1)レアメタル浮遊微量金属探査技術開発

(7百 万円)

国内の レアメタル資源の賦存状況を明 ら

かにするとともに,レ アメタル資源の探査

技術 として,空 中に浮遊 している微量金属

の検出により探査 を行 う技術(レ アメタル

浮遊微量金属探査技術)の 開発を行 う。

(2)未利用 レアメタル有効活用研究協力

(126百万円)
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タイの錫選鉱廃砂に含まれる未利用レア

メタル(レ アアー ス,ニ オブ,タ ンタル等)

の有効活用のための回収技術開発をタイ国

政府関係機関と協力して現地で実施する。

(3)レアメタル高度分離 ・精製技術開発

(30百万円)

今後ハ イテ ク分野に利用され るレアメタ

ルは,6ナ イングレー ド以上の高純度の も

のが必要 となるため,鉱 石等からレア メタ

ルを効率的に回収するとともにその高品質

化を図る技術の開発 を行 う。

2)非 鉄金属資源関連技術

(1)鉱物資源等関連技術開発調査

(55百万円)

効率的な資源探査の促進により資源の安

定供給 を図るため,資 源衛星による探査技

術開発,新 探査技術(深 部電気探査法)の

導入開発等の調査 を行 う。

(2)溶融還元亜鉛新製錬技術開発

(316百万円)

近年のエネルギーコス トの上昇に対処す

るため,石 油代替エネルギーの導入を促進

し,か つ,省 エネルギーに資する製錬関連

新技術(溶 融還元亜鉛製錬技術)の 研究開

発を行 う。

3)海 洋開発関連技術

(1)新海底鉱物資源の新探査技術等の開発調

査(8百 万円)

銅,鉛,亜 鉛,金,銀 等 を含む海底熱水

噴出に伴 って生成す る金属硫化物である海

底熱水鉱床の精査に不可欠な自動着座式試

錐機の技術開発を推進する。

(2)マンガン団塊採鉱 システムの研究開発

(958百万円)

ニ ッケル,コ バル ト,銅,マ ンガン等の

有用金属を含むマンガン団塊の採鉱システ

ムを,工 業技術院の大型プロジェク ト制度

により開発する。

(3)海水ウラン回収システム技術確証調査

(1,140百 万円)

海外に全面的に依存 しているウラン資源

について,ナ ショナルセキュリティの確保

及び資源国に対するバーゲニングパワーの

形成等の観点か ら,海 水中のウラン(溶 存

量約40億 トン)を 回収するシステム技術の

確立を図るため,モ デルプラントの建設,

運転を行 う。

(4)海洋石油開発高能率掘進技術開発調査

(312百万円)

海洋石油掘削環境の悪化,熟 練掘削技術

者不足,海 洋石油掘削装置の安全対策の確

立が急務 となってい る状況に対 応す るた

め,高 能率でより安全な次世代における自

動化 リグ製作技術 を開発する。

(5)海洋石油生産プラッ トホーム開発調査

(14百万円)

海洋石油開発対象海域の深部化や新たに

発見され る油 田の小規模化に対応す るた

め,波 等の外力に対 しプラットホームの位

置を一定に保つ機構をもち,か つ,よ り経

済的なテンション ・レグ ・プ ラッ トホーム

の開発 ・調査を行 う。

(6)海底石油生産支援 システム研究開発

海底石油生産の自動化,効 率化のため,

海底石油生産システム及び付帯施設等にお

いて掘削,生 産施設の設置,保 守点検等の

作業に対する支援 システムの研究開発を行

う。

(よしだ もりひろ 通商産業省資源エネ

ルギー庁長官官房総務課)
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図1 昭和61年 度 資源エネルギー政策の体 系

総合的な資源エネルギー政策 の推進

石油政策の推進 石油産業の国際化

磁 業の轍 善艦 「ヨ
特定石油製品輸入暫定措置法の施行
石油産業体質強化対策の推進
石油産業の集約化と設備高度化の推進
精製関連技術開発の推進

石油流通聯 の充実…[醜 醗 養譲 欝撃

礪 蓄の推進㎜ 　 モ 醗 欝 藪

鑑持
石油自主開発の推進一 一[暮灘 業欝

自動車燃料用 メタノールの円滑な導入

エネルギー源の多様化 と省
エネルギーの推進

働 　 『

翻 様化磯 一 一[

電源立地の推進

礫 贈 ク礁 建　 E

中長期的視点に立 った核燃料サ イク
ル事業化の推進等

原子力発電の推進

石 炭火力、水力、地熱等の推進

電源地域の振興

電源立地に対す る国民的理解 と協力の増進

環境保全対策の推進

力麟 政策の推進一[難 簾 謙 ガ梱 足進

夏婆驚 灘 乙雛 導だ曙 塑難 杢擁 遷の開発導入

雅 輪 雛 省工「ヨ幾1儒 鞍 灘 難発
石炭政策の推進 第7騰 磁 罷

第8次 石炭政策の策定

石炭合理化安定政策の推進

鉱害対策の推進
産炭地域振興対策の推進
海外炭安定供給の推進

資源の安定供給 の確保 鉱物資源の探鉱開発の推進「≡罵灘 箋驚

レア メタル総合対策の推進 レアメタノレ鰭 の縫 一 一 一 一[

深 海底 鉱 物 資源 の賦 存状 況 調 査 等(10→8)、
マ ン ガ ン団 塊採 鉱 シ ステ ム(11→10)

そ の 他 一[麟 難 灘llの 甜 化
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(単位:億 円)

石油精製合理化対策事業費等補助金(0→50)
石油産業設備高度化融資利子補助金(5→9)

重質油対策技術開発(50→50)

軽質留分新 用途技術開発(27→24)
新燃料油開発研究開発(27→24)

給油所高度化技術調査委託費(0→1.0)
揮発油品質確保事業費補助金(0→3.5)

国家備蓄増 強対策(1,960→2,156)
民間石油備蓄助成(528→482)
LPG備 蓄助成(44→50)

探鉱等投融資事業出資金(1,050→900)

国内石油 ・天然ガ ス基礎調査委託費(80→91)
技術開発事業出資金(0→20)
二・三次回収技術等石油開発技術研究開発等(47→68)

自動車燃料用 メタノール導入実験研究(新 燃料油研究開発調査委託費の内数)(2→5)

レ

建設資金の確保一
立地の円滑化

技術の確立等

開銀等の融資制度の充実
一 核燃料サ イ クル関係広報対策等委託費('1→1) 、広報 ・安全等対策交付金(う ち核燃料サ

イ クル関係)(0.2→0.2)
遠心分離機製造技術の確立(6→5)、 第二再処理工場確証調査委託費(40→37)、 低 レベ
ル放射性廃棄物施 設貯蔵 システム確立調査委託費(0.7→0.7)

ウ ラ ン濃縮 事 業 化 調査 委 託 費(0.4→2.3)、 放 射 性廃 棄 物 処理 最 適 化 調 査委 託 費(0→0.5)、 原子 炉 廃 止 措 置廃 棄

物 処 理 処 分 方法 調査 委 託 費(0→0.6)、 使用 済 核 燃料 再 処理 事 業 推 進 費補 助 金(0→0.5)

軽 水 炉 改 良技 術 確証 試 験 等(76→101)、ATR実 証 炉建 設 費補 助 金(32→32)、 安 全 解 析 コー ド改 良等 委 託 費(25
→28)

石炭 火力(131→121)、 水 力(63→68)、 地熱(91→96)

電 源 立 地促 進 対 策 交付 金(504→602)、 電 源立 地 特 別交 付 金(119→129)、 水 力発 電施 設 周辺 地域 交付 金(39→39)、

電 源 地 域産 業 育 成 支援 補 助 金(4→4)

電 源 立 地推 進 広 報 対策 等 委 託 費(10→9)、 広 報 ・安 全 等 対 策 交付 金(9→9)、 原 子 力広 報研 修 施 設 整備 費補 助

金(4→4)、 原 子 力発 電 施 設等 緊 急 時安 全 対 策 交付 金(6→6)

環 境 審 査 等調 査 委 託 費(7→7)、 大 規模 発 電 所 取放 水影 響 調査 委 託 費(3→3)、 水 力発 電 環境 保 安 技 術調 査 委

託 費(0→2)

地 方 都 市 ガ ス事 業 天 然 ガ ス化促 進 対 策 費 補助 金(4.2→6.0)、 地 方 都 市 ガ ス事 業 天 然 ガ ス化 促 進 対 策 調 査 委 託 費

(1.8→3.2)

ガ ス消 費 保 安対 策(0.4→0,3)

開 銀 貸付(56→48)、 ソー ラー シ ステ ム普 及促 進(64→57)、 ロー カル エ ネ ル ギー対 策(17→19)
エ ネ ルギ ー使 用 合理 化 ・省 エ ネ ル ギー 投 資の 推 進

石 炭 液 化技 術 開 発(208→202)、 太 陽光 発電 技 術 開 発(79→70)

共 通 基 盤型 石 油 代替 エ ネル ギー 技 術 開発(45→40)

燃 料 電 池発 電 技 術 開発(45→31)、 ス ーパ ー ヒー トポ ンプ エ ネ ル ギー 集積 シ ステ ム(5→12)

坑内骨格構造整備拡充事業費補助金(131→128)、 鉱 山保安確保事業費補助金(90→93)、 石炭鉱業安定補給交付
金(86→85)、 鉱山保安技術調査委託費(5→6)

鉱害復旧事業資金補助金(514→514)
産炭地域振興臨時交付金(39→37)

海外炭探鉱融資 ・開発債務保証(20→20)、 海外炭開発可能性調査費等補助金(22→23)

金 属 鉱業 経 営安 定対 策(0→3.5)、 金属 鉱 業 経営 安 定 化 融 資(125→125)

広 域 ・精 密 地 質構 造 調 査(15→14)、 中小 鉱 山 等 合理 化 指 導(13→13)、 国 内探 鉱 融 資(22→26)

海 外 鉱物 資 源 基礎 的調 査(4.9→3.4)、 資源 開 発協 力基礎 調査(26→27)、 海 外探 鉱 出融 資(9→12)

レア メタ ル備 蓄(14→15)

レア メ タル探 鉱 開 発、 技 術 開 発の 推 進 レア メタ ル鉱 物 資源 の 国 内 賦存 状 況 等調 査(0.5→1.1)、 レア メタル 海

外探 鉱融 資(9の 内数 →12の 内数)、 未利 用 レア メタ ル有 効 活 用研 究 協

力(1.2→1.3)、 レア メタル高 度 分 離 ・精 製 技 術 開発(0.1→0.3)
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図2昭 和61年 度エネルギー関係特別会計予算(体 系図)

1,138(1,153)

剰 余 金 等

97(106)

重 油 関

640円/ke

1,269(1,245)
131(92)

特別会計〉

石 油 税

石 油4.7%
LPG、LNG(国 産 天

然 ガス を含 む)L2%

石 特 繰 入4,550(4,550)

剰 余 金 等163(82)

石 油 及び石 油代替エ ネル ギー勘 定

合 計
2.5%4

,844(4,724) "

L合 理化安定対策375(387)

坑 内骨格構造整備拡充事業128(131)

費補助金

石炭鉱業安定補給交付金85(86)

鉱 山保安確保事業費補助金93(90)

鉱 山保安技術調査委託費6(5)

2.鉱 害 対 策577(581)

鉱害復旧事業資金補助金514(514)

3.産 炭地域振興対策

産炭地域振興臨時交付金

4.労 働 省 分

5.そ の 他

80(83)

37(39)

175(179)

29(28)

(石 油 対 策)

1.開 発1,263(1,321)

探鉱 投融 資900(1,050>

石 油 開発 技術 研 究 開発 等88(47)

国 内石 油 ・天 然 ガス基礎 調 査91(80)

石油 資源 遠 隔探 知 技術57(32)

天然 ガ ス探鉱 費補助38(38)

2。 備 蓄2,785(2,633)

国家備 蓄 増 強対 策2,156(1,960)

民間 石 油備 蓄助 成482(528)

LPG備 蓄助 成50(44)

3.産 業体 制 整備 等185(167)

石油 産業 体 質 強化対 策50(O)

重 質 油対 策 技術 開 発50(50)

軽質 留分 新 用途 技 術開 発24(27)

新 燃 料油 研 究開 発24(27)

(う ち 自動車 燃 料 用 メタ ノール対 策5(2))

揮 発 油 品質確 保 事 業3(0)

給油 所高 度化 技 術調 査1(0)

4.そ の 他37(36)

合 計

△1.8%

1,235(1,259) 合 計

2.7%
4,269(4,157)

(石 油代 替 エ ネル ギー 対策)

1,供 給確 保 対策43(42)

海外炭探鉱融 資、開発債務保証20(20)

海 外地 質構 造 調査 等23(22)

2.導 入促進 対 策137(146)

開 銀貸 付金48(56)

中小金 業導 入促 進10(9)

ソー ラー システム普 及促 進57(64)

u一 カル ・エ ネルギー11(11)

地方都市 ガス事業 天然ガ ス化9(6)

3.技 術 開 発379(364)

石 炭液 化 技術202(208)

共通 基 盤型 代 エ ネ技術40(45)

代 エ ネ技術 実 用化 補助20(20)

石 炭生 産 ・利 用技 術59(51)

石 炭利 用水 素 製造13(O)

4.そ の 他16(15)

合 計

1.3%

574(567)

1.6%

石 特 合 計6,079(5,983)

特 会 合 計
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通商産 業 省(単 位=億 円)

()内 は60年 度予 算額

1,519(1,436)

剰 余 金 等

172(152)

促 進 税

44.5銭/kWh

税 収2,371(2,242)

28.5銭/kWh16.O銭/kWh

〈電 源開 発促進 対策 特別 会計 〉

電 源 多様 化 勘 定

852(806)

剰 余 金 等

165(86)

立 地 勘

1,供 給確保対策

水 力 開 発

地 熱 開 発

2.導 入促進対策

石炭火力建設等補助

石炭火力開発技術実証等

3.技 術 開 発

太陽エネルギー関係技術

地熱エネル ギー関係技術

石炭エネルヰー関係技術

燃料電池

新型電池電力貯蔵システム

4.原 子 力

核燃料サイ クル関係

軽水炉改良技術確証試験等

新型転換炉実証炉

5.科 学技術庁分

6.そ の 他

164(154)

68(63)

96(91)

104(135)

78(104)

23(28)

314(267)

70(79)

52(53)

58(37)

31(45)

30(21)

253(227)

82(82)

100(76)

32(32)

820(774)

35(30)

1.電 源立地促進対策交付金

2.電 源立地特別交付金

原子力発電施設等周辺地域

交付金

電力移出県等交付金

3.水 力発電施設周辺地域

交付金

4.原 子力発電安全対策等

委託費

5.原 子力発電安全対策等

補助金

6.原 子力発電安全対策等

交付金

7.そ の 他

602(504)

129(119)

77(74)

53(45)

39(39)

!85(168)

12(12)

31(35)

18(15)

合 計

6.5%

1,691(1,588) 合 計

14。0%

1,017(892)

電 特 合 計
9,2%

2,708(2,480)

3.8%
8,787(8,463)
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研究所の うごき
(H召不061f卜1Hlll～3JI311D

◇ 新役員の選任

任期満Jtに と もな う新役 員の選 任 が,3月28日

開 催の 第22回 理 事会 で行 なわれ,ド 記の ように新

役 員 を選 任 した。(任期:昭 和61年4月1目 ～同63

イト3JJ3!H)

新役員

理 事 長

(所 長

厚務理事

常務理賢

理

監

〃

〃

〃

〃

〃

11

〃

〃

11

11

11

11

〃

11

〃

〃

〃

〃

ノノ

山本 寛

山本 寛)

越川文雄

柴田誠一

賢 秋山 守 東京大学教授

飯川孝三 関西電力㈱副社長

生川盟朗 働日本エネルギー経済研究

所理事長

イ1川六郎 鹿島建設㈱会長

正親見一 目本原燃サービス㈱相談役

大島恵一 東京大学名誉教授

奥村虎雄 ㈹II本鉄鋼連盟副会長

近藤駿介 東京大学教授

椹木義一 京都大学名誉教授

柴崎芳三 ㈹日本ガス協会副会長兼惇

務理事

鈴木篤之 東京大学助教授

関根泰次 東京大学教授

妹島丘彦 ㈱日本電機1二業会惇務理事

朝永良夫 ㈹日本産業技術振興協会副

会長

豊川【E敏 東京電力㈱副社長

中村俊夫 ㈹日本自動車L業 会惇務理事

野沢清志 電気事業連合会副会長
'}え川誠一 東京大学名誉教授

占沢長衛 石油連盟副会長兼惇務理`拝

事 望月嘉幸 日本興業銀行常務取締役

山崎 魏 中部電力㈱常務取締役

◇ 組織の変更

4月1H付 で,新 たに 「エ ネル ギー技 術情 服セ

ンター」 が 設置 され た。

◇ 理事会開催

第21回 理 事 会

llll,V;:2]」14日C証 ㌃)12:00～13:30

場 所:経 卜tl連会 館(9F)906㌧ ナ室

議 題:

(1)寄 附 行 為 の 一 部 変 史 に つ い て

第22回 理 事会

ロ ロξ・:3ナ 」28日(金)12:00～13:30

場 所:経 団連 会館(9F)901号 室

議 題:

(1)昭 利61年 度 事業計 画 及び収 支r算(案)に

つ いて

(2)昭 和61年 度運 営 費の借 入 につ い て

(3)理 事及 び監 事の選 任 につ いて

(4)そ の 他

◇ 月例研究会開催

第31回 月例 研 究会

日 目を:1JJ31日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)昭 和61年 度新 ・省 エ ネル ギー技 術 開発 の概

要(ll技 院ム ー ンラ イ ト計画 推進 室

米田 文 重氏)

(2)新 型蜂 水炉 に関す るIAEAミ ー テ ィング

に出席 して(i・1任 研究 員 深 田 昭彦)

第32回 月例 研 究会

日 μ芋:2Jj28H(金)14:00～16:00

場 所:彰 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)石 炭 利川水 素製造 技術 開 発の現 況(新 エ ネ

ル ギー総 合 開発機 構 石 炭技1示1開発室

占川信 夫氏)

(2)国 際 電池技 術 総合 シ ンポ ジ ウムの概 要(研

究 員 蓮池 宏)

第33回 月例 研 究 会

日HSt::3Jj28口(金)14:00～16:00

場 所:国"11教 育 会 館(5F)503号 会 議 室

議 題:

(1)環 太'F洋 エ ネ ル ギ ー 協 力 に つ い て(Qd)日 本
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エネルギー経済研究所 研究理事

木村徹氏)

(2)当 研究所の昭和60年度調査研究の概要(プ

ロジェク ト試験研究部長 井上市郎)

◇ 主なできごと

1月14日(火)「 国際 電池技 術総 合 シ ンポ ジウム組

織委 員会 」 第2回 委員 会 開催 「国

際 電池技 術総 合 シ ンポ ジウム 実行委

員会 」 第4回 委 員会 開催

17日(金)「 燃 料 電池導 入 ビジ ョン調 査」 第

2回 委員会 開催

23日(木)「 プル トニ ウム利 用方 策 開発調 査」

第3回 委 員会 開催

24日(金)「SPS(新 シーズ)」 第3回 委員

会 開催

27日(月)「 メ タノー ル環境 安 全性検 討」 第

6回 委員会 開催

28日(火)「 社会 的安 全 目標 検討 」 第5回 委

員会 開催

31日(金)「 電 力用 メ タ ノール導 入検 討」 第

1回 委員会 開 催

2月10日(月)「 原 子 力プ ラ ン ト運転 の信 頼性 に

関す る研 究会 」 開催(第45回)

14日(金)「 火山 発電調 査」 第2回 委 員会 開

催

18日(火)「 プ ル トニ ウム利 用方 策 開発調 査」

第4回 委員 会 開催

21日(金)「 メ タノール環 境 安全 性検 討」 第

7回 委員会 開催

「自然 エ ネル ギー利 用住宅 シス テ

ム技術 総合 評価 」 第3回 委員 会 開催

27日(木)「 プ ルサ ーマ ル」 第5回 委 員会 開

催

3月5日(水)「 分散 型 新発 電技術 実 用化 実証 研

究 に関 す る調査 」 第2回 委員 会 開催

10日(月)「 電 力用 メ タノ ール導 入検 討」 第

2M委 員会 開催

「実用発 電 用原 子炉廃 炉 技術調 査」

第4回 委 員会 開催

3月11日(火)「 メ タノ ール環境 安 全性検 討」 第

8回 委員会 開催

12日(水)「 エ ネル ギ ー フ ロンテ ィア計 画調

査」 第4回 委 員会 開催

13日(木)「 社 会 的安 全 目標 検 討」 第6回 委

員会 開催

14日(金)「 石 油製 品 高度利 用技 術調 査」 第

3回 委員会 開催

17日(月)「 石 油TESエ ンジ ン調査 」 第3

回委 員会 開催

「プル サ ーマル 」第6回 委 員会 開

催

18日(火)「 自然 エネ ルギ ー利用 住宅 システ

ム技術 総合 評 価」 第4回 委員 会 開催

「原子 力発 電所 技術 基準等 調 査:

中小 型炉 に関 す る検 討 」 第2回 委員

会 開催

20日(木)「 プル トニ ウム利 用 方策 開 発調 査」

第5回 委 員会 開催

26日(水)「 分散 型 新発 電技 術実 用化 実証 研

究 に関す る調 査」 第3回 委 員会 開催

31日(月)「FAST」 第2回 委 員会 開催

◇ 人 事 異 動

03月31日 付

主管研究員 西川 毅

◇ そ の 他

退職(出 向解除)

外 国 出張

(1)茂 田省吾主 任研 究 員 は,「米 国 にお け る分散 電

源 の系統 連 系問題 に関す る調査 及 び電 力 中央 研

究 所 ・EPRI太 陽 光発 電技 術 ワー クシ ョップ

へ の参加 」の た め,3月13日 か ら同 月24日 の 間,

米 国 に出張 した。
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